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23-002-R-0131. はじめに

本報告書は、文部科学省殿から委託された下記委託業務について、
最終成果を報告する物である。

令和5年度 地球観測技術等調査研究委託事業
将来衛星システムにかかる技術調査
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２．調査要求と実施した調査内容

調査要求 実施した調査内容 本報告書における記載

３－１  令和 4年度技術調査項目にかかる最新動向の調査分析

（１）令和4年度に実施
した「将来衛星システ
ムにかかる技術調査」
の各項目について、最
新の技術動向調査を
行い、情報の最新化
を行うこと。

（１－１）令和 4 年度に実施した「将来衛星システムにかかる技術調
査の各項目について、最新の技術動向調査を行い、情報の最新化を行っ
た。

3.1項

（１－２）また左記調査要求（最新化）に加えて、昨年度を含めた最
近数年の顕著な衛星システム技術動向の変化点を調査し今後の動向を
分析した。

（２）国内外の将来衛
星ステムに関する動
向や技術情報の最
新化を行い、その上
で改めて日本の強
み・弱みの分析を行
うこと

（２－１）最新化の状況を受けて、昨年度実施した日本の強み弱み分
析のアップデートを行った。

（２－２）さらに、強み弱み分析結果に基づき、日本にとって重要なユー
スケース・技術開発項目等の候補(ロングリスト)を抽出した。

3-1:令和 4年度技術調査項目にかかる最新動向の調査分析



6

23-002-R-013

3-2:衛星開発のライフサイクル(設計・製造・試験・運用)におけるデジタル開発技術調査分析

調査要求 実施した調査内容 本報告書における記載

（１）国内外における衛星開発の
ライフサイクルにおいて、デジタル技術
の活用がますます拡大し重要性を
増していることを考慮し、国内外の
衛星製造・運用事業者におけるデ
ジタル技術の導入事例または検討
事例を調査すること。 

（１－１）国内外の衛星開発製造企業、運用事業者に関して衛星のライフサ

イクルの中で、開発設計におけるMBSE/MBD/シミュレーションの利活用事例、製

造試験における3Dデータベースの製造や自動化、運用における多数機自律運用

による省人化等に関し調査を行った。

3.2項

（１－２）重要な観点として適用事例だけではなく、背景としてどのような動機が

あったか、どの程度の効果があったか（可能な限り定量的）に関しても深掘り調査

を行った。

（２）調査にあたっては、国外の他
の製造業界（自動車業界、航空
業界など）におけるデジタル開発の
動向を調査し、分析比較の上整理
すること。 

（２－１）国外の衛星製造業と製品が類似している製造業(飛行機・自動車・
ロケット等)に関してデジタル開発を調査分析した。

（２－２）更に衛星や類似の業界に関係なく、最もモデリング・MBSE/MBD・シ
ミュレーションによる試験・デジタルツイン運用・ロボテイクス活用等で優れた成果を
出している企業を選定し、深掘り調査を行い、そこからのインサイトを整理した。

（３）本分野において日本の保有
する技術の強み・弱みを分析すると

ともに、今後日本が取るべき技術戦
略・生産戦略、そのために取り組む

べき研究開発計画について提案す
ること。

（３）日本の強み弱みを分析し、今後日本が取るべき技術戦略・生産戦略、そ
のために取り組むべき研究開発計画について提案した。
ライフサイクルにおける戦略はことなるため設計・製造・試験等の分野で整理した。

２．調査要求と実施した調査内容
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3-3:衛星電気システム基盤技術調査分析(1/2)

調査要求 実施した調査内容 本報告書における記載
（１）オンボード基盤技術の調査分析を行うこと。
国内外の小型・中大型衛星に搭載されている、また
は搭載が検討されているオンボード基盤技術につい
て調査分析の上整理を行うこと。
日本の保有する技術の強み・弱みを分析し、今

後日本が取るべき開発戦略や取り組むべき研究開
発計画について提案すること。

（１－１）オンボード処理に関して小型の観測・通信衛星(LEO)、中

大型の観測・通信衛星(MEO/GEO)を対象に最新技術を調査した。こ

れらの技術に対する日本の保有技術の強み弱み分析を行った。その上で

今後日本が取るべき開発戦略や取り組むべき研究開発計画について検

討を行った。

3.3.1項

（１－２）令和4年度の調査分析結果を基に最新化を図るとともに、オ

ンボード処理は進化の早い分野であるため、昨年度を含めた最近数年間

ASTECで重点的に調査分析を実施している。今回の最新調査分析結

果をこれら調査資産と比較分析することで技術動向の変化の抽出に資す

るものとした。
（２）誘導制御技術の調査分析を行う。観測衛
星等を軌道上で効率的に稼働するためのAI等を用
いた新たな誘導制御技術について、国内外の技術
的な検討状況、技術レベル、実現性、実証実用計
画等を調査分析の上、整理すること。

また国内外における新しい慣性基準装置、恒星セ
ンサ、画像センサ、GNSS 受信機（シスルナ圏対
応含む）の最新動向を調査すること。本項では日
本の保有する誘導制御技術の強み・弱みを分析の
上、日本が取るべき戦略や研究開発計画を提案す
ること。 

（２－１）誘導制御技術及び最近のAI等を用いた新たな誘導制御技

術について、国内外の技術的な検討状況、技術レベル、実現性、実証

実用計画等を調査分析の上、整理した。

姿勢センサに関して慣性基準装置、恒星センサ、画像センサ、GNSS 受

信機（シスルナ圏対応含む）の最新動向を調査した。

以上から日本の誘導制御技術の強み・弱みを分析し、日本が取るべき技

術戦略や研究開発計画を整理した。 

3.3.2項

（２－２）更にLEO・GEOの各軌道、観測・通信の各ミッションに対応

した従来の誘導制御系だけではなく、近年軌道上サービスや探査機で重

要な要素となっている対象との近接時相対的航法・姿勢制御・着陸のた

めのVBN(Visual[またはVision]ーBased Navigation)に関して重点

的に調査分析を行い日本の強み弱み分析を行った。

２．調査要求と実施した調査内容
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3-3:衛星電気システム基盤技術調査分析(2/2)
調査要求 実施した調査内容 本報告書における記載

（３）電源系技術の調査分析を行うこと。
（３－１）国内外の衛星に搭載または搭載
予定の電源系技術について調査分析を行い
整理する。特に電気推進電源や高効率で耐
電力の高いパワーデバイス、電圧変換機等の
要素技術について調査に含める。
（３－２）国内外の新しいバッテリ方式を調
査分析し整理する。特に全個体電池や電解
液やセパレータ及び電極等の性能が物性や構
造に依存するパーツ、また新しい技術が必要と
される探査用電源等の要素技術について調査
に含める。
（３－３）国内外における新しい太陽電池
パドルの方式について調査分析し整理する。特
に昨今開発や実用が進む高効率な収納方式
であるフラットパックやロールアップやその他方式、
また高効率あるいは低コストセル等の要素技術
について調査に含める。
（３－４）本分野において、日本の保有する
技術の強み・弱みを分析すの上、日本が取る
べき戦略や研究開発計画について提案する。

電源系は、各衛星のパワー供給を担う重要なサブシステムであり、下記に

関して仕様に従い調査分析を行った。

（３－１）電源系サブシステム（定電圧制御系、非安定制御系）、電

力制御器(PCU)、電気推進電源系(PPU)：ホールスラスタ用及びより高

圧を要するイオンエンジン用、高電圧の高効率パワーデバイス(ダイオード、ト

ランジスタ等)を含めて調査を行った。

（３－２）バッテリ(BAT)：液系リチウムイオン電池の最新技術と性能の

調査を行う。また重要な構成要素もしくは材料である電極・セパレータ・電

解液等の最新部品の調査を含む。自動車を中心に開発が進められている

固体リチウム電池の宇宙適用の調査を行った。

（３－３）太陽電池パドル(SAP)：フラットパックやロールアップの最新製

品と重要な構成品である展開機構や展開メカニズム、発生電力ごとの質

量・収納容積競争力の比較を含む。

（３－４）以上調査結果と日本の保有する技術の強み・弱みを分析の

上、日本が取るべき技術戦略や研究開発計画を整理した。

3.3.3項

（３－５）上記は宇宙用製品の調査として重要であるが、電源制御器、

高電圧供給電源、パワーデバイス、バッテリ等は車載・航空機等での進化

も早く、過去これら新規技術を宇宙でいち早く導入したリチウムイオンや

GaAS太陽電池セルの例もある。

今回これら実績を鑑みて電池・パワーデバイス・太陽電池セル等に関して

民生技術とその製品を調査し宇宙用としていち早く取り込めないかを整理し

た。

整理にあたっては耐放射線やサイクル数、圧力容器安全性等の課題を含

めた。

２．調査要求と実施した調査内容
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3-4:衛星機械システム基盤技術調査分析

調査要求 実施した調査内容 本報告書における記載

（１）熱制御系技術の調査分析を行う。国内

外の衛星に搭載または搭載予定の熱制御技術
について調査分析し整理すること。

日本の保有する技術の強み・弱みを分析の上、
日本が取るべき戦略や研究開発計画について提

案すること。 

（１－１）熱制御系技術に関して国内外の衛星・宇宙機・探査

機等の搭載熱制御系の調査を行った。現在開発中の搭載予定のも

のを含む。受動的熱制御系はデジタル化やメモリ・アンプのソリッドス

テート化、高集積化に起因する熱処理をマイクロヒートパイプ等で輸

送する方式やその他新規方式を調査した。また能動的熱制御系も

二相流体やヒートポンプを使った方式を調査した。

以上から日本の保有する技術の強み・弱みを分析の上、日本が取る

べき技術戦略や研究開発計画について整理した。

3.4.1項

（1－2）更に熱制御系に関しては学会の資料も限定されているた

め、NASA technology taxonomyから宇宙機の熱制御ロード

マップを調査した。

（２）構造系技術の調査分析を行う。国内外
の衛星に搭載または搭載予定の構造系技術に
ついて調査分析し整理する。世界における構造
系サブシステム技術の調査分析を行い整理する
こと。
特に国内外のAdditive Manufacturingの活

用状況について調査し整理する。その際衛星企
業で試みられている技術やその背景を含めて導
入事例を調査する。日本の保有する技術の強
み・弱みを分析の上日本が取るべき戦略や研究
開発計画について提案すること。 

（２－１）構造系技術に関して国内外の衛星・宇宙機・探査機

等の構体系・構造系・新規構造材料の調査を行った。現在開発中

の搭載予定のものを含む。 特に海外の衛星・搭載機器(推進系や

RF系など)、ロケット製造企業のAdditive Manufacturingの活用

状況について調査し整理した。日本企業も同様に調査した。

3.4.2項

（２－２）更にNASA technology taxonomyから宇宙機の構

造系ロードマップや材料開発を調査した。

２．調査要求と実施した調査内容
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3-5:コンステレーション構築等に必要な技術の調査分析

調査要求 実施した調査内容 本報告書における記載
（１）多数機開発・試験手法
国内外の衛星コンステレーションを構

築する多数機衛星の短期間での開発
手法や試験手法等に関して調査分析
の上整理すること。
また国内外の数100機以上の衛星コ

ンステレーションを運用するための運用
計画立案システムや、異なる衛星コンス
テレーションの運用を統合する技術等に
ついて調査分析の上整理すること。

（１－１）現在整備運用中の数100機レベルの海外コンステレーションに
おいて、多数機衛星の短期間での開発手法やアライアンス、バッチごとの改
良状況、また製造試験手法等に関して調査分析の上整理した。
またこれら海外の衛星コンステレーション運用時の運用計画立案システムや、
省人化のための方策、更に異なる衛星コンステレーションの運用を統合する
新しい技術（運用統合系）等について調査分析の上整理した。
上記二点を踏まえ、国内でコンステレーションを構築する場合の開発・バッ

チ改良・製造・試験・運用システムへの指針を整理するとともに、日本の強み
弱みを分析した。

3.5.1項

（１－２）上記に加え、海外における豊富な資金を背景にした数百機～

数千機レベルの商用コンステレーションや軍が主導するPWSAの構築方法と、

日本のようにこれから数10機レベルでの観測・中継をまず早急に考える必要

がある場合は自ずとアキテクチャ方針が大きく異なると思われるため、日本に

とって現実的な数10機で実用運用に資する構築方法を上記調査分析結

果も踏まえて整理した。
（２）コンステレーションセキュリティシス
テム
国内外における衛星コンステレーション

の運用に際し採用されているセキュリティ
レベルや抗たん性について調査分析の
上整理すること。 日本の保有する技
術の強み・弱みを分析し、日本が取る
べき戦略や研究開発計画について提
案すること。 

（２）海外の衛星コンステレーションの運用に際し採用されているセキュリ
ティレベルや抗たん性について調査分析の上整理した。
この調査を踏まえて日本の場合に想定されるセキュリティシステムの実装上の
ポイント（衛星技術面、地上装置面、運用面）を整理した。
またこれら調査結果から日本の保有する技術の強み・弱みを分析し、日本
が保有すべき技術戦略や研究開発計画について整理した。
開発や実装面の課題も踏まえて整理を行った。 

3.5.2項

２．調査要求と実施した調査内容
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3-6:コンステレーション構築等に必要な技術の調査分析

調査要求 実施した調査内容 本報告書における記載

３－６ 定常調査・動向分析

（１）衛星システムに関する国内外の
主要なシンポジウムや分野毎ワー
クショップに 2 件以上参加し、３
-１～３-５に定める範囲に限ら
ず、広くその内容について概要を
作成の上まとめること。特に日本
において重要な発表内容等につ
いては、重点的に説明を追加す
ること。なお、感染症等の流行に
より現地参加が難しい場合は、オ
ンライン参加とする。 

以下に示すシンポジウム・ワークショップ等に参加した。

◇MATLAB EXPO2023@東京, 2023/5/31

→ 民生分野含めたデジタル開発技術最新動向の情報収集を行った。

◇ESA GNC ＆ ICATT Conference ＠Sopot Poland, 12-16, 

June. 2023

→ 誘導姿勢制御に関わる最新動向の情報収集を行った。

 ◇Small Satellite Conference＠Utah、Aug 5-10,2023

⇒小型衛星に関する衛星システムやサブシステム全般の情報収集を

行った。

◇European Data Handling ＆ Data Processing Conference 

for Space （EDHPC2023） ＠Juan-Les-Pin France 2-6 

Oct.2023

→デバイス・SW等を含むオンボードデータ処理に関わる最新動向の情

報収集を行った。

3.6項

（２）本調査において、日本にとって
必要となる技術等について分析
すること

特に３ー１～３ー５に関連する日本にとって必要となる技術等について
は、他の調査結果とあわせて分析を行い、委託業成果報告書に分析結
果を記載した。なお、３ー１～３ー５に関連しない項目についても日本に
とって必要となる技術については分析を行い、委託業成果報告書に分析
結果を記載した。

（３）作成した概要は、シンポジウム
やワークショップ参加後２週間以
内に当課に提出すること。また、
当課の問合せに対応すること。

作成する概要報告書は、シンポジウム・ワークショップ等の参加後2週間以
内に提出した。

２．調査要求と実施した調査内容



12

23-002-R-013

3-7:適時調査・事実確認

調査要求 実施した調査内容 本報告書における記載

３－７ 適時調査・事実確認

（１）受注者は、その他、３－１～
３－５に関係する範囲内で当
課が指定する事項について、適
時調査（A4 で 5～10 枚程
度）を 6 件程度、事実確認
（Ａ４で 1 枚以内）を最大 
12 件程度行う。随時かつ即時
に対応すること。適時調査のうち
最大 4 件程度まで、原則として
国内若しくはオンラインで開催さ
れるワークショップや会合等への出
席を要する調査を実施する。

今年度は適時調査・事実確認の依頼はなく、調査は発生しなかった。 左記のとおり、調査は発生しなかっ

たため、記載箇所はなし。

（２）当課と受注者が協議をして定
めた期日までに、当課と受注者が
協議をして定めた報告方法で報
告すること。また、当課の問合せ
に対応すること。

２．調査要求と実施した調査内容
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令和4年度の調査項目の概要、及び、今年度の主なアップデート内容を以下に示す。

令和4年 調査項目 令和4年度 まとめ 令和5年 主要アップデート内容

(3-1-1)
SDS/SDR/SDP
※Software Defined
Satellite/Radio/Pa
yload

・通信衛星：多くのグローバルオペレータがSDSによる柔軟性の飛躍を要請
し、開発・製造側も段階的に対応した。
・観測衛星：a.実現可能なデータ伝送系容量、b.取得データ規模、c.地
上処理規模、を含めたトレードオフによりd.ユーザニーズ(レイテンシ、ローデー
タニーズ)を踏まえて、観測エッジ処理等が実装されている。

・通信・観測分野ともにSDS化の流れは進展。
・通信分野においては、「LEO衛星での衛星
―携帯直接通信」、「ESAでの次世代向け
再生中継・B5G/6Gに対する取組」が顕著
・観測分野においては、観測データのオンボー
ド処理は実証フェーズから実用フェーズに移行
しつつあり、並行して観測計画のオンボード化
が進む。
・計算機技術としては欧米ともに、COTSを活
用した高性能計算機、及び、宇宙用高信頼
性デバイスの開発が並行して進む。

(3-1-2)
オンボード処理

・オンボードエッジ処理の実装やアプリケーションの柔軟性等が大きなトレンド、
今後も進展が大きいものと推察。
・競争領域は産官学によるデバイス開発競争を既に一周完了し、地上の
IT・NW・産業ライン制御レベルの高度なアプリケーションをいかに柔軟でかつ
高信頼性で実装できるかに移行。

(3-1-3)
運用の効率化

・観測衛星事業においてはタスキングやデータ伝送のための地上通信NWシ
ステムは重要であるが、設備のCAPEXを抑制することも重要であり、観測衛
星事業と既存地上局をクラウドで結び付け提供するNW提供型ビジネスが
多く出現
・コンステレーションシステムの衛星機数が数10機程度を超えてくると、衛星
側は自動化自律化機能を実装するものの、地上における運用省力化の重
要性が増してくる。

・誘導制御分野や観測計画の分野にて、オ
ンボードでの自律化に対する実証が進む。
・ソフトウェアの更新の観点でStarlinkにて更
新データの衛星側からの自発的な更新チェッ
ク・ダウンロード等顕著な取り組みが見られる。

(3-1-4)SWアーキ
テクチャ

・オンボード処理技術の発展に伴い、搭載されるソフトウェアアーキテクチャも
汎用性を重視した構成に変化

オンボード処理の進展に伴いSW開発の効率
化が重要視。SWのフレームワーク、ツールボッ
クス、ECOシステムの開発が進む

(3-1-5)
推進システム

・推進系は従来の要求に加えて、コンステレーションの構築・運用、軌道上
サービス、シスルナ圏等の新たなニーズが顕在化しつつあり、宇宙機競争力
の源泉となっている。
・低毒性燃料の化学推進、Xe代替の電気推進等、新たなニーズに対応し
た推進系の開発が活発に進んでいる。

・VLEO向けエアーブリージング電気推進、惑
星間輸送向けの核熱エネルギーを活用した
推進系等、新たな推進系の開発例が見受け
られる。

3.1 令和4年度技術項目にかかる最新動向の調査分析 まとめ
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Executive Summary

3.1.1 SDS/SDR/SDP 令和4年度調査

1.通信衛星SDS・SDR
①通信衛星特にGEOではSDSの通信事業上の利便性に着目。
②多くのグローバルオペレータがSDSによる性能面・価格面の飛躍を要請し、開発・製造側も段階的に対応した。
③この5～6年で大手3社が100Gbps超で一度に3機打上可能なSDSを開発し欧州勢は欧米日豪から受注。
④各社デジタルペイロードとコンパクトな全電化バスの一体開発。
③なお通信でのSDSはA/D変換とFFTによる分波と帯域・ルート変更・合波・DBFビーム制御・D/A変換を意味し、
SDRではない。100Gbps超の高速変復調は今現在ではデバイス的にハードル高くまだ困難。 

2.観測衛星SDS・SDR
①観測衛星のSDSは通信ほど明確に定義されていないが、エッジプロセシングによる観測エッジ処理やニーズに合わ
せた観測アプリケーション変更等の機能(Spire,Unibap)。
②実装の動機はプレーヤごとに異なり、a.実現可能なデータ伝送系容量、b.取得データ規模、c.地上処理規模、を
含めたトレードオフによりd.ユーザニーズ(レイテンシ、ローデータニーズ)を踏まえて判断されている。 
③但し可能な限りエッジを進め、地上処理との処理を選択できることは今後の大きな流れであり、デバイス進歩と情
報レイテンシ要求がそれを後押し。
④観測衛星のSDRに関しては、観測はULデータ/CMDの復調と観測データ変調が必ず必要であること、データレート
は～10Gbpsで通信衛星より桁少ないことから広帯域(～Ka)で変復調可能な標準SDR機器のSupplierも多い。

３.今後の大規模通信SDR
①衛星間通信では最低限経路データ(≒IPアドレス)の再生中継が必要(NDSAではMPLを採用とのこと)。
②5G地上局機能のLEO搭載化が欧州ロードマップの俎上に上り、衛星間通信やIoT向けの比較的データレートが低
いものだけではなく、5G地上局の過疎域での衛星RAN局実現も見据えている。日本としてもロードマップが必要。

参考：MPLS：マルチプロトコルラベルスイッチング/Multi-Protocol Label Switching：パケットにあて先の情報を記載したラベル
を付加することで、高速ルーティングを実現する転送技術。ルータの経路選択はIPヘッダ方式よりローカルだが処理負荷は少ない。
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Executive Summary

①静止通信SDS(≒SDR)
～数100Gbps、Transparent中継器
機能：帯域・ch周波数・最大数千のビー

ム配置/形状

LEO通信SDS(≒SDR)
～数10Gbps、一部再生中継

機能:帯域・周波数・最大数10ビーム
配置・通信Secure機能・メッシュ通

信

LEO観測SDS
(≒SDR＋観測エッジ処理)

左記SDR＋観測データのオンボード
エッジ処理 (各所で試み)

[A] 通信データをデジタル処理⇒サービスの軌道上フレキシビリティの確立(TT&C含む)
a. サービス可変性：帯域・周波数・ビーム配置・ビーム形状・ビーム間接続
b. データの復調なし（Transparent）SDS≠SDR

[B]上記+通信データ変復調⇒宇宙メッシュ・Secure・gNodeB搭載化
a. LEO通信や宇宙メッシュ通信ニーズ、gNodeB搭載は欧州で検討が開始（GEO、LEO)
b. 現在、数GbpsのSDRは標準品。宇宙メッシュ対応は各所で検討中 SDS≒SDR

[C] 観測データのエッジ処理
a.画像化/差分/ML/AIによる情報

化・圧縮・再訪頻度・情報レイテンシ
削減ニーズへの対応のオンボード化

b.顧客やアプリケーション変更
c.Hosted的衛星利用
SDS≒ML/AI高次処理∋SDR機能

1機通信帯域 大 
GEO/MEO

1機通信帯域 小～中 
LEOコンステレーション

観測コンステレーション

3.1.1 SDS/SDR/SDP 令和4年度調査
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Executive Summary

メッシュ
NW

衛星A
デジタルペイロード

➢ メッシュ通信制御用SDR
➢ Secure用SDR
➢ 通信ペイロード追加(IoT)

ユーザビームのコンフィギュレーション
をトラフィック需要に合わせて任意に変更

18

デジタルペイロード (SDRなし)
数100Gbps、RF⇒デジタル化

FFT/ルーティング/DBF等

（FWD/RTNで独立）

GatewayTxビーム

GatewayTxビーム

30GHz等RF 衛星受信

20GHz等RF 衛星送信

①静止HTSでSDSと定義する機能
数百Gbps、100ビーム超、復調なし

衛星送信 20GHz等RF

衛星受信 30GHz等RF

GatewayRxビーム

GatewayTxビーム

受信RF

送信RF

送信 20GHz等RF

受信 30GHz等RF

https://www.businessinsider.com/spacex-
starlink-satellite-internet-how-it-works-2019-5

衛星B
デジタル
ペイロード

②LEOでのSDR部分
(NW、Secure)

観測衛星 ペイロード処理系
➢ 従来観測センサ処理
➢ 圧縮・記録再生・フォーマッタ

管制局・DT局
受信RF

送信RF

SDR
機器
LEO
向けに
多数有

例：光学エッジ処理
➢ 光学画像処理・画像圧縮
➢ ハイパースペクトル画像処理
➢ ML・AI等エッジ処理
➢ TDI（画素時間積分）
➢ 光学系対象同定・変化検出
➢ 対象物の位置レジストレーション

例：SARエッジ処理
➢ SARの2次元/3次元FFT 
➢ SAR画像化・物体同定
➢ インターフェロメトリ
➢ SAR DBFマルチビーム拡張
➢ ML/・AI等エッジ処理

CMD・
データロード

観測データDL数Gbps

センサデータ
数Gbps

観測コンステレーションで
SDRは標準機器として調達」

③現在観測衛星で加速
しているエッジ機能

（SDSとして定義）

①静止SDS

②LEO通信SDR

③LEO観測SDS

3.1.1 SDS/SDR/SDP 令和4年度調査
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令和5年度アップデート

3.1.1 SDS/SDR/SDP  

1.通信衛星SDS・SDR
GEO
➢ 容量はMax100Gbps程度に抑え、柔軟性を重視した中規模SDSが受注面では支配的になるも、製品化フェー

ズにて課題が発生中。(3.3.1.1②(5)参照)
➢ ESAは中規模SDS後を見据え、再生中継、B5G/6Gへの取り組みを加速中。 (3.3.1.1②(6)参照)
LEO
➢ Starlink Ver2の仕様からMobileダイレクトアクセスの性能拡大、20kW級のKa/Eバンド大型衛星コンステ計画。
➢ gNodeBの搭載レベルの見極めが開示されていないため不透明(G/Wビーム大幅拡充計画からRUのみ搭載

の可能性有) (3.3.1.1②(3)参照)
➢ AST mobile の衛星-携帯直接通信 試験の成功等、LEOコンステでの衛星-携帯直接通信の実現が加速

2.観測衛星SDS・SDR (3.3.1.1③参照)
➢ 観測データのオンボード処理は実証段階から実用段階へ移行しつつある。
➢ オンボード処理の高度化に伴い、SWの開発効率向上が注目されている。
➢ オンボードでの観測運用の自律化に関しても、実証レベルでの開発が進みつつある。
➢ 観測分野のオンボード処理と並行して軌道上データセンタ、衛星間光通信ネットワークの開発が進んでいる。
➢ これらの開発進捗状況により、衛星側でのエッジ処理の最適範囲は変わりうるため、注視が必要。
➢ 国内では、革新3号機にて高性能なSDS向け計算機となる民生GPUやSDR機器の実証を計画していたが、イプ

シロン6号機の打上失敗により実証が遅延。(3.3.1.2参照)
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プラス要因 マイナス要因

内
部
環
境

強み
a. 日本の得意なすり合わせ型開発により、各分野で比較的

高性能・高信頼で国際的にも不具合の少ない衛星シス
テムを長年提供して来た

b. 開発プログラムの中で必要性に紐づいた開発で技術力維
持向上を図る土台があった

c. 衛星・地上の役割や分担が明確で比較的既定のエコシス
テムが存在した

d. 通信ではSDS向けのETS-9のような実証開発プログラム
が少数だが機会あり

e. 国内に軌道上データセンタ構想を持つ、事業者が存在。

弱み
a. ハードウェアへの依存が強く衛星の信頼性が高い反面、S/Wによる高機能化や

軌道上機能拡充の波に遅れた。
b. 衛星事業の動機を持つグローバルIT・通信企業がなく、またESAのような多国

籍機関に属さないため単独国予算での宇宙利用事業になっている
c. OSやファームが宇宙業界乃至は固有企業・固有プログラムでクローズし民生進

化を取り入れるリードに欠けた
d. 国内官需や輸出市場が小さくS/W標準化や生産性に関する投資動機に欠け

た
e. 新規SDS等に関する実証機会が少ない(革新3号機の失敗により、

SDS/SDR技術の軌道上実証が遅延)

外
部
環
境

機会
a. 観測や探査宇宙機、測位、防衛通信、安全保障など官

分野で多くの種類の衛星を国産化し、宇宙利用拡大につ
なげてきた。

b. 大学を中心とした小型衛星文化が日本ユニークな民間衛
星事業とエコシステムを形成して来た。

c. 欧米の中規模SDS通信衛星は製品化で躓き

脅威
a. 海外企業(欧米・中国)が開発したSDS衛星及びコンステレーションの海外導

入による官需への提供機会の縮小
b. 逆に海外企業(欧米・中国)によるCOTS・SDS対応の衛星競争力格差により、

海外市場の衛星レベル及び機器参入機会の縮小
c. 諸外国にSDS関連技術・デジタル技術を川下・川上両方から押さえられること

による安全保障・経済安全保障・宇宙製造事業・技術の縮小。国内には利
用事業のみ残る脅威

d. ESAでは次世代向け再生中継、B5G/6Gへの取組を加速
e. LEO衛星での衛星-携帯直接通信の流れ
f. 観測衛星のデータ処理のニーズ動向は、軌道上データセンタ、衛星間光通信

ネットワーク網の開発状況からの影響を受ける可能性がある。

3.1.1 SDS/SDR/SDP SWOT分析

本年度のアップデートを受けて、昨年度のSWOT分析より赤字部分を更新。
技術項目リストは3.1.2項で併せて検討。
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3.3 衛星電気システム基盤技術の調査分析

3.4 衛星機械システム基盤技術の調査分析

3.5 コンステレーション構築等に必要な技術

3.6 定常・動向分析

3.7 適時調査・事実確認 
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Executive Summary

1.動向
➢ 各企業はLEOでは先端の産業用デバイスにRHBD(設計によるCOTSの耐放射線強化)を適用。
➢ オンボードエッジ処理の実装やアプリケーションの柔軟性等が大きなトレンド、今後も進展が大きいものと推察。

2.大手・NewSpace、欧米での動き
➢ 欧米では各新興企業(Spire等)や大手のLockheed MartinもLEOではRHBDによる評価が定まりきつつ

あるXilinx (AMD)のMPSoC Zinq(生産ライン等産業用、ManyコアMPU/GPU/VPU /Secureモ
ジュール/メモリ/高速IO等を一体化、ヘテロジニアスと呼ばれる)を採用。

➢ 欧米は宇宙用ハイエンド品も開発継続しており、宇宙・民生ハイブリッド化も含め3方向でオンボード化で進展。
➢ 米国では産官学33機関連携組織SHREC(Center for Space, High-Performance, and Resilient 

Computing)で宇宙用開発及び産業用RHBDを実施。LockheedはSHRECで開発したCPU（ARM 
Cortex A9、Xinix Zinq）をPWSAのTransportレーヤで採用(3月Tranche0打上予定)。

➢ 欧州は最近EU域内だけではなく米国・イスラエルへも並行して投資。(EU域内⇒西側内へ拡大、欧米接近)
➢ 競争領域はこういった産官学によるデバイス開発競争を既に一周完了し、地上のIT・NW・産業ライン制御レベ

ルの高度なアプリケーションをいかに柔軟でかつ高信頼性で実装できるかに移行。LEOでの活用中心

3.国内外強み弱み分析    強み弱み
➢ 日本は今まで宇宙用ロバストH/Wとその上に載る専用S/Wで多種ミッションの成功を重ねてきた。  ⇒強み
➢ 宇宙のあらゆるで領域でミッション性能向上が最も重要  

そのためには産業用先端H/W・S/Wを中心に宇宙用ロバストH/Wで監視したり、RHBDを蓄積し、性能は産業
用、耐環境性や信頼度は宇宙用を実現していく必要がある。 ⇒弱み
➢ 従ってRHBDの産官学蓄積と共有化、実証プログラムの充実、実用へ適用する動機づくりが未開拓   ⇒弱み

22

3.1.2 オンボード処理 令和4年度調査
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Executive Summary ： 大手のデバイス戦略

1. 宇宙用MPUの高性能化開発を継続 
例：GR765（CAES[米/元Sweden Geisler・Cobham]）

２．産業用ARMを宇宙用へ転用。 GNSS機能も実装。

例：DAHLIA Airbus/TAS/STMicro/CNES/ESA

産業用や車載ARMのエコシステム
３．ハイブリッドコンピューティング。

例： TAS MPSoC(宇宙用FPGAが民生を監視)
Airbus (宇宙用ASICが民生CPUを監視)

1. 大手の産業用ベースの宇宙コンピューティング取り組み
Lockheed 高性能化のためARMコアベースのXilinx ZynqをPWSAに採用
①米国の産官学33機関連携組織SHREC(Center for Space,High-Performance, 

and Resilient Computing)で開発、Transportレーヤ衛星に採用。今年打上げ予定。 

②Seakr社(Raytheon傘下)も同様に産業用ARMのマルチコアプロセッサと複数のGPUを

組み合わせ、DARPAのBlackJackの実証衛星二機で実証。

2. 大手の宇宙用コンピューティング開発
①BAE社は宇宙用RAD5500シリーズ(IBM)でFPGA機能、他IP、I/O、アナログ機能

(AFE)を混載しMPSoCチップ化。数千MIPSクラスのミッションコンピュータとして製品化。

➢ 産官学開発⇒LM50
➢ Xilinx Zynq-7020プロセッサ。
➢ Artix-7系FPGA＋デュアルコア

のARM Cortex A9 CPUの
SoC

FA制御

車載
制御

ロボティクス

CT等医療

欧州 DAHLIA 
ARM CortexR52(4コア)

米国の次世代動向

欧州の次世代動向

https://markets.businessinsider.com/news/stocks/seakr-mandrake-i-delivers-
success-for-darpa-blackjack-on-orbit-tech-demonstration-1030421203

Transportレーヤ 
Lockheed

Airbus

3.1.2 オンボード処理 令和4年度調査
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Executive Summary ： AWSの動向

3. 小型衛星搭載のUnibapシステム(ARMコア)上で自社のML・AI・IoT実証中
➢ 衛星は輸送サービスプロバイダのD-Orbit社のSCV004を使用、Unibap社のiX5-100
➢ 雲や山火事等自然オブジェクトと、建物や船などの人口的オブジェクトをAWSの

AIおよびML処理で迅速かつ自動的に識別。地上顧客も自身IPを適用可能。
➢ AWSのオープンエッジソースであるIoT GreenGrassを実証

1. AWS社(Amazon Web Service社)の従来衛星ビジネスモデルはタイムライン的地上局とクラウド提供
AWS宇宙部門は、衛星事業者がユーザであり、地上局やクラウドサーバ環境をDigitalGlobe、BlackSky、Spire、
Capella Space、Open Cosmos、HawkEye 360等に提供。地上局・運用SW・D/B・観測データ処理・記録

2. 一方、昨年ISSでクラウド端末稼働し(2022)、地上と同水準のクラウドの宇宙展開を開始
➢ AWSクラウドサービス用のエッジコンピューティングデバイス「Snowcone」をISSに搬入し地球から操作(※1)。
➢ 傘下のML Solutions Lab（AWSの機械学習専門家と顧客を結びつけ、機械学習活用コンサルティングを行う

AWSサービス (※2)）はAxiom社と協力して、Nikon製カメラで観測した写真を処理するMLモデルを開発。これ
らの画像データをISSに保存し、Snowconeで処理(※2)。 ※1:https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN240CY0U2A620C2000000/

※2:https://www.codexa.net/aws-ml-solutions-lab/

D-Orbit社の小型衛星
SCV004(バスを提供)

Unibap社のiX5-100 
Space Cloud 

infrastructure computer
ARMマルチコア

②地上クラウドを宇宙に拡大⇒サービス実証

①局＋観測クラウド⇒装置事業

③衛星搭載クラウド環境の提供

④最終的事業戦略は？

3.1.2 オンボード処理 令和4年度調査
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令和5年度アップデート

➢ 数多くのプレイヤーが従来の宇宙用計算機より数桁上の性能を実現できる宇宙用計算機を開発。そのうち、いくつか
は軌道上実績を獲得。使用されているデバイスは、Ramon.Spaceの自社開発デバイス例を除くと、ほとんどが
COTSとなるNVIDIA社製 Jetsonシリーズ、AMD社製 Ryzen V1000, Zynq MPSoC, Intel社製 Myradを
活用した計算機となる。 (3.3.1.2参照)

➢ 高性能な宇宙用計算機が実現しつつあることから、従来の「非力な計算機上で如何に性能を出すかというSW開
発」から、「如何に効率的にSWを開発するか」にSW開発技術の焦点が変わってきている。(3.3.1.1③)

➢ オンボード処理に欠かせないデバイスとして、デジタル処理デバイスの調査を実施。昨今のオンボード処理では、従来
の宇宙用CPUの数桁上の性能を有する演算量を要求されてきており、デバイスとしてはSEU等をある程度許容しつ
つ最先端のCOTSを活用する流れが確認された。これら最先端のCOTSはデバイスの開発費が数1000億にも達し
てきており、同等性能の宇宙専用デバイスを開発することは困難と考えると、高信頼性用途向けにおいても、高性能
なCOTSと高信頼性デバイスを組み合わせたHybridな計算機開発が加速されると想定される。(3.3.1.3.1 参照)

➢ 高信頼性宇宙用デジタル処理デバイスとしては、欧州のNG-Ultra/Ultra-7, 米国のHPSC等開発が進んでいる
(3.3.1.3.1 参照)

➢ オンボード処理に欠かせないデバイスとして、メモリの調査を実施。メモリ分野においても近年、宇宙用デバイスの急速
な性能向上が確認される一方、高性能なオンボード処理を実現できる宇宙用国産メモリはなく、海外メモリに依存し
ていることが確認された。(3.3.1.3.2 参照)

3.1.2 オンボード処理
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プラス要因 マイナス要因

内
部
環
境

強み
a. 通信(RF衛星間・APAA・再生中継等・光)・測位・

観測(光学・SAR・気象)・宇宙機HTV・惑星探査
機等で信頼性の高い多種類のミッションを近年まで
成功させて来た

b. バス姿勢系・電源/熱/充放電制御などH/Wと
S/Wを組み合わせた高い制御精度・高機能なシス
テムを各利用で保有

c. FDIRや観測・テレコマデータ処理、自律的航法など
自律・自動運用のモチベーションと蓄積が豊富、衛
星を故障からプロテクトする技術の実績がある

弱み
a. 通信・観測とも単品大型＋低リスク開発が第一優先、高信頼性

と新規性の両立のハードルが高い。
b. CPU開発・FPGA開発の間隔が空き、海外と比較して低リソース

の国産デバイスによる高度化導入に近年格差
c. 上記オンボード処理のための産業デバイスの耐放射線設計のデー

タベースが産官学に分散し、日本企業の共通基盤として整備され
ていない

d. 経済安全保障や宇宙産業維持発展のための部品・計算機戦略
やロードマップが産官学で共有化されていない

e. 高信頼性宇宙用デバイスと高性能COTS品を組み合わせた
Hybrid計算機に関する欧米との技術格差

f. 高度なオンボード処理に必要なメモリデバイスが海外依存

外
部
環
境

機会
a. 民間利用や喫緊の防災・国防など宇宙利用拡大

が進み、ミッションオンボード処理への量的・質的要
求が高まっている

b. コンステレーションや軌道上作業・ロボティクス、探査
機、シスルナ圏宇宙機、ローバーなどオンボード処理
に依存するミッションが近年増えており技術進化の機
会が豊富

脅威
a. 諸外国(欧米・中国)の確立されたオンボード処理高度化・衛星

SW化・低コスト化攻勢による国産技術基盤の弱体化、宇宙製
造業が利用事業のみになる産業・技術立国としての脅威

b. 諸外国にオンボード処理技術を押さえられることによる国防・経済
安全保障の利用面の進化や技術的飛躍機械逸失の脅威

c. 欧米での高信頼性宇宙用デジタルデバイスの開発が進捗

3.1.2 オンボード処理 SWOT分析 

本年度のアップデートを受けて、昨年度のSWOT分析より赤字部分を更新。
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3.1.2 オンボード処理開発技術項目リスト

本年度のアップデートを受けて、昨年度の開発技術項目リストより赤字部分を更新。

大分類 小分類 技術項目

オンボードコンピューティン
グ・SDS

情報処理デバイス
(部品レベル)

➢ 宇宙用情報処理デバイス技術・メモリー
➢ 産業用情報処理デバイスの耐放射線技術

(CPU周辺回路技術・スクラビング等)
➢ 次世代通信用高速デバイス

ミッション計算機システム
(VBNやテレメトリのAI監視等、バス計算
機においても性能向上が必要)

➢ 計算機システム(ミッション用または統合化)
➢ 産業用ベース計算機システム(ハイブリッド含む)
➢ 通信DPP(デジタルペイロードプロセッサ

ソフトウェアアーキテクチャ ➢ ヘテロジニアス計算機に対応したソフトウェアアーキテクチャ
➢ クラウドベース・アジャイル開発やOSS活用も可能なソフト

ウェアアーキテクチャ
➢ オープンクローズ戦略を明確化した上での業界内での標

準化、及び、エコシステムの確立

アプリケーション ➢ 観測高次処理の実装技術
光学補正・SAR画像化・対象抽出・差分抽出等

➢ スペースNW制御や測位オンボード処理技術
衛星間NW制御、測位信号やRF再構成、電波情報収
集等

➢ 高機能なオンボードエッジ処理
AI/MLの活用

➢ B5G向けの通信技術
再生中継、D2D等

➢ オンボードでの観測運用計画立案
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➢従来の衛星運用は単機衛星の打上から初期のチェックアウトそして実運用に多くの人員が24時間対応している。

➢数10機の同時打上や数100機以上の実運用となるLEOコンステレーションは周回衛星であることもあり、短い可視
時間(常時⇒10分)での運用や1機当たり数10ビームの通信系のユーザトラッキング、観測運用等、衛星数の上で大
規模の運用負荷となり、自律化機能前提にしても人手の地上運用の最小化はコスト上重要。

➢Oneweb現世代は一軌道面の運用(49機)を三名三交代×12チーム(軌道面)で実施とのこと(Interview)。

⇒それでも単純計算で36名であり、運用コストと負荷は大きいと推察。

＜エグゼクティブサマリ＞
• 観測衛星事業においてはタスキングやデータ伝送のための地上通信NWシステムは重要であるが、設備のCAPEXを抑

制することも重要であり、観測衛星事業と既存地上局をクラウドで結び付け提供するNW提供型ビジネスが多く出現

• コンステレーションシステムの衛星機数が数10機程度を超えてくると、衛星側は自動化自律化機能を実装するものの、
地上における運用省力化の重要性が増してくる。

• 同時打上げ数の増加と地上局数の制約から、軌道投入時にすべての衛星と通信することができないため、数10機の
衛星の初期チェックアウトをオンボードで衛星が自動的に実施することも行われている。地上局-衛星間の通信は従
来通り1対1通信でありここも多数機打上や運用では自動化の動機になっている。

• ミッションの観点では、バージョンの異なる多くの衛星が軌道や可視時TT&C動作、観測・通信ミッション運用、観測
ポィンティグなどを常時異なる動作を行うため、コンステレーションのシミュレーション技術（⇒デジタルツイン的運用）
の重要性が増しており、今までよりシミュレーションの重要性が増している。

• 但しコンステレーション衛星の運用技術の観点では、総じて大きく運用システムを変更するのではなく、従来の衛星運用
の延長で課題が生じた場合に逐次対処している傾向がある。

• 一方これに衛星間通信を搭載して宇宙メッシュ通信が出現すると運用の複雑さは、より増すため、衛星への自動化
運用機能の要求も大きく高度化する（衛星間通信制御、衛星間追尾、多くの衛星の軌道伝搬等）

3.1.3 運用の効率化 令和4年度調査 Executive Summary
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令和5年
アップ
デート

✓観測分野にてオンボードでの観測運用の自律化の開発が実証レベルで進む。(3.3.1.1③参照)
✓誘導制御分野にて、欧米でのAutonomyの向上を実現するカギとなるV&V技術へ顕著な取り組み(3.3.2.1③)
✓ SDS衛星での運用効率化の1要素となるオンボードSW更新に対するStarlinkでの取組(3.5参照)

強み

弱み

日
本
の
現
状

多数機運用の動機 (赤字が令和五年を受けての更新部分)
✓左記の通り単数機乃至は複数機でも既存のオンボード自動化機能と地上運用をベースに考えているため、数10機

規模のコンステレーション運用に関する効率的運用方策検討が未定と思われる。
✓国内ではオンボードでの撮像運用自律化、コンステレーション衛星での効率的なSW更新技術等への取組が見受け

られない。
✓運用効率化を進める際に鍵となる自律化に対する検証技術への企業をまたいだ取組が見受けられない。

創成期からの実績
✓ 初期の宇宙開発プログラムから搭載系は自動化・自律化の動機が強く実績も豊富。
✓ 国内でもCloudベースの地上局を提供したり、大規模衛星事業者の空いている地上局をI/FするGround as a 

service的な事業も出現
✓ 複数機観測衛星事業者ではクラウドを用いて伝送設備やストレージのコスト削減を図る動きもみられる。

3.1.3 運用の効率化 
令和4年度分析＋令和5年度アップデート

令和4年
海外動向

分析

✓既存地上局をクラウドで結び付け提供するNW提供型ビジネスが多く出現
✓数10機程度を超えると運用省力化の重要性が増す。海外では初期チェックアウト(Planet社)やAIによる軌道維持

(AIKO社)等をオンボードで自動的に実施する例も出現。
✓現状の自動化レベルはECSSのLEVEL3「イベント単位での自律か運用をオンボード機能で可能」までがほとんど。

LEVEL4「ミッションとしての目標を設定しそれに向けてオンボードで実行」には達していないものの、LEVEL3のオン
ボードと地上運用支援で多数機運用効率化を進めている。

令和4年
日本動向

✓官需：短期運用～数機程度の複数機運用を考慮すると、従来実績を重視しドラスティックな変革は少ない。
✓商用：国内商用衛星運用では24H/7D前提であったが、従来ベースの改善にて対応は可能であった。
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3.1.3 運用の効率化 技術項目リスト

本年度のアップデートを受けて、昨年度の開発技術項目リストより赤字部分を更新。

大分類 技術項目

運用の効率化 ➢ ML/AI等の開発環境を提供するクラウドベースの事業との連携
➢ 多数機軌道維持アルゴリズムの開発
➢ 通信分野でのML/AIを用いた移動体通信NWのトラフィック予測と制御
➢ 観測分野でのエッジ処理による観測データ処理の高速化
➢ セキュリティを確保したオンボードソフトウェアの効率的なアップデート方法
➢ 観測分野でのオンボードでの観測運用立案による観測計画の効率化
➢ 非定常運用を対象とした運用の自律化
➢ 自律化の進展に伴い必要となるV&V技術
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独自OS

独自アプリ

独自ミドルウェア

独自OS

独自アプリ

独自ミドルウェア

汎用マルチコアMPSoC＋FPGA＋GPU搭載
ヘテロジニアス計算機

標準ハイパーバイザ

標準OS 独自OS

標準ミドルウェア

標準アプリ 独自アプリ

独自ミドルウェア

宇宙専用
CPUボード

独自OS

独自ミドルウェア

独自アプリ

耐放射線強化
汎用CPUボード

汎用OS

汎用ミドルウェア

独自アプリ

宇宙専用
CPUボード

OSレス
独自アプリ

メーカA メーカB ミッション

◼ 耐放射線化された宇宙専用CPUを搭載
したメーカ独自のCPUボード

◼ 高信頼性RTOS含めた専用ソフトウェア
◼ ミッションではVxWorks等組込OSを使用
◼ メーカ・ミッション毎の専用アプリSW
◼ 再利用性が低い独自SWを多用

宇宙専用CPU HR5000S
©JAXA

RAD6000 CPUボード
©Lockheed Martin 

◼ 汎用CPUコアを搭載したMPSoCや書換可
能FPGA、GPUを搭載したCOTS計算機

◼ Linux等をベースとした汎用RTOS
◼ 放射線対策は計算機レベルで実施
◼ 最新の民生AI/MLアプリ（OSS）を活用
◼ 再利用性が高い標準SWを多用

COTSヘテロジニアス計算器
©Unibap

オンボード処理技術の発展（3.2項）に伴い、搭載されるソフトウェアのアーキテクチャも変化

3.1.4 SWアーキテクチャ 令和4年度調査 Executive Summary
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令和5年
アップ
デート

✓ オンボードでのSW処理の範囲が広がるにつれて、SW開発の効率化という観点が重要視されてきている。それに従い
欧米各社がSWのフレームワーク、ツールボックス、ECOシステムの開発を進めており、実際に活用されつつある。

強み

弱み

日
本
の
現
状

(赤字が令和五年を受けての更新部分)
✓ クラウドベースの衛星搭載ソフトウェア開発経験の不足
✓ アジャイル型の衛星搭載ソフトウェア開発経験の不足
✓最新のAI/MLを用意に実装できるOSSの活用経験も不足
✓刷新PJでの取組はあるものの、海外での開発、実用化のスピードは速く、更なる加速が必要な状況。

✓ 従来型計算機の耐放射線性向上技術は保有。
✓ 高信頼性ソフトウェアの開発実績は豊富。

3.1.4 SWアーキテクチャ
令和4年度分析＋令和5年度アップデート

令和4年
海外動向

分析

<米国>
ロッキードマーチンは、ソフトウェア開発プラットフォームとしてSpaceCloudとHiveStar呼ばれるコンセプトを推進
✓SpaceCloudはDevSecOps設備としてミッションアプリケーション開発のための信頼できるプラットフォームを提供
✓HiveStarは、自動的に衛星コンステレーションにタスクを効果的に分配
<その他、欧米新興企業>
COTS品プロセッサを活用した新興メーカが台頭し、新たなソフトウェアアーキテクチャを提案
✓AI/ML等を活用できるアプリケーション開発環境を提供し、宇宙関係メーカ以外の参入障壁を排除して市場を拡大
✓AWSと連携して地上と同様のクラウドベースでの開発環境を提供

令和4年
日本動向

<JAXA>刷新プロジェクトで軌道上エッジコンピューティングを使った新たなサービスアーキテクチャを検討中
✓軌道上における高度な衛星利用サービス実現に向けたハイエンドヘテロジニアス計算機
✓ハイエンドヘテロジニアス搭載計算機を用いた高度な衛星利用サービス
✓上記に必要なソフトウェアプラットフォームコンセプト構築・実証を推進中

※技術開発項目リストは3.1.2項にあわせて記載
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(Executive Summary)

（１）【新しいニーズ】 推進系はGEO/MEO/LEOとも運用軌道への移動や軌道維持だけではなくコ

ンステレーション変更やLEO群のEOLでのReorbit(離脱)、機動性を要する軌道上サービス、シスルナ

圏や重力天体での離着陸などで、従来と異なる多くの機能要求が顕在化し、先進的な開発が進めら

れ宇宙機競争力の源泉になっている。

（２）【新しい中規模推力電気推進】 電気推進だけでなく、従来小型向けであったMEP、FEEP

も数10mN/1500s-2500sの中型向け開発も進められ、実用レベルの開発が非常に活発。

（３）【低毒性推薬のエンジン：グリーンエンジン】 小型衛星は、ライドシェアの利用・射場作業短縮

化のためヒドラジン系（毒劇物）の化学燃料から非毒劇物燃料（コールドグリーン、水分解スラス

タ）への置換えに向けた動向が進むが、主な適用先は小型のライドシェア打上。中型以上への適用

は、寿命/性能/コストの改善がキー。

MEP (Magnetogradient Electrostatic Plasma:HETより低圧で低コスト、HET同等性能 例：BALL社/USAF)
FEEP(Enpulsion社、電界放出型電気推進)

3.1.5 衛星推進システム 令和4年度調査 Executive Summary
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(Executive Summary)

（４）【小型衛星推進パッケージ】 小型衛星では、化学推進系（コールドグリーン、モノ、水分解反応、

固体モータ）、電気推進系（全ヨウ素、ハイブリッドエレクトロスタティック、エレクトロスプレー）、水蒸気

熱電推進系等、各規模の企業で多くの種類の開発と実用化が進行中、実証例も多い。Cube/小型

（～数百kg)は「スループット仕様(～数千Ns)や推力（数mN)、比推力（100s～）で、性能要

求は低い代わりに、推進系も1U～2U程度にパッケージ化した衛星へのアッタッチメント・パッケージ型の

低コストモジュール化が進んでいる。

（５）【新しいニーズに対応する推進系】 更に、軌道維持・変更マヌーバでのIsp（燃費）と作業時

の機動性（推力）を兼ねそろえたハイブリッドエンジンや重力天体への離着陸に必要な高推力エンジ

ンも重要である。

（６）【調達性の課題】 昨今のロシア情勢により、ホールスラスタは実績豊富で比較的安価な露

Fakel社SPTシリーズから欧米製（Safran社やAstra社）への置換えが進められており、最新状況とし

て仏製のSafran社からの調達性は悪化（2022年夏期時点でL/Tは2年以上）。 同様にTi材であ

るタンクや特殊金属の耐熱性スラスタも価格・納期が増大している。

また電気推進の推薬である希ガスのXe高騰、更に代替推薬Krの今後の高騰も考える必要がある。

3.1.5 衛星推進システム 令和4年度調査 Executive Summary
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3.1.5 衛星推進システム 令和5年度調査 (ESA動向)

萌芽的な推進系の技術調査として、ESAのIP-CCIのワークショップ2023の技術トピックを調査。ESAでは以下に示すトピッ
クに関して中期的な開発・実証の議論を進めていることが確認された。なお日本においても核反応等を除き、ほとんどのトピッ
クは研究が進んでいることを確認。

技術トピック 概要 日本での開発例

High Efficiency Atmospheric-Breathing Electric 
Propulsion

吸気口より収集される大気ガスを推進剤とする電気推進。VLEO等での
利用が想定される。

JAXA

Advanced Airbreathing Propulsion 酸化剤を大気より吸気する推進系。人工衛星用途ではない。

Rotating and Pulse Detonation Propulsion 回転/パルス デトネーション(超音速で燃焼が進む)エンジン技術 JAXA

Water Prpulsion 推進剤として無害で入手が容易な水を用いた推進系 Pale Blue社
2023/3/3 軌道上実証

Long Term Storability and Hydrogen Peroxide 無毒推進系の酸化剤候補となる過酸化水素を長期保存する技術 JAXA PulCheR

Innovative Aerodynamic Surfaces 革新的な空気力学的な表面。人工衛星用途ではない。

Long-term In-space Cryogenic Propulsion and ISRU
Propellants

極低温推進剤長期保存技術、及び、現場資源利用（ISRU)推進系技術 名古屋大学

Space Tethers 帯電テザーと地磁気、太陽風等との相互作用により、推力を得る技術 BULL社

Beamed Energy Propulsion レーザー/マイクロ波等のビームを外部から供給する推進系 東京大学

Nuclear Electric Propulsion 核反応を利用して発電し、電気推進スラスタ―により推力を得る技術 NA

Nuclear Thermal Propulsion 核反応の熱エネルギーにより直接推力を得る技術 NA

Metallic Propellant for Chemical Propulsion 現地資源として存在する金属を推進剤として用いる技術。 NA

Advanced High Altitude Platform Systems HAPS用の推進システム技術。人工衛星用途ではない。

Innovative Propulsion on Non-Terrestrial Bodies 非地球天体上での推進系システム技術。人工衛星用途ではない。

IP-CCI(Innovative Propulsion-Cross Cutting Initiative):ESA 主体の推進系の画期的な技術に関心のある特定のトピックに焦点を当て、横断
的な議論を進める研究開発活動。IP-CCIのワークショップが2023年は2023/6/28~30でオランダ ESTECにて開催された。ワークショップはESA域内の
みの参加ではあるが、公開されているプログラム（参照：IP-CCI イベントHP)より技術トピックの調査を実施した。

https://jaxa.repo.nii.ac.jp/record/47659/files/SA6000160086.pdf
https://cosmos.isas.jaxa.jp/ja/the-worlds-first-space-flight-for-the-rotating-detonation-engine-and-a-glimpse-at-a-new-sample-return-capsule-ja/
https://pale-blue.co.jp/jpn/
https://www.kenkai.jaxa.jp/research/pastres/pulcher.html
http://akagi.nuae.nagoya-u.ac.jp/research/cryo/
https://aerospacebiz.jaxa.jp/solution/j-sparc/projects/bull/
http://www.al.t.u-tokyo.ac.jp/index.html
https://indico.esa.int/event/441/
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3.1.5 衛星推進システム 令和5年度調査 （NASA動向）

萌芽的な推進系の技術調査として、NASA STMDにて現在、開発中の推進系開発PJに関して調査を実施した。 

TX01.4, TX01.Xでは将来的なシスルナ・惑星間の移動のための核熱推進の研究が進められている。

ID 分類
実行中PJ数

現在の
TRL

1 2 3 4 5 6計

TX01.1 化学推進 7 1 7 1 16
TX01.2 電気推進 1 17 2 1 1 22
TX01.4 先進推進 3 2 5
TX01.X その他 推進系 1

LN PJ名 分類 PJ期間 TRL 概要

1 Beamed Microwave Energy Propulsion Leveraging Lunar 
Resources and Dual-Use Infrastructure Systems

TX1.4.3 2022~
2026

2->3 月資源を活用した月からの宇宙船打ち上げを可能とする推進系と
なりうるビームマイクロ波エネルギー推進 (BMEP) システムの開発。

2 In-Space Manufacturing, Assembly, and Repair Technologies 
for Space Structures (I-SMART)

Primary 
TX12.1
Cross
TX01.4

2023~
2024

2->3 表面浸食、外部からの衝撃による損傷、および/または層間剥離を
受けたカーボン-カーボンおよびセラミックマトリックス複合材料の宇
宙空間での高温修復および再生技術の開発。

3 Ultrahigh-Temperature Material Property Testing Above 
2000C in Vacuum and Hot Hydrogen, Phase II

TX01.4.3 2022~
2024

3->6 超高温真空および大気条件における NTP(核熱反応推進系) 材料

の機械的評価が可能なシステムを調達、組み立て、校正、実証を
行う。

4 Diffractive Solar Sailing TX01.4.1 2022~
2024

3->4 太陽光の反射ではなく、回折を用いたソーラーセイルの開発。これ
によりより小さなセイル、より複雑でない誘導、ナビゲーション、およ
び姿勢制御スキーム、低減された電力、および非回転バス等が実
現可能。

5 Knudsen-Pump-Based Propulsion for Atmospheric and 
Martian Exploration

TX01.4.3 2020~
2024

2->3 火星や中間圏のような希薄な大気での飛行を可能とする推進系の
開発。

6 Space Nuclear Propulsion(SNP) TX01.X 2020~
2024

4->7 核熱推進のための高性能核燃料の開発と評価、および飛行実証
での検証のためのシステムの設計。
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LN PJ名 分類 PJ期間 TRL 概要

1 Particle Impact Simulation and Ignition Prediction TX01.1.1 2023~
2024

6->7 化学推進系の燃焼に関する粒子動作のシミュレータツールの開発。

2 A Reduced gravity Chilldown and Transfer Investigation using 
Cryogens (ARCTIC)

TX01.1.1
TX01.2

2021~
2024

4->6 微小重力での極低温推進剤の流体輸送に関する調査

3 Green Propellant Zero-G Control Methods TX01.1.3 2022~
2025

4->6 標準的な高排出ガス推進剤の代わりに、より再生可能で毒性の低
い推進剤を使用する推進系の開発。そのため、新しい推進剤のタ
ンク壁や弁などの周辺での微小重力下での非線形な挙動を調査
する。

4 High Performance Pump-fed Transfer Stage for Venture Class 
Cislunar & Deep Space Missions, Phase II

TX01.1.2 2022~
2024

4->5 Virgin OrbitのLauncherOneやABLのRS-1などの小型打ち上げ機を

使用して、月星や深宇宙（火星ランデブーなど）への専用ミッション
を可能にする、低コスト、コンパクト、高性能の転送ステージの開発
と実証。転送ステージはマイクロポンプと非毒性推進剤を組み合わ
せて高密度比推力を実現する推進系を有する。

5 Demonstration of Multiphase Microfluidics for Chemical 
Analysis Systems

TX01.1 2021~
2024

4->6 毛細管駆動上の多相流体の評価を行うための実験装置の開発。

6 Development of cryogenic propellant storage tank inner 
surface coating for elimination of cryogen boiloff in reduced 
gravity

TX01.1.3 2021~
2024

4->5 減重力下での極低温推進剤のボイルオフを排除するための極低
温推進剤貯蔵タンク内面コーティングの開発。さまざまなコーティン
グ材料と表面仕上げの組み合わせの評価を実施する。

7 Investigation to Determine Rotational Stability of On-Orbit 
Propellant Storage and Transfer Systems Undergoing 
Operational Fuel Transfer Scenarios Testing

TX01.1.1 2011~
2024

4->6 軌道上での推進剤の貯蔵および輸送技術の開発

8 Lightweight, Hybrid Screen-Channel Device for Advanced 
Cryogenic Fluid Management

TX01.1.3 2021~
2024

4->6 排出効率を改善するために燃料タンク内の残留液体の位置を最適
化するように設計された液体捕捉装置の開発・評価

STMDにて現在ActiveなTX01.1(科学推進)関連のTRL4~6の開発PJを調査。

機器レベルのようなまとまった開発ではなく、シミュレータの開発等要素技術レベルに分解して開発を進めている。

3.1.5 衛星推進システム 令和5年度調査 （NASA動向）
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LN PJ名 分類 PJ期間 TRL 概要

1 Propellant Mass Gauging in Microgravity with Electrical 
Capacitance Tomography

TX01.2.1 2021~
2024

4->6 打ち上げロケットや宇宙船の推進薬タンクの質量測定精度が向上
すると、不確実性、残差、必要なマージンが減少し、リスクが軽減さ
れ、パフォーマンスが向上します。電気容量トモグラフィー (ECT) を
使用した微小重力下での推進剤質量測定実験は、ECT がすべての

充填レベルでより優れた質量測定精度を可能にするかどうかを判
断することを目的としている。

2 Solar Electric Propulsion (SEP) TX01.2.2 2014~
2028

4->9 太陽光発電推進プロジェクトは、電力および推進要素 (PPE) を含む、
人間/ロボット探査および商業宇宙飛行ミッションに適用可能な、先
進的な 12 kW 磁気シールド EP ホール スラスターを開発し、認定す
る。Aerojet Rocketdyne とスラスターの設計および製造を契約した
このプロジェクトの下で行われる作業では、環境認定試験と 23,000 
時間の寿命認定試験を通じて 2 つの認定スラスタを製造および試

験を実施する。この技術により、火星への貨物輸送などの長期ミッ
ションで高出力電気推進システムの使用が可能となる。

3 High Current Plasma Cathode for Efficient Space Propulsion, 
Phase II

TX01.2.2 2022~
2024

5->8 イオン化および中和用の大電流(> 100 A) プラズマ放電カソード電
極の開発。

4 A Reduced gravity Chilldown and Transfer Investigation using 
Cryogens (ARCTIC)

TX01.1.1
TX01.2

2021~
2024

4->6 微小重力での極低温推進剤の流体輸送に関する調査
(TX01側の再掲)

STMDにて現在ActiveなTX01.2(電気推進) 関連のTRL4~6の開発PJを調査。

STMDの開発では、実用化レベルに近いものとしてはホールスラスタの高性能化の実証が進められている。

3.1.5 衛星推進システム 令和5年度調査 （NASA動向）
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米英でのHET共同開発等、大きな動向があったPulsar Fusion社について調査を実施した。

20kW級、Ar対応のHETと製品情報上は記載あり、開発状況は不明なものの今後注視が必要。

3.1.5 衛星推進システム 令和5年度調査 （その他動向）

HET製品概要 1.5kW HET 5kW HET 20kW

方式 ホールスラスタ ホールスラスタ ホールスラスタ

燃料 Ar, Kr, Xe Ar, Kr, Xe Ar, Kr, Xe

酸化剤 ー ー ー

比推力 1725sec 2000~2600sec 2025-2700sec

推力 100mN 295~325mN 1010mN

質量 4.75kg 12.4kg 43kg

サイズ 94x94x114.5 mm 144x144x117 189x189x127mm

Total Impulse 7.2MNs (20000Hrs) 23MNs(20000HRs) 72MNs(20000Hrs)

効率 50% 50% 50%

電圧 350V 300-600V 450-600V

電流 4.25A 6-16A 14-18.2A

外観

出典：Pulsar Fusion

Pulsar Fusion 社概要
➢ 2011年に設立した、イギリス拠点の企業
➢ 核融合技術を用いた推進系やハイブリッドエンジンと併せて、電気推進システムの提供を行う。
➢ 2023/8/16 UKSAより米国のミシガン大学とのHET共同開発（ ￡ 20M)が発表された (出典：Spacewatch)

https://pulsarfusion.com/products-development/electric-propulsion/?
https://spacewatch.global/2023/08/uksa-announces-us-uk-space-propulsion-research-partnership/
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推進系 強み 弱み 備考

内
部
環
境

グリーン推進 ・MHI社のスラスタは開発済みであ
り、軌道上実績あり。
・IA社のスラスタは開発済み。低価
格化への取組、モジュール販売あり。

・海外と比べ、採用機会が少なく、軌
道上実績が少ない。

・他の推進システムと比べて寿命が短
く、適用範囲が限定的。

軌道上実績
あり

水を推薬とする方式 ・水という安全、調達性に優れた推
進剤の採用であり、環境に優しい。
・他の推進系システムと比べて安価。
・PaleBlue社のスラスタが軌道上で
実証実績あり。

・他の推進系と比べて採用機会が少な
く、軌道上実績が少ない。

開発中→

軌道上実績
あり

ホールスラスタシステム ・官民に研究者/有識者が多い。

・海外調達実績もあり、関連する搭
載性技術も保有。

・海外勢に比べて開発が遅れている。

・実績を積む機会が少なく、搭載機会
も限定的
・使用する部品は海外調達が多い。

開発中

イオンエンジンシステム ・数mN級スラスタははやぶさでフラ
イト実績あり。
・25mN級スラスタはETS-8,SLATSでフ
ライト実績あり。
・官民に研究者/有識者が多い。

・他の推進系に比べて高価

・海外勢に比べて実績を積む機会が
少なく、搭載機会も限定的
・ETS-8/SLATSのイオンエンジンは製造
困難な状況

軌道上実績
あり

その他の推進系 ESA等で進めている新しい推進系に

関して、核反応等を除けば研究機関
等にて開発を実施。

核反応を活用した推進系に関しては、
開発が見受けられない。

本年度のアップデートを受けて、昨年度のSWOT分析より赤字部分を更新。
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推進系 強み 弱み 備考

外
部
環
境

グリーン推進 ・環境志向の高まり(従来の化学推
進系に比べて取り扱いが容易)

・水を推薬とする方式、1液化学推進
系との競合
・推進系の追加搭載による価格上昇

小型衛星向
け

水を推薬とする方式 ・環境志向の高まり(従来の化学推

進系に比べて取り扱いが容易、推
進剤の入手性もよい)

・推進系の追加搭載による価格上昇 CubeSat向け

ホールスラスタシステム ・ペイロード搭載質量の増加により
高性能な電気推進システムの採用
増加
・衛星側ΔV増加傾向もあり、電気推
進システムの採用増加

・海外競合メーカの高品質。低コスト化
(露Fackel, 仏Safran, 米Astra他実績が
豊富な海外競合が多数、新興のPulsar 
Fusion等の出現)
・希ガス(Xe)の入手性悪化 (海外メー
カーは代替材料(Kr,Ar)への対応を進
めている。)

小型衛星～
大型衛星向
け

イオンエンジンシステム ・ペイロード搭載質量の増加により
高性能な電気推進システムの採用
増加
・衛星側ΔV増加傾向もあり、電気推
進システムの採用増加

・低価格電気推進(ホールスラスタシス
テム等)の台頭
・希ガス(Xe)の入手性悪化 

惑星探査、
大型静止衛
星

その他の推進系 VLEO・シスルナ・惑星間等の新たな
推進系に対するニーズの高まり。

欧米は核反応を活用した推進系の開
発を進めている。

本年度のアップデートを受けて、昨年度のSWOT分析より赤字部分を更新。

3.1.5 衛星推進システム 日本の強み・弱み分析(2/2)
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本年度のアップデートを受けて、昨年度の開発技術項目リストより赤字部分を更新。

大分類 技術項目

推進系 ➢ 電気推進：軽量、低コスト化、代替推薬への対応
➢ 化学推進：低毒性推進、水推進
➢ 推薬タンク：Ti（タンク素材）の入手性悪化に対する代替品開発
➢ 電気/化学の長所を使い分けられるマルチモード推進系
➢ VLEO向けエアーブリージング推進系
➢ シスルナ・惑星間等で有力な技術と想定されている核エネルギーを活用した推進系

に関しては、日本として開発する必要がないか検討の必要あり。

3.1.5 衛星推進システム 開発技術項目リスト
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3.4 衛星機械システム基盤技術の調査分析
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3.2 衛星開発のライフサイクルにおけるデジタル開発技術調査分析

3.2.1 デジタル開発技術調査

調査を実施したデジタル開発技術の項目と、各項目が衛星開発ライフサイクル、および、衛星/他分野のどの領域に
対応するかを以下の図に示す。

衛星開発
ライフサイクル

衛星分野 他分野

設計

製造

試験

運用

3.2.1.3 生産性向上のための設計技術

3.2.1.1 MBSE/MBD調査(1/2)

3.4.2.1.1 Additive Manufacturing調査

3.2.1.1 MBSE/MBD調査(2/2)

3.2.1.2 AIを活用した設計技術調査

3.5.1.1 コンステレーショ
ン衛星の開発・試験手法

3.2.1.6
他分野DX
事例調査

3.5.1.2 コンステレーショ
ン衛星の運用技術

3.2.1.4 他分野
 製造・試験 技術

3.2.1.5

衛星分野
デジタル
開発技術
事例調査

デジタル開発技術を含めて該当項番にて調査
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生成AIを活用した技術等、個別工程の大幅な設計効率化を実現する技術の出現により、

今後は製品ライフサイクル全体に関わり、各工程間の効率化に寄与する技術がより重要となる。

個別工程の大幅な設計効率化技術の出現

設計効率に大きく関わるため、
該当設計技術を使いこなすことは

必要

該当設計工程は従来必要であった
専門的な知識・ノウハウを持つ技術者への
依存度が低下し、コモディティ化するため、

該当設計工程の製品競争力への影響は低下
今後このような設計工程は増加見込み。

設計の1工程ではなく、製品ライフサイクル全体に
関わり、各工程間の効率化に寄与する

技術の重要度が高まる

※他分野製造・試験 技術の調査結果は

製造分野では、自動化によって効果がで
る部分にはすでに十分使いこなし技術が進
展し、該当工程単体の製品競争力影響が
小さいため、設計と同様に工程間の効率化
が重要になっていると考えられる。

3.2 衛星開発のライフサイクルにおけるデジタル開発技術調査分析

3.2.1 デジタル開発技術調査 まとめ
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システム全体の複雑化、個別工程の高度化に伴い、ライフサイクル全体に関わり工程間をつなぐ技術が重要化

ライフサイク
ル全体の
工程間を

つなぐ技術

特定工程
効率化
技術

【設計】
設計したモデルからSW/FPGAのソースコードを自動生成するMBD-AC(Model Base 

Design Auto Coding)やAIを活用した新しい設計技術等、大幅に特定工程の設計効率を
向上させる技術が出現。普及が進んでいる。
【生産】
生産現場としては、従来より改善活動等にて生産フェーズの各工程の効率化は進んでいる。

そのため、特定の工程に特化した設備・技術導入を行っても、少量多品種の生産工場では大
きな効果は出しにくい傾向がある。

➢ コンステレーション化等による衛星システムの複雑化、サプライチェーンの複雑化等の衛星ラ
イフサイクル全体が複雑化する一方、設計/生産/試験の各工程の高度化が進んでいること
から、ライフサイクル全体の各工程間をつなぐ技術の重要度が上がっている。

トレンド

全体トレンド

【設計】
仕様ーシステム設計ーサブシステム設計及びその検証を繋ぐシステム設計の効率化技術とし

てMBSEの適用が、他産業、海外宇宙分野で進む。日本としても JAXA刷新PJ DX研究会と
して、開発を実施中。
【生産】
設計-生産間や生産の各工程間、ベンダー間等のやり取りを円滑に進めるため、設計・生産

データを一元的に管理・活用する技術(PLM等)により、生産性を上げる事例が衛星分野と近
いFA/医療機器等の少量多品種の他業界において顕著。日本においてもNewSpace中心に、
設計・製造分業化の流れがあり、ベンダー間での情報共有の仕組み等はより重要となる見込み。

3.2 衛星開発のライフサイクルにおけるデジタル開発技術調査分析

3.2.1 デジタル開発技術調査 まとめ



50

23-002-R-013
目次

3 調査内容詳細

3.1 令和4年度技術項目にかかる最新動向の調査分析

3.2 衛星開発のライフサイクルにおけるデジタル開発技術調査分析

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.1 MBSE/MBD調査

3.2.1.2 AIを活用した設計技術調査

3.2.1.3 生産性向上のための設計技術調査

3.2.1.4 他分野 製造・試験技術調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査

3.2.2 強み・弱み分析

3.2.3 戦略・研究開発計画の検討

3.3 衛星電気システム基盤技術の調査分析

3.4 衛星機械システム基盤技術の調査分析

3.5 コンステレーション構築等に必要な技術

3.6 定常・動向分析

3.7 適時調査・事実確認 



51

23-002-R-013

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.1 MBSE/MBD調査

3.2.1.1 MBSE/MBD調査
⓪  MBSE/MBD概要

① まとめ

② 民生分野MBSE

③ 衛星分野MBSE 

④ MBD



52

23-002-R-013

【MBD : Model-Based Design】 → SEとは目的が異なる

モデルを用いたシミュレーション → 迅速なプロトタイピングや検証・妥当性確認
• MBDは、開発サイクル(V字モデル)を支援するために、複雑な構造や膨大なソフトウェアコードを使用するのではなく、ビルディングブロッ

クを前提とした高度な機能特性を持つモデルを定義し、このモデルを用いたシミュレーションにより、迅速なプロトタイピング、ソフトウェア
のテスト、および検証を行うことである。

MBSEの特性とは？
 横断的な適用による効果が高く、複雑なシステム、サプライチェーン多様化等の実現に期待

→ 文書からモデルへの「デジタル化」だけでなく「トランスフォーメーション」も考慮が必要か

*1:International Council on Systems Engineering

ASTEC見解
【SE：Systems Engineering】

システム思考により「真の問題」を解決するアプローチ(「改善」からの変革) → 複雑なシステムの実現
• 複雑なシステムをライフサイクルにわたっていかに設計、統合、管理するかに焦点をあてた知識体系であり、システム思考の原則を利用す

る。最小限のコストと時間で高品質のアウトプットを達成するための反復的な活動(改善)に焦点を当てている製造プロセスとは異なり、
発見的なプロセスでとして、解決すべき真の問題を特定し、リスク発生確率、および影響の大きさ考慮できるプロセスにより、真の問題を
解決するための複雑なシステムの開発を実現する。

【MBSE : Model-Based Systems Engineering】

SEにおける情報伝達手段を文書からモデルへ → 再利用可能で効率化+(実証・検証機会の増加)

• INCOSE*1 によるとMBSEは、概念設計段階から始まり、開発全体を通じて継続される、システム要件、設計、分析、検証、検
証活動をサポートするためのモデリングアプリケーションです。すなわち、ドキュメントベースの情報伝達ではなく、情報伝達の主要な手
段としてのモデル作成と活用に焦点を当てたSEへの技術的アプローチである。

• ESA Technology Strategy : モデルは開発、再利用が可能で、文書からモデルへの移行により、宇宙プロジェクトはより効率
的なものになる。これは「完全なデジタル化とMBSEへの移行は、軌道上での実証と検証の機会を増大させる重要なイネーブラと
なる」と考えている。(複雑化により文書だけでは管理が難しい → システムのアーキテクチャ設計、構築戦略を定義し、サブシステム
を横断的に統合、システム全体の検証と妥当性確認が必要であり、有益なソフトウェアツールを使うための基礎となりうる)

出典) SE, MBSE1, MBSE2, MBD

親和性高い

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

⓪ MBSE/MBD概要

https://en.wikipedia.org/wiki/Systems_engineering
https://en.wikipedia.org/wiki/Model-based_design
https://www.esa.int/Enabling_Support/Preparing_for_the_Future/Discovery_and_Preparation/Model-based_system_engineering
https://en.wikipedia.org/wiki/Model-based_design
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①MBSEの主な対象領域

②MBDの主な対象領域

出典)モデルベースシステムズエンジニアリング 導入の手引き/情報処理推進機構に加え、ASTEC分析結果を追記

MBDの強み(物理レイヤ―のモデル化)
(1)妥当性確認の早期化
(2)製造・単体検証の効率化
(3)V&Vプロセスの効率化

MBSEの強み(論理レイヤ―のモデル化)
(1)システムに必要な機能の抽出
(2)要求管理・性能割り付け
(3)開発通したトレーサビリティ

◆ 開発プロセスにおけるMBSE/MBDの主な対象範囲

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

⓪ MBSE/MBD概要

https://www.ipa.go.jp/archive/files/000033609.pdf
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➢ MBSE:世界的に普及が進む。日本衛星分野もDX研究会を通じ取り組みを進めているが本格適用はこれから。

➢ MBD:日本衛星分野でも活用が進む。FPGA向けのAutoCodingのQAについては今後の課題か。

海外

衛星分野民生分野

【MBSE】
✓ 米：NASAのMIAMIやBoeing/ Lockheed 

Martinの取り組み例のように積極的に推進
✓ 欧：ESA,TAS,Airbus,OHBでのMB4SEの取り組

み等、官民一体となって推進。
【MBD】
✓ 数学モデル活用による設計段階での各種解析作業

手法は既に浸透
✓ AutoCodingに対するQA確保等を目的に、ESAでは

HandBook制定を進めている。

【MBSE】
✓ DX研究会にて、普及に向けた取り組みを実施中であ

るが、実PJへの本格的な適用はこれからの状況。
【MBD】
✓ 数学モデル活用による設計段階での各種解析作業

手法は既に浸透。
✓ AutoCodingによる効率化も採用報告例などあり。

SWに関しては開発標準も制定。FPGA向けのQA方
法等は各社の取り組みに依存している状況。

【MBSE】
✓ INCOSE:2025年までにすべてのシステムズエンジニア

リングがモデルベースになると予測。今日の大きな問題
は「なぜモデル化する必要があるのか」ではなく、「どのよ
うに効果的かつ効率的にモデル化するのか」。

【MBD】
✓ 早期プロトタイピング、V&V(MILS、SILS,HILS)等の

効果から普及が進む。
✓ AutoCoding技術による更なる効率化

【MBSE・MBD】
✓ 自動車：業界コンソーシアム JAMBE、および、

JMAABを通じて普及を促進。
✓ 航空機：業界コンソーシアム MBACを通じて普及を

促進。日本

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

① まとめ
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➢ INCOSE(The International Council On Systems Engineering)は、1990年に設立されたシステムエンジニ
アリングの非営利な国際組織。18,000人のメンバー、120の企業メンバとシステムエンジニアリング関連の組織では世
界最大規模。

➢ 2014年に発表したINCOSE Vision 2025にて10年後のVisionを以下の通り掲げた。
・「2025年までに全てのシステムズエンジニアリングがモデルベースになる」と予想
・「今日の大きな課題は「なぜモデル化する必要があるのか」ではなく、「どのように効果的かつ効率的にモデル化するか」」

➢ 2022年に発表したINCOSE Vision 2035においても、モデルベースはデジタルツイン等の活用によりさらに効率的なシ
ステム設計が可能となる主流な手法になると予想されている。

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

②民生分野MBSE 世界：INCOSEの動向

出典：INCOSE VISION2035



56

23-002-R-013

➢ 日本の自動車業界ではJAMBE/JMAABの二つの業界コンソーシアムがMBSE/MBDのガイドラインの制定や標準モデ
ルの作成等を通じて、普及をすすめている。

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

②民生分野MBSE 日本：自動車業界の動向

JAMBE制定ガイドライン例
出典：JAMBE

JAMBE

➢ JAMBE:Japan Automotive Model-Based Engineering center
➢ 2015年より、経済産業省主導で活動していた「自動車産業におけるモデル利用の在り方に関する研究会」

の活動を引き継ぎ2021年7月に任意団体として発足。2023年4月より一般社団法人化。
➢ 参加企業は完成車メーカーに加えて、Tier1/Tier2メーカー。
➢ 事業は【MBD普及促進】、 【モデル流通促進】、【共通課題解決領域の拡大】でありMBSE/MBDに関する

各種ガイドラインの制定や、ジェネリックモデルの配布等を実施している。

JMAAB

➢ JMAAB:Japan MBD Automotive Advisory Board
➢ 2001年に設立されたMBDの推進活動を行っているMATLABユーザー会。
➢ MATLABツールベンダーであるMathworks社が事務局となり、完成車メーカー、Tier1/Tier2メーカー25社を

コアメンバーとして活動している。
➢ Mathworks社のツールSystem Composer/MATLAB/Simlink を活用したMBSE/MBDの普及活動を実施してお

り、同ツールに絞った形で各種ガイドライン、モデルの標準化等を進めている。

JMAAB活動WG例
出典：JMAAB

https://www.jambe.jp/system/download
https://www.cybernet.co.jp/event/mbdchubu/documents/pdf/am1-1.pdf
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3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

②民生分野MBSE 日本：航空機業界の動向

MBAC主要な取り組み
出典：MathWorks

MBAC

➢ MBAC:Mode Based Aviation development Consortium
➢ 2020年設立、自動車のJMAABと同様にMathwork社が事務局となり、主にSystem Composer/ MATLAB/ 

Simlink等のツールに絞った形でMBSE/MBDの各種がガイドライン、モデルの標準化を進めている。 
➢ メンバ企業は、2023年5月時点でコアメンバ企業(IHI,SUBARU,東京計器,日本航空電子工業,三菱重工

業)を含む13社(団体)が参加。
➢ コアメンバに機体メーカーだけでなく、装備品メーカも参加しているのが特徴。
➢ MBAC設立の主要目的は以下の二点

① 個社ではなく、日本として欧米との競争に打ち勝つ
② 益々複雑化するシステムの設計効率・品質を向上させる

➢ 日本の航空機業界では業界コンソーシアムとなるMBACがMBSE/MBDのガイドラインの制定や標準モデルの作成等を
通じて、普及をすすめている。

https://www.mathworks.com/solutions/mbac.html
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➢ MIAMI(元MBSE Pathfinder)：2016-2020年に実施したNASAのMBSE推進活動

➢ 上記取り組みのL&Lを元に2029年に向けた将来ビジョンおよび戦略を”Future Model-based Systems 
Engineering Vision and Strategy Bridge”2021年に策定

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

③衛星分野 MBSE 世界(米国)：NASAの取り組み

MIAMI

• MIAMI:MBSE Infusion And Modernization Initiative
• 2016年にMBSE Pathfinderとして開始し、2020年の5年間で200名以上参加したMBSE推進活動
• 5年間の活動の中で主目的が”Can We?” -> “Why?” -> “Infusion” and “Direction”に進化
• 活動の主要L&Lは以下の通り。

• 目的をもって、問題を解決するために実行する。
• ゆっくり着実に物事を進める。
• 大胆で献身的なリーダーを見つけ、彼らに権限と資源を与える。
• 新しい考え方と新しい方法で問題を見る。
• MBSEに関わる全ての関係者とMBSEに対応した関係を構築 or 再構築する必要がある。

将来ビジョン
• NASAが2029年に前例のないミッションを遂行するためのNASAのシステムエンジニア、及び、デジタルマシ

ンのあるべき姿、及び、そこに至るための戦略について記載。

NASAのMBSE取り組みスケジュール
出典： Future Model-based Systems Engineering Vision and Strategy Bridge

https://ntrs.nasa.gov/api/citations/20210014025/downloads/TM-20210014025.pdf
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➢ 2005年より、MBSEツールとプロセス開発の取り組みをスタートさせた。

➢ 2016年より、Boeing 2ndCentury Enterprise Systems(2CES)なるBoeing全体のDXの取り組みの
一環として、MBSEを全社展開。

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

③衛星分野 MBSE 世界(米国)：Boeingの取り組み

BoeingのMBSE開発の主な特徴は以下の通り。
• フレームワークはCameo Enterprise Architectureをベースとしつつ、自社のプロセスにあうよう追加部分を開発。
• MBSE開発チームは以下の2チーム体制 (実際のプロジェクト以外にMBSEプロセスの専属開発チームがいる)

①エンジニアリングチーム：能力定義、リリース、テスト、プログラム実施主体へのサポート、トレーニングを実施
②ITチーム：ツールの開発・整備、MBSE物理インフラの管理を実施

• MBSE開発チームの活動はアジャイル開発をベースに解発を実施。

BoeingのMBSEフレームワークとアジャイルプロセスの概念図
出典：Deploying MBSE to the Boeing Enterprise – A Fresh Perspective

https://gpdisonline.com/wp-content/uploads/2019/09/Boeing-Mahmood-DeployingMbseToTheBoeingE-MBSE-Open.pdf
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➢ ESAでは”ESA Technology Strategy”にて、MBSEを軌道上実証・検証の機会増大のための主要イネーブ
ラーとし、普及に取り組んでいる。

➢ ESAは、産業界共同の導入・標準化を進めるワーキンググループの運営から、先端的技術への資金提供、およ
び、実プロジェクトへの適用と幅広い取り組みを行っている。

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

③衛星分野 MBSE 世界(欧州)：ESAの取り組み

標準化

• MB4SE は、MBSEのプロセスやツールに関する調整を促進するための官民共同のプラットフォーム。
• 宇宙機関(ESA, CNES,DLA等)と衛星プライム(Airbus, TAS, OHB)等からなるMB4SEアドバイザリーグループが

議論を主導する形で、2021年より活動を行っている。
• サブワーキングとなるOSMoSE(Overall Semantic Modelling for System Engineering)にて、宇宙機器用の

Ontology等の標準化を進めている。

先端技術
開発

• ESAの萌芽的技術を募集するプラットフォーム OSIP( Open Space Innovation Platform) にて、MBSE関連技
術のキャンペーンを実施。

• 計24件のプロジェクトに資金提供が行われた。

実プロジェク
トへの適用

• ESAでは、 Euclid, Plato, Ariel, ClearSpace-1, TRUTHS, the European Large Logistics Lander, Mars Sample 
Return and Galileo 等複数のミッションでMBSEを適用(次ページ参照)。

• 特にEuclidは2012年より開発が行われており、ESAの科学ミッションでのMBSEのテンプレートとなっている。

出典：ESA

MB4SEロゴ OSMoSEロゴ

OSIPにて資金提供されたMBSE関連プロジェクト例
•MBSE2DL: MBSEデータレイクの構築と分析プラットフォームの開発
•MBSE4AI: 人工知能を用いたMBSEの自動化と最適化
•MBSE4CPS: サイバーフィジカルシステムのためのMBSEフレームワークの開発
•MBSE4DM: データマイニングを用いたMBSEの品質評価と改善
•MBSE4EO: 地球観測システムのためのMBSE手法の開発
•MBSE4ML: 機械学習を用いたMBSEモデルの生成と検証

https://www.esa.int/Enabling_Support/Preparing_for_the_Future/Discovery_and_Preparation/Model-based_system_engineering
https://mb4se.esa.int/MB4SE_Home.html
https://mb4se.esa.int/OSMOSE_Main.html
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➢ ESAでのミッションへのMBSE適用状況：2012年より開発を開始したEuclidがパイロットミッションと呼ばれているが、本開
発が完了後に他PJに展開という形ではなく、完了前から他PJでの適用が始まっている。各フェーズでの有効性が確認でき
たら、そのフェーズには適用する等の運用が考えられる。

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

③衛星分野 MBSE 世界(欧州)：ESAの取り組み

出典：ESA

https://www.esa.int/Enabling_Support/Preparing_for_the_Future/Discovery_and_Preparation/Model-based_system_engineering
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➢ MOFLT:Mission & Operational Analysis, Functional, Logical, and Technical Architectures 
に着目したMBSEのフレームワークを活用

➢ 数多くのESAミッションにてMBSEは適用済み

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

③衛星分野 MBSE 世界(欧州)：Airbusの取り組み

MOFLT概要
出典：MB4SE2021

・OPS－SAT:ESAのオープンソースナノサテライトミッション。MBSEにてリバースエンジニアリングを実施。

・EnVision:ESAの金星探査ミッション。ミッション、システムアーキテクチャ設計にMBSEを活用。

・MSR-ERO：NASA/ESA共同での火星からのサンプルリターンミッション。

適用ミッ
ション例

・MBSEの効率を最大化するためには、単一のモデルを上流から下流まで使えるようにすることが重要。

・システム初期検討からMBSEを使用することが重要。

MSR-
EROでの

L&L

https://indico.esa.int/event/386/contributions/6227/attachments/4269/6448/1145%20-%20MBSE%20on%20MSR%20ERO%20a%20use%20case.pdf
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➢ OHBはAirbus/TAS等と比べて、MBSEへの取り組みは後発であったが、実プロジェクトへの適用を開始。

➢ 最初のプロジェクトでは従来手法とMBSEを独立に実施。コスト面では当然悪化するものの、初めて適用するPJ
のリスク低減、及び、MBSEの効果の測定という点ではメリットがあり、日本でも一つの手法として検討価値あり。

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

③衛星分野 MBSE 世界(欧州) ：OHBの取り組み

出典：MB4SE 2022

適用
ミッション

• QKD PILOT PROJECTの初期検討フェーズに適用
• 従来ベースのシステム設計とMBSEによるシステム設計を並行・独立に実施
• MBSEとしては、Requirement/Operation/Function/Logic/Physic解析をミッション、衛星、サブシステム、コン

ポーネントのレベルで実施。

適用PJスケジュール

適用メソドロジ

L&L

• MBSEを使用することで、各項目についてより詳細に検討を行えた結果、従来手法では識別できなかった
要求項目を識別することができた。(複雑なシステムの検討にはMBSEはやはり有効)

• MBSEを実施するためには、設計者に教育が必要(OHBでは1週間程度の教育が必要であった）
• 従来手法とMBSEをHybridで実施することは重複も多く非効率であるため、試行という形でなければプロ

ジェクト毎に採用・非採用を明確に決めて進めるのがよい。

https://indico.esa.int/event/407/contributions/7362/attachments/4772/7814/1200%20-%20Presentation%20-%20Systems%20Engineering%20%E2%80%93%20Classical%20vs.%20Model%20Based%20Approach%20and%20First%20Lessons%20Learned.PDF
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➢ ESA主催のMBSEに関するワークショップ MBSE2023は今回で第4回目の開催。ADCSS2023の一部分として開催された。

➢ MBSE 2023への参加者は130人。今回はワークショップには参加せず、後日公開された資料から実施内容の調査を実施。

➢ 今年度のテーマは“reducing the gap between model-based systems engineering and domain-specific 
model-based approaches” (システム、各サブシステム等の各ドメインでのモデル間のギャップにESAも課題感を感じている)

➢ 今年度は上記テーマに沿った5つの議題に関してWorld Cafe形式でワークショップが実施された。

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

③衛星分野 MBSE 世界(欧州) ：MBSE 2023

議題 内容 ワークショップでの主な意見

Integration of software in model-
based systems engineering

SWの世界でのMBSE(ここではMBSwE)と
人工衛星システム等のMBSE(MBSyE)の
ギャップを埋めるための意見交換。

MBSwE,MBSyE双方項のコミュニケー
ションが重要。DevOps等のSW技術の
取込みも重要。

Digital continuity between 
Systems Engineering and on-
board software

MBSEをオンボードSW開発の効率化につな
げるためにはどのようにすればよいのかについて
意見交換。

カスタマイズされたビュー／意味論的レ
ビュー／尋問／会話型AIの使用／長
期アクセス等が重要

Model-based engineering data 
hub architecture: centralised
versus decentralized – what are 
the pros and cons? Are there 
alternatives?

様々なドメインで活用可能なモデルのデータ
ハブを実現することは可能か、仮にあった場合
どのようなメリットがあるかに関して、意見交換。

データハブの実現には、構造的なオント
ロジーの定義が重要。モデルの不確定
性、不完全性、制約等をどのように取り
扱うのかの観点も必要。

SysML version 2, is it the 
catalyst to improve digital 
engineering?

SysML 2.0に関して、ユーザ/ツールベンダー
/コンサル・学術界それぞれの観点からの
SWOTに関して意見交換。

・採用に向けては慎重な戦略が必要。
・一方で恐れすぎてもいけない。
・移行に対するガイドライン、トレーニング
が必要。

Can artificial intelligence and 
machine learning help to link 
data across domains?

複数のドメインのモデルをリンクさせていく際に、
従来手作業が必要であった部分にAI/MLを
活用することは有効か？

モデル間のリンクについては共通の理解
はなく、多くの問題はあるが、AIは必ずそ
の実現に有効。



65

23-002-R-013

➢ 衛星DX研究会 テーマA “デジタルモデルによる組織間インタフェースの改善” にて、衛星メーカ含めてMBSEに
関するガイドライン制定、インタフェースの標準化等を目標にMBSE普及活動を推進

➢ 革新的衛星技術実証3/4号機の小型実証衛星3/4号機等パイロットプログラムにてMBSE実証を進めている。

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

③衛星分野 MBSE(日本)：JAXAの取り組み

衛星DX研究会テーマAの目指す姿
出典：JAXA

衛星DX
研究会
テーマA

以下を目的・目標とし、日本の衛星メーカー・サービス事業者と共に共同研究を実施中。
• モデルの一元管理方と、取り扱うモデルのイメージを合わせる。
• それぞれのありたい姿と実現を阻むハードルへの解決方法を議論し、以下に取り組んでいる。

• モデル構築時のガイドラインの制定、インタフェースの標準化
• モデル開示範囲の取り決め(必要な情報の共有⇔ノウハウ流出防止の観点)
• モデル作成・共有のためのツールのデータベース化(+選定指針)

パイロット
プログラム

実証

• 革新的衛星技術実証3号機の小型実証衛星3号機
開発企業と共同でSysMLを使用したMBSE実証に取り組み。従来の自然言語記述ベースの開発と並行して、
モデル化を実践。

• 技術試験衛星9号機
ホールスラスタ周辺のFailure Mode AnalysisにMBSEを適用。号機

革新3号機モデリング例
出典：JAXA

https://www.kenkai.jaxa.jp/research/sasshin/dx.html
https://www.aero.jaxa.jp/spsite/rensai/column/33.html


66

23-002-R-013

➢ ESAの進める標準化への取り組みSAVOIR(Space Avionics Open Interface Architecture)内のワー
キンググループの一つ、AutoCoding Working Groupにて、AutoCodingを用いた開発の標準化・QA確保
のため、HandBook制定を実施している。

➢ 2部構成で第一編は開発検証フローの定義等一般的な手法について記載。

➢ 第2編は、MathWorks社のツールに特化して、モデルの定義方法のガイドライン等を記載

ハンドブックに定義されたAOCS SWの開発検証フロー
出典：15th ADCSS

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

④MBD 欧州衛星分野での取り組み例

https://indico.esa.int/event/393/contributions/6514/attachments/4474/6750/0940%20-%20AUTOCODE%20working%20group%20%28automatic%20code%20generation%20for%20AOCSGNC%20SW%29.pdf
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➢ ESAの標準化の動きに対応したツールベンダーの活動も見受けられる。

➢ 標準、ツールベンダー、ユーザーの連携した活動が普及には必要。

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

④MBD 欧州衛星分野での取り組み例

出典：EDHPC2023 MathWorks発表

➢ EDHPC2023にてMBDツールのデファクトスタンダードである
Matlab/SimulinkのベンダーであるMathWorksが、ESAの
ASIC/FPGA開発標準であるECSS-E-ST-20-40C DIR1に
従った、Matlab/Simulinkを活用したMBD開発フロー例を報告

➢ 標準にて規定された各フェーズでのアクティビティとそれに対応した
MBD設計の中での作業例をツールベンダーがリファレンスとして示
すことで、ユーザーの規格活用が進み、ユーザーの設計品質向上
につながると推察される。

全体フローの整理
各フェーズでのアクティビティ概要

https://indico.esa.int/event/445/contributions/8467/attachments/5447/9399/EDHPC_PAPER_FINALPRESET.pptx
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◆ MATLAB2023の事例：衛星は他業界に比して対象領域も広く先進的な取り組みが見受けられる

⇒ 日本の衛星 : 「業界標準」と「適用範囲拡大」による効果の向上が重要か

パワーエレクトロニクス
制御

(東芝インフラシステムズ株式会社)

自動車
(マツダ株式会社)

(名古屋大学/パーソルクロステクノロ
ジー株式会社)

衛星
(日本電気株式会社/NECスペーステ

クノロジー株式会社)

課題 取り組み

• 評価プラットフォームを技術アイディア毎に開発
• 技術評価に用いるモデル再現度のばらつき大

   → 信頼度の低下、工数の増加

• 技術分野を横断した共通プラットフォームを開発
(信頼度の高いモデルを共通利用)

→ 「(1)解析の確度を高める」に主眼

• 検証作業が開発後段に集中

   → 手戻りリスクが高くなっている
• 同一ではない類似製品の開発が多く、低コストで

多数導入できることが条件

• 汎用ボード＋SimulinkによるSWパッケージの活
用(設計者が関心領域に集中)

→ 「(3)V&Vプロセスの効率化」に主眼

• AUTOSAR AP(プラットフォーム)の導入コストが
高く日本において広く普及するに至っていない

   → SWにおける移植性や柔軟性の低下

• Simulinkを用いたオートコードを試行/動作確認

→ 「(2)製造・単体検証の短縮」に主眼

• 設計フェーズにおいて新規機能の計算負荷が簡易
的にしか見積もれない

• モデルベースとソースコードベースの検証・解析が存
在し製造プロセスを通じた品質管理の負荷大

   → 手戻りリスク増大、品質の低下

• デジタルとアナログが混在することで複雑性が増加、
妥当性検証の負荷大

  → V&Vプロセス負荷の増大

• オートコーディングを開発プロセスに取り入れ、設
計フェーズにおける確度の高い計算負荷見積りや
製造に必要な文書(IF文書等)を削減

→ 「(1)解析の確度を高める」、
「(2)製造・単体検証の短縮」に主眼

• アナログ部をモデル化して妥当性確認を実施
 (Simscape Electrical)

→ 「(3)V&Vプロセスの効率化」に主眼

【注記】
MatlabExpo2023発表をベースとした評価であり、 業界の全体の動向/評価ではない

MatlabExpo2023における事例

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

④MBD MATLAB EXPO 2023 JAPAN調査結果

https://www.matlabexpo.com/jp/2023/abstracts.html?expand=trackf&#sessionf4
https://www.matlabexpo.com/jp/2023/abstracts.html?expand=tracka&#sessiona3
https://www.matlabexpo.com/jp/2023/abstracts.html?expand=trackd&#sessiond5
https://www.matlabexpo.com/jp/2023/abstracts.html?expand=trackd&#sessiond5
https://www.matlabexpo.com/jp/2023/abstracts.html?expand=trackc&#sessionc4
https://www.matlabexpo.com/jp/2023/abstracts.html?expand=trackc&#sessionc4
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Agile Philosophyな開発
(短期間でPDCAをまわし価値を高める)

複雑度の高い衛星システムの開発
*ミッション高度化やSoftware Defined化やAI/MLの影響

[補足]
複雑度の増加は、中大型衛星だけでなく、小型衛星におい

てもシンプル化による短期開発のトレンドからSoftware 
Defined化による柔軟性向上、複雑度増加へのシフトは顕著

◆ 「標準プラットフォーム」・「教育/人材」による業界標準(協調領域)の形成に加え、「オートコーディング」
等により設計と試験/妥当性確認を連接する技術が衛星業界のトレンド追従には必要ではないか

両立

②製造・単体検証の効率化①妥当性確認の早期化 ③V&Vプロセスの効率化

衛星業界のトレンドを追従

[補足]
海外市場への対応を想定すると、引き続き変化の

早いニーズに如何に早く適応できるエコシステムを構築
できるかが重要

⚫ MBDの強み

標準プラットフォーム
✓ AUTOSARのように標準プラット

フォームの体系化により移植性・柔
軟性向上や解析の共通化が期待

 (参考事例 : AUTOSAR, JMAAB)

オートコーディング
✓ 設計と試験を整合性を持ってい連

携させるキー技術(ソースコードだけ
でなく図面との連接技術等も含む)

(参考事例 : OHB, TAS/Airbusにて
も競争領域として独自の取り組みあり)

教育/人材
✓ 数多く存在するデジタル技術と妥当

性検証プロセス(V&V)を連携させ
るためには多様な分野の専門家、
および関連技術の習熟機会が必要

(参考事例 : V&V Seminar, AICE)

⚫ 期待される技術/アクション
業界標準

適用範囲拡大 業界標準

適用範囲拡大

3.2.1 デジタル開発技術調査－3.2.1.1 MBSE/MBD調査

④MBD MATLAB EXPO 2023 JAPAN調査結果

https://www.skygroup.jp/software/mobility/autosar-vehicleos.html
https://jmaab.jp/
https://indico.esa.int/event/148/contributions/907/attachments/991/1181/2_ADCSS_Per_Bodin_Final_1.pdf
https://atpi.eventsair.com/gnc2023/final-programme
https://indico.esa.int/event/350/
https://www.aice.or.jp/
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3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.2 AIを活用した設計技術調査 ：まとめ

近年の生成AI等のAI技術の進展に伴い、AIを活用して設計効率を向上させる技術が急速に進んでいる。

➢ AI活用した設計技術は、従来と比べて大幅に設計効率を向上させる可能性がある。

➢ 一方、AI生成物は不備混入が原理的に起こりうるので、レビュー等の品質確保の仕組みと併せて導入が必要

LN 技術例 例 備考

1 AIによるソフトウェア設計支援 GitHub社 GitHub Copilot
Microsoft社 Intellicode 

2 AIによるPCB※1のパターン自動生成 Cadence社 Allegro X AI

3 AIによる解析メッシュ自動生成 インテグラル・テクノロジー社
FORTUNA8s

4 AIによる3D モデルの自動生成 アビスト社/Pluszero社

5 NASAでのAMへの生成AIの適用 Autodesk社

AIを活用した設計技術例

※1 PCB: Printed Circuit Board

補足：Cadence社へのヒアリング結果
➢ 設計ツールの三大トレンドはAI/ML, クラウド活用, 各設計工程間をつなぐプラットフォーム化
➢ 特にAI/MLを活用したツール開発は進んでおり(Cadence内でも上記含め4ツール)、また、顧客

の採用例も多い(半導体の配置配線ツールに関しては、半導体TOP20社のうち10社が採用）。
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3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.2 AIを活用した設計技術調査

AIによるソフトウェア設計支援 例：GitHub Copilot

ZOZOの導入事例においても、AI生成結果をそのまま使わず、通常設計時と同様にコードレビュー等が重要となる
旨の記述があり。平均して55%の設計効率化を実現

➢ 大規模言語モデル（ＬＬＭ）を使用し、自然言語での
指示に対して、ソースコードの提案が可能。

➢ ZOZOでの導入事例

 効果
➢ 使用した開発者の60-75%が開発満足度が向上したと回答

➢ 使用した開発者の73%が集中して作業ができ、87%が繰り返し作
業中の精神的疲労を軽減できたと回答

➢ 使用した開発者群が55%早くタスクを完了

 課題
➢ セキュリティ上の課題

学習データとして社外へ流出：for Businessプランの使用で対応可能
脆弱性の混入：そのままブラックボックスとしては使わない。レビューアによ
るコードレビュー等の実施が必要。  (通常設計時と変わらない)

➢ ライセンス侵害のリスク
学習データにはOSS(Open Source Software)が含まれているため、
提案ソースコードがOSSライセンスを侵害しているリスクがある。
→ Copilotの設定で、公開されたコードと一致する提案をブロックする対
応が可能。

➢ 費用対効果
ツールのライセンス費用が発生する。ZOZOの場合は試験導入での評
価により、効果の方が大きいと判断され正式導入が決定された。

自然言語によるAIへの指示

AIによる提案ソースコード生成

コード生成例：出典(Qiita)

https://github.com/features/copilot
https://techblog.zozo.com/entry/introducing_github_copilot#%E5%B0%8E%E5%85%A5%E3%81%99%E3%82%8B%E4%B8%8A%E3%81%A7%E3%81%AE%E8%AA%B2%E9%A1%8C
https://qiita.com/masakinihirota/items/0e58a6b921e4420a2882
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3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.2 AIを活用した設計技術調査

AIによるPCBパターン自動生成例：出典 Cadence社 Allegro X AI

AIにより電気的、熱的、機械的な制約を満たした 部品配置・電源/GND層の生成/クリティカル信号配線 を自動
生成することによって、人手以上の品質で、PCB設計期間を1/10以下に短縮

➢ PCB(Printed Circuit Board)設計は機器の高度化に
伴い、高密度実装化、信号の高速化、電源の大電流化
が進み、近年、設計複雑度が増加。

➢ PCB設計は、電気設計制約だけではなく、熱設計制約、
機械設計制約等の複数の制約を満たす最適解を見つけ
出す必要があり、複雑度増加と併せて設計期間の長期化
が製品開発期間に大きな影響を与えていた。

➢ Cadence社のAllegro X AIは、過去のPCB設計の学習
データを活用することにより、AIにより各種制約を満たした
・ 部品配置
・ 電源/GND層の生成
・ クリティカル信号の配線
を人手以上の品質で自動的に生成する設計ツール。

➢ 本製品により、PCB設計の所要時間を1/10以下に短縮
することが可能となる。

https://www.cadence.com/ja_JP/home/tools/pcb-design-and-analysis/allegro-x-ai.html
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3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.2 AIを活用した設計技術調査

AIによる解析メッシュ自動生成：出典インテグラル・テクノロジー株式会社 FORTUNA8s

AIにより3Dモデルの形状認識を行い、CAE解析(熱解析、構造解析等)のためのメッシュ生成を自動で実施すること
により、従来人手で10日かかっていた作業を15時間に短縮

➢ CAE解析(熱解析、構造解析)を実施するためには、3Dモ
デルより適切な解析メッシュを作成する必要がある。

➢ 解析メッシュは細かくすれば解析精度は上がるが、解析に
かかる時間が増加するというトレードオフの関係にある。特に
モデル形状によって、メッシュが荒くても解析精度の劣化が
少ない箇所、わずかでも荒くすると大きく解析精度が劣化
する箇所など存在する。そのため、従来はメッシュ作成は知
見を有した技術者のみが試行錯誤の時間をかけて実施す
る作業であった。

➢ 本ツールはAIによる3Dモデルの形状認識を行い、自動で
解析精度、解析時間を最適化した解析メッシュを自動で
生成する。 これにより、従来、知見を有した技術者で10
日必要としていた作業が15時間に短縮され、CAE解析に
かかる工数が大幅に削減することが可能となる。

出典：インテグラル・テクノロジー株式会社

https://ev-tech.jp/catalog/esi/esi2470004.html
https://ev-tech.jp/catalog/pdf/esi/esi2470004.pdf
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3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.2 AIを活用した設計技術調査

AIによる3D モデルの自動生成：出典アビスト社/Pluszero社

生成AIにより、品質チェックに適合した3D-CAD設計の初期案を自動生成することで、設計者の負担を低減

➢ アビスト社は主に自動車部品の3D-CADによる機械設
計・解析を実施する設計会社。

➢ アビスト社/Pluszero社は設計工程以降のテスト工程に
対して、AEI(Artificail Elastic Intelligence:特定の限
られた業務範囲に特化したAIでPluszero社独自の技術)
を用いて、自動化を進めてきた。

➢ 今回の事例は、後段のテスト工程が自動化されていること
から、初期モデルを生成AIで生成し、後段の自動テストと
のループを回すことにより、品質チェックに適合した3D-CAD
設計の初期案を自動生成することができるようになった。

➢ 自動生成された初期案をベースに設計者は検討をスタート
できることから、検討範囲を抑えた設計が行えるようになり、
設計者負担の軽減が実現できた。

➢ 一般に生成AIによる生成物には問題が含まれることがあり、
そのまま設計に用いることが難しいことに課題がある。本事
例は後段の自動テストと組み合わせることにより、実用が可
能になっていると推察(ASTEC考察)。 出典：アビスト社

https://www.abist.co.jp/image/20230614AI.pdf
https://www.abist.co.jp/image/20230614AI.pdf
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3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.2 AIを活用した設計技術調査

NASAでのAMへの生成AIの適用：出典Autodesk社 Fusion 360

生成AIによるAdditive manufacturing向けの構造最適化

➢ NASAでのAutodesk社の3D CADツールFusion 360
によるジェネレーティブデザインの適用事例

➢ Fusion 360では人間のエンジニアが最終的な構造体にか
かる荷重や宇宙空間で受ける力などの技術的要件を指定
する。その後、AIが多数の適合しそうなデザインを生成、有
限要素解析や製造性のシミュレーションを実行するループを
回すことにより、最適な設計解を得ることが可能となる。

➢ 本技術をEXCITE(EXplanet Climate Infrared 
TElescope)やMars Sample Return Mission等に適
用し、人手での設計と比べて、質量2/3程度の削減を実
現している。

➢ 構造解析の技術者は貴重な人材であるため、本技術を適
用することによって、設計効率を上げ、人手不足への対策
にもなるとNASAは考えている。

©NASA

EXCITEの望遠鏡支持構造

https://www.autodesk.com/jp/design-make/articles/nasa-evolved-structures-jp
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生産性向上のための設計技術として幅広く活用されているコンカレント設計の最近の動向を調査。
→ IoT/デジタルツインを活用し、コンカレント設計の生産性向上効果を最大化

設計 生産準備 生産従来

コンカレント
設計

設計

生産準備 生産

①②

①平行実施による
  短納期化

②生産性反映による
  生産性向上

コンカレント設計：
➢ 1980年代頃、自動車業界にて開発された設計、生産準備、生産等のプロセスをシリーズに実施するので

はなく、一部のプロセスを平行実施する設計手法。平行実施による工程前倒し効果だけでなく、設計完了
前に製造関連の検討を進め、生産性の観点を設計に反映することで、生産性向上効果も見込める。

➢ 設計完了前に製造関連の検討を進めるため、CAD/CAE等を活用した設計・生産部門間の情報共有が必須。
➢ 製造側からのフィードバックは製造着手前となるため、定性的な情報となることが多かったが、近年 IoTに

て収集した類似機種データやそれらを活用した工場デジタルツイン等により、定量的なフィードバックが可
能となり、生産性向上効果を増加させる例が増えつつある。

【前提】CAD/CAE等

による設計情報の
共有

【近年の動向】IoTによる

類似機種データ、工場デ
ジタルツイン等による定

量的なフィードバック

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.3 生産性向上のための設計技術調査
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富士通株式会社の事例：

仮想大部屋による設計部門、製造部門、品質保証部門合同レビューによるコンカレント設計の促進

➢ 仮想大部屋は富士通の提唱するデジタルモノづくりを支えるプラットフォーム「ＦＴＣＰ(Flexible Technical 
Computing Platform)」の一機能

➢ VR/AR技術による臨場感のあるレビューや、過去に蓄積された製品データ、クレーム情報等のデータの一

元管理を活用することにより、設計、製造、品証間の情報共有レベルが向上。コンカレント設計がより効率
的に進められるようになった。

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.3 生産性向上のための設計技術調査

出典：経済産業省 製造業DX取り組み事例集

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2019FY/000312.pdf
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オークマ株式会社の事例：

「IT Plaza」による

➢ IT Plaza：下記3つの軸を一つの生産システムに統合したもの
・設計から製造までデータを一気通貫させて行うコンカレント・エンジニアリング
・変動する生産計画への柔軟な対応のため生産管理情報をつなぐ生産効率の最大化
・日々生まれる技術・技能を蓄積・共有して活用するナレッジマネジメント

➢ 3Dバーチャモニタ：PC上の仮想機械で、正確な機械モデルと機械仕様を考慮したNC機能で実際の機械
さながらの動作を確認、3Dバーチャモニタで生産の垂直立ち上げを実現。コンカレント設計の効率最大化。

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.3 生産性向上のための設計技術調査

出典：経済産業省 製造業DX取り組み事例集

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2019FY/000312.pdf
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国内New Space各社の生産性向上のための取組：各社コア領域にリソースを集中し、それ以外の領域に
ついてはその領域を得意とする企業と分業することで生産性を向上させようとする取組が見受けられる。

分業を進めるにあたり、企業間での円滑な情報共有のためのデジタル技術の重要性がより高まると推察される。

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.3 生産性向上のための設計技術調査

NewSpace企業 取組例

Synspective 東京計器株式会社と小型SAR衛星の量産工場に向けたパートナーシップを締結し、量産に向けた
協議を開始。東京計器は新たにクリーンルームを備えた衛星組立棟を新設して、数年以内の量産
開始を目指す。
出典：2022.06.15 Synspectiveプレスリリース

AXELSPACE 近年の多様な衛星製造要求に迅速に対応するため、株式会社ミスミグループ本社及び由紀ホール
ディングス株式会社と「宇宙機製造アライアンス」構築に向け覚書を締結。宇宙機製造アライアンス
では、アライアンス参加社間において、例えば設計意図なども含めた情報共有（同時性、透明性、
双方向性）を図り、無用なマージンの排除、徹底的なDX化、他業種の製造業のノウハウ導入等
を積極的に進め、全体最適を図ることで、高品質・迅速な衛星製造を可能することを目指す。
出典：2022.04.26 AXELSPACEプレスリリース

QPS研究所 スカパーＪＳＡＴ株式会社と株式会社QPS研究所は、QPS研究所が開発する小型SAR衛星の
運用業務について協業を開始する契約を締結。30年以上の衛星運用実績のあるスカパーＪＳＡ
ＴがQPS研究所の小型SAR衛星の運用業務を担い協業することにより、日本企業発の衛星コン
ステレーションの早期実現を目指す。
出典：2023.07.18 スカパーJSATプレスリリース

株式会社QPS研究所は、東京海上日動火災保険株式会社と、衛星データを活用したサービス開
発に向けて協業を開始。
出典：2023.12.22 QPS研究所 プレスリリース

https://synspective.com/jp/press-release/2022/tokyo-keiki/
https://www.axelspace.com/ja/news/press_20220426/
https://www.skyperfectjsat.space/news/detail/qps_1.html
https://i-qps.net/news/1594/
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3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.4 他分野 製造・試験技術調査

3.2.1.4 他分野 製造・試験技術調査
① まとめ

② Lighthouses概要

③ Siemens Amberg工場 事例

④ GE 日野工場事例

⑤ 日立 大みか事業所事例
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3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.4 他分野 製造・試験技術調査 ①まとめ

➢ 他分野での優れた製造・試験技術例として、第四次産業革命を推進しているとして、Lighthouseに認定され
ている工場のうち、少量多品種の高付加価値工業製品を取り扱う向上を3例抽出し調査を実施

➢ 一元管理されたデータ(設計データ、IoT取得データ等）を部門間で共有し、データをツールとして各工程間(設
計-生産、生産の工程間含む）の生産性向上を実現している例が多い。

➢ 1工程に特化した生産性向上(最新設備の導入等）に関しては効果が限定的。

調査工場 工場立地 製品 概要

Siemens 
Amberg工場

ドイツ FA製品 ➢PLMによるデータ一元管理と、一元管理したデータを活用した
デジタルツインの活用による生産性向上
➢生産性向上にやみくもな最新設備導入・自動化は不要

GE 
日野工場

日本 X線CT装置等
の医療機器

➢作業者に負荷をかけないデータ測定、そこからの工程間を含
む知見抽出・最適化により生産性を向上
➢生産性向上にやみくもな最新設備導入・自動化は不要

日立
大みか工場

日本 鉄道等の情
報制御システ
ム

➢設計データ、および、 IoTによる生産工程全体のフィジカル情報
のデータを一元管理し、製品のライフサイクル全体で活用

➢「設計から生産に移行する際に存在した作業の削減」、「設計
側含めた生産IoTデータの共有」により改善サイクルの実現

調査工場サマリ
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3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.4 他分野 製造・試験技術調査 ②Lighthouses概要

➢ 第4次産業革命推進として、デジタル化、予知予兆分析、AR/VR、産業用IoTなどのデジタル技術の導入のみならず、自動化に
よる生産効率向上、人材育成や働き方、企業や業界の持続可能性、社会や環境へのインパクトといった観点から選定される。

➢ 2023年5月現在で全世界で132工場が選定されている。

➢ 選定工場を地域別でみると中国が34%と最多。製造関連技術での中国の成長を伺うことができる。

➢ 日本からは、日立 大みか工場、GE 日野工場、P&G 高崎工場の3工場が選定されている。

➢ 産業分野としては先端産業分野(自動車、機械、電子機器、半導体等)が58%と最も多く、残りをプロセス産業分野(鉄鋼、化
学、石油・ガス等)、消費者製品分野(アパレル、消費財等)、医薬品・医療品分野が占める形となっている。

Lighthouses:世界経済フォーラム（WEF:World Economic Forum)がコンサルティング会社マッキンゼーととも
に選定する第四次産業革命の推進にリーダーシップを発揮している工場。

出典：WEF

https://initiatives.weforum.org/global-lighthouse-network/lighthouses
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工場名 Siemens Amberg工場 工場立地 ドイツ 製品 FA製品

➢ PLMによるデータ一元管理と、一元管理したデータを活用したデジタルツインの活用による生産性向上

➢ 生産性向上にやみくもな最新設備導入・自動化は不要

➢ FA※1製品は多品種を需要変動に応じて製造する変種変量生産が必要
該当工場においても、1200種類の製品に対応するため、年5000回の作業計画変更、毎日350の段取り替えを実施。

➢ PLM(Product Life cycle Management)システムにより、製品の設計・サプライチェーン・製造・フィールド等の情報を一元管理。設計時のCAE解
析結果、日々の生産での測定データ、試験データ等をどの工程からも活用できるようになっている。

➢ PLMにて一元管理されたデータを元に「製品」、「製造プロセス」、「パフォーマンス」の三つの領域でデジタルツインを構築。製造プロセスにおいては、仮
想空間上でレイアウトやライン構築等のシミュレーションを活用して、生産性の向上を行っている。

➢ 1991年から2018年の28年間で、同程度の生産スペース、人員での生産性が13.5倍に拡大。特にデジタル技術を本格採用した2016年以降生
産性改善ペースが拡大（2016→2018で30%の改善) 。品質面もトレーサビリティの向上により、99.999%以上のプロセス品質を達成

➢ このような生産性向上を実現した工場においても、25%は人手による作業。生産性向上には、やみくもな最新設備導入・自動化ではなく、設計・生
産情報の一元管理による部門間をまたいだプロセス改善、品質改善が効果的。

出典：MONOist 「世界のスマート工場のお手本『ライトハウス』の事例集」

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.4 他分野 製造・試験技術調査 ③SIEMENS事例

Amberg 工場の生産性推移

2016

デジタルツインの構成イメージ

https://monoist.itmedia.co.jp/mn/articles/2307/20/news043.html
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工場名 GE 日野工場 工場立地 日本 製品 X線CT装置等の医療機器

➢ 作業者に負荷をかけないデータ測定、そこからの工程間を含む知見抽出・最適化により生産性を向上

➢ 生産性向上にやみくもな最新設備導入・自動化は不要

➢ 年間生産台数 ４５０台程度の少数高付加価値製品の生産工場
➢ 工場のスマート化の方針は「つなげる」、「知見を得る」、「最適化する」の3段階 (やみくもな最新設備導入・自動化は不要)
➢ 例1 「つなげる」：作業員がネームタグに小型ビーコンを装着。1~数m置きに設置されたビーコンレシーバで作業員の位置を自動測定

「知見を得る」：ビーコン情報を元に各作業員の動きをスパゲッティチャートとして作成、無駄な工場内の動き等を抽出
「最適化する」：上記から得た知見より、工場レイアウトの最適化を実施
従来、スパゲッティチャート作成のためには、担当者が各作業者に一日付いて動画作成し、数か月かけて手作業で解析を行っていたため、改善のサイ
クルを細かく回すことができなかった。上記により簡易に測定・解析が行えるため、数歩レベルの細かいから、改善を積み上げることが可能となった。

➢ 例２ 「つなげる」：部品供給を行うキットカートは工程毎に1台で1時間分の作業となるように調整。キットカートにRFIDを取り付け、キットカートの動
きを自動で測定。これにより、各工程の進捗状況に関して、作業員の特別なデータ入力を不要として、入手できるようになった。
「知見を得る」：リアルタイムに取得できる進捗データより、一時間単位で遅れが発生した工程に即座にアラートがあげられるようになった。また、作業
者毎に作業時間のばらつきが多い工程の抽出が可能となった。
「最適化する」：工程遅延の影響が拡大する前での対策、サポートや、ばらつきの大きい工程の作業プロセスの改善を実施。

出典：MONOist 「世界のスマート工場のお手本『ライトハウス』の事例集」

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.4 他分野 製造・試験技術調査 ④GE日野工場事例

キットカート写真スパゲッティチャートの例

https://monoist.itmedia.co.jp/mn/articles/2307/20/news043.html
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工場名 日立 大みか事業所 工場立地 日本 製品 鉄道等の情報制御システム

➢ 設計データ、および、 IoTによる生産工程全体のフィジカル情報のデータを一元管理し、製品のライフサイクル全体で活用

➢ 「設計から生産に移行する際に存在した作業の削減」、「設計側含めた生産IoTデータの共有」により改善サイクルの実現

➢ 鉄道システムや鉄鋼の製造システムなど、一品ごとにカスタマイズが入る製品の開発・製造、システム構築、運用保守を行う事業所。
➢ 設計データ、および、 IoTによる生産工程全体のフィジカル情報のデータを一元管理し、製品のライフサイクル全体で活用
➢ 設計3D CADデータから、独自のアルゴリズムで分解順序や手順を分析し、組立て作業手順書を自動で生成する組立てナビゲーションシステムを開

発。設計から生産に移行する際に存在した作業を削減した。
また、IoTで取得した生産データを設計側とも共有することで、生産効率の悪い工程の明確化、該当部分の設計に問題がないか確認が行えるように
なった。上記、設計→生産の容易化と併せて、設計含めた生産性改善のループを回せるようになった。

➢ 併せて一元管理されたデータから、工場全体の生産計画の最適立案を行うシステムを開発。納期・受注量に応じたリソースの最適化を実施。
➢ 上記取り組みなどで、主要製品における組立て生産のリードタイムを約50％削減

出典：MONOist 「世界のスマート工場のお手本『ライトハウス』の事例集」

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.4 他分野 製造・試験技術調査 ⑤日立 大みか事業所事例

組立てナビゲーションシステム例

https://monoist.itmedia.co.jp/mn/articles/2307/20/news043.html
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3.2.1 デジタル技術開発調査
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① まとめ

② Satellite Innovation 2023調査
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3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ①まとめ

衛星分野のデジタル開発技術事例としてSatellite Innovation 2023にて調査を実施した。

主なトピックは以下の通り。

➢ 衛星製造分野ではMBSEやデジタルツイン等のなんらかのデジタル技術の利用が一般的になっている。しか
し、その技術の洗練度や統合度には企業毎に大きな違いがある。Terran Orbital社やNorthrop 
Gramman社のような大企業、生産を拡大している企業は、より積極的にデジタル技術の製造への導入に
ついて投資を進めている。

➢ デジタル技術の利用が進む一方、検証技術としてはFlatSat(実際の衛星ハードウェアとソフトウェアを地上
上テストベッドとして複製したもの)を活用する企業が多い。全てをシミュレーションに頼るのではなく、適切に実
機検証と組み合わせることが重要と推察される。

➢ 検証技術としては、 Terran Orbital等、軌道上でのミッションを終えた衛星を軌道上テストベッドとしてソフ
トウェアをアップデート、新技術の検証を行う企業が出現し始めている。SDS(Software Defined 
Satellite)化の流れの中で、今後より新規技術の早期検証手法として重要性が増してくると推察される。

➢ 衛星製造において、垂直統合を目指すべきか、水平分業を目指すべきかの議論あり。
垂直統合は複雑性が伴い、高いコストが必要となるが、その分大きな価値を会社にもたらす。
大きな投資やリソース投入が難しい企業は、自社のコア領域に集中すべきであり、安価で信頼性の高いメー
カーに製造は依存する等、水平分業を進めるのがよい。

➢ 衛星開発・製造に一番必要なことはスピードとSatellite Innovavtionに参加した多くの企業が述べている。
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Satellite Innovation 2023の調査結果として、以下に示すネットワーキングタイムでのインタビュー結果及びカンファレンスでの講演
の聴講結果を示す。

✓ ネットワーキングタイムでのインタビュー内容は以下の通り。

i. 開発・設計・製造・試験・運用といった製品のライフサイクルにおいてどのようなデジタル技術を採用しているか。
（例： Product Lifecycle Management システムの導入、設計段階でのDigital Twinの活用など）

ii. Boeingと Millennium Space , LMとTyvack, AirbusとOneweb/Airbusのように1つの資本の下で異なるタイプの衛星を設計・
製造しているようなケースにおいて、どのような差異や共通化の取り組みがあるか

iii. NewSpace事業者では、TRLが低い技術を早期に軌道上での実証につなげていくために、設計や試験においてどのようなデジタル技
術を採用しているのか。

iv. デジタル技術の導入によって、Engineering ChainあるいはSupply Chainにおいて製造事業者はどのようなメリットを得ることがで
きたか。
（例： 設計リードタイムの短縮、品質向上、歩留まり向上など）

v. iv.とは逆に、製造事業者はデジタル技術の導入に際しての障壁や課題があればそれはどのようなものか。 またその障壁や課題をどの
ようにクリアしたか。（あるいは、デジタル技術導入に係る推進体制、ルール／制度としてどのようなものがあるか。）

vi. 衛星製造事業者が導入しているデジタル技術は、自動車や航空など他産業において導入されているデジタル技術とどのような共通性
あるいは差異があるのか。

✓ カンファレンスでの調査内容は以下の通り。
i. 演題「SCALING SATELLITE PRODUCTION 

FOR THE NEW SPACE ENVIRONMENT」の
聴講

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査
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衛星製造では、モデルベースシステムズエンジニアリング（MBSE）やデジタルツインの利用など、デジタル技術の利用が一般的
になっている。しかし、衛星のライフサイクル全体におけるこれらの技術の洗練度や統合度には大きな違いがある。

1. eoPortal, FlatSat (ground-based testbed for CubeSats)

No. インタビュー事項

i 開発・設計・製造・試験・運用といった製品のライフサイクルにおいてどのようなデジタル技術を採用しているか。
（例： Product Lifecycle Managementシステムの導入、設計段階でのDigital Twinの活用など）
また、PLMを導入していない場合、その理由や、どのような代替手段を用いているか。

インタビュー結果

✓ 衛星製造では、モデルベースシステムズエンジニアリング（MBSE）やデジタルツインの利用など、デジタル技術の利用が一般的になっている。しかし、
衛星のライフサイクル全体におけるこれらの技術の洗練度や統合度には大きな違いがある。

➢ MBSE、デジタルツイン、および関連するデジタル技術は、衛星製造 (およびすべての製造部門) で何らかの形で一般的になっている。

➢ Terran OrbitalやMillennial Space Systemsなどの一部の企業は、デジタル変革の取り組みを継続的に改善することに、他社よ
りも熱心である。

➢ 一方、MomentusやSpace Flight Laboratory (SFL) などの組織は、デジタル変革の取り組みに多額の資金を投じないことを選
択している。そのような投資が現時点で大きな利益をもたらすとは考えていない。

➢ 多くの企業は、衛星のハードウェアとソフトウェアを地上テストベッドとして複
製する、いわゆる「FlatSat」も使用している。これらの取り組みは、テスト/シ
ミュレーションおよび検証のためのより正確なプラットフォームを提供することがで
きる。

➢ NASAのグレン研究センターはまた、米国の宇宙企業に物理的なテスト施設
へのアクセスを提供しており、デジタルツインや関連するデジタルツールを補完
して、衛星の性能をテスト/シミュレーションおよび検証することができる。 

図 ESAによるFlatSatの例（参考）[1]

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査

https://www.eoportal.org/other-space-activities/flatsat
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• Boeingは、買収したMillennium Space Systemsに生産施設（生
産専門知識と製造能力）を提供することで、小型衛星コンステレー
ションの需要増への対応を強化している。本施設には、モデルベースの
システムズエンジニアリングとデジタル設計エンジニアリングが組み込まれ
ている[1]。

No. インタビュー事項

ii BoeingとMillennium Space, LMとTyvack, AirbusとOneweb/Airbusのように1つの資本の下で異なるタイプの衛星を設
計・製造しているようなケースにおいて、どのような差異や共通化の取り組みがあるか。

インタビュー結果

✓ 一般的に、Rocket LabやNorthrop Grummanなどの宇宙企業は、子会社の設計/製造プロセスを統合していない。つまり、会社と子会社
は製造設備を別にしているため、両者の生産活動の共通性は低い。

➢ Northrop Grummanは、子会社のSpace Logisticsと設計や製造設備を共有していないと述べた。その代わり、ビジネス上の取り決め
により、Space LogisticsはNorthrop Grummanが製造した宇宙機用の部品をより容易に入手できるようになっており、垂直統合の
促進に役立っている。

➢ Rocket Labは、設計や製造を新たに買収した子会社と統合する計画もない。Northrop Grummanと同じように、Rocket Labも垂直
統合を促進するためにこれらの買収先を利用することを目指している。同社は、社内での組み立てやテストを含め、高性能なアビオニクスや
飛行コンピュータシステムを設計してきた。これらのシステムは、最先端のFPGAアーキテクチャを利用しており、ハードウェアの共通性を維持し
ながら機能を大幅にカスタマイズできる。

1つの資本の下で異なるタイプの衛星を設計・製造しているようなケースにおいて、子会社の設計/製造プロセスを統合する取り
組みはみられなかった。一方で、部品調達の容易性向上による垂直統合の促進を目的としているケースが多く見られた。

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査
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No. ンタビュー事項

iii NewSpace事業者では、TRLが低い技術を早期に軌道上での実証につなげていくために、設計や試験においてどのようなデジタル技術
を採用しているのか。

インタビュー結果

✓ TRLが低い技術の軌道上での早期実証を可能にするために、衛星運用者が設計と試験に採用している主要技術には、FlatSatと軌道上テスト
ベッドが多く挙げられた。

➢ デジタルトランスフォーメーションによる衛星開発のスピードアップは、新技術の軌道上実証の推進に繋がる。

➢ ソフトウェア定義の衛星は、軌道上での新しい技術のテストを可能にする。例えば、Terran Orbitalは、ミッションを終えた衛星を軌道上
テストベッドとして使用している。同社は、これらの軌道上テストベッドにソフトウェアアップデートを送信して、さまざまな新技術をテストおよ
び検証している。

TRLが低い技術の軌道上での早期実証を可能にするために衛星運用者が設計と試験に採用している主要技術には、FlatSatと
軌道上テストベッドが多く挙げられた。

➢ Quindar社のSatellite Mission Management as a 
Service（SMMaaS）は、クラウドにホストされたSaaSプ
ラットフォーム上で、顧客のために衛星の設計、テスト、運
用を自動化することが可能。

図 Quindar社のSatellite Mission Management as a Service（SMMaaS）

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査
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No. インタビュー事項

iv デジタル技術の導入によって、Engineering ChainあるいはSupply Chainにおいて製造事業者はどのようなメリットを得ることがで
きたか。（例： 設計リードタイムの短縮、品質向上、歩留まり向上など）

インタビュー結果

✓ 各社の担当者は、製品品質の向上、リスクの低減、設計・生産・運用を通じた衛星性能の監視の強化など、デジタル技術の導入には数多くの
メリットがあると述べた。 

デジタル技術の導入により、製品品質の向上、リスクの低減、設計・生産・運用を通じた衛星性能の監視の強化などのメリット
を得ることができる。 

➢ Novawurks社は、「Slegos」（「スペース・レゴ」の語呂合わ
せ ）と呼ばれるツールを使って衛星バスを設計している。

➢ 複数のSlegosを組み合わせて、顧客の要求を満
たす小型衛星バスを形成することができる。

➢ 上記技術により、顧客のために衛星バスのコンセプト
を迅速に設計することができる。最短6日で顧客に
設計を提供できたケースもある。

図 Novaroks社のSlegos 図 Morpheus社のJourney software platform

➢ Morpheus社のJourney software platform（ベータ版）は、衛
星の最適な推進システムを決定するために、衛星のライフサイクル（設
計、製造、運用、退役）の各段階をシミュレーションすることが可能。

➢ また同社は衛星製造を行うスタートアップ企業（Proteus Space）に
も投資しており、上記技術を利用して製造コスト削減を図っているとみら
れる。

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査
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1. Antaris, Open, scalable software for space.

2. Sedaro, Digital Twins and the Engineering Multiverse

インタビュー結果（続き）

デジタル技術の導入により、製品品質の向上、リスクの低減、設計・生産・運用を通じた衛星性能の監視の強化などのメリット
を得ることができる。 

➢ Northrop Grumman社は、デジタル技術の導入による製造コスト削減とパフォーマンス向上を理解しており、宇宙セクターを含むすべての
ビジネス・セクターでデジタル変革を推進するために多大な努力をしている。なお、米国国防総省 (DOD) は同社の主要な顧客であり、米
空軍の大陸間弾道ミサイルシステムの製造におけるデジタル技術の導入プログラムも担っている。

➢ Terran Orbital社の最高収益責任者Marco Villa氏は、デジタルツールが製品の品質と価格を向上させる生産効率につながるため、製
造業におけるデジタル変革は 「考えるまでもない」 と述べた。

➢ 上記Northrop Grumman社やTerran Orbital社、その他の大企業は、デジタル技術の製造への導入について内部投資を行うためのリ
ソースを持っている。

➢ 一方、小規模な企業は、クラウドベースのデジタルツインサービスを提供するAntaris社やSedaro社などのサードパーティー企業からデジタル
変革サービスを調達することも考えられる。

図 Antaris社のデジタルツインプラットフォーム[1] 図 Sedaro社のデジタルツインプラットフォーム[2]

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査

https://www.antaris.space/
https://www.sedaro.com/
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No. インタビュー事項

v iv.とは逆に、製造事業者はデジタル技術の導入に際しての障壁や課題があればそれはどのようなものか。 またその障壁や課題をどのよう
にクリアしたか。（あるいは、デジタル技術導入に係る推進体制、ルール／制度としてどのようなものがあるか。）

インタビュー結果

✓ デジタル技術の導入は、生産規模を拡大(すなわち、生産数を増加)している衛星メーカーにとっては、より大きな投資収益率 (ROI) を持っている
と思われる。一方、生産規模拡大の計画がないメーカーはデジタル技術の導入に消極的である。

➢ MomentusやSFLなどの一部の企業は、近い将来に生産設備を拡張する計画は無い。従って、新しい最先端のデジタル技術への投資
に大きなROIがもたらされるとは考えていない。要するに、彼らは現在の製造プロセスが適切だと信じている。

➢ さらに、多くの企業は、デジタル変革に投資している企業でさえ、テストやシミュレーション、検証のための物理的な装置(ハードウェアベース)に
価値を見出している。実際、衛星のハードウェアとソフトウェアの機能をテストする方法として、FlatSatは非常に人気が高いようである。

デジタル技術の導入は、生産規模を拡大している衛星メーカーにとっては、より大きな投資収益率 (ROI) を持っていると思われ
る。一方、生産規模拡大の計画がないメーカーはデジタル技術の導入に消極的である。

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査
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No. インタビュー事項

vi 衛星製造事業者が導入しているデジタル技術は、自動車や航空など他産業において導入されているデジタル技術とどのような共通性ある
いは差異があるのか。

インタビュー結果

✓ 衛星製造事業者が使用するデジタル技術と他の業界との差異は、顧客の要求に依存するものである。

➢ MBSEなどの一部のデジタル技術や概念は、製造分野で一般的であり、あらゆる業界の製造事業者によって定常的に使用されている。
MBSEは本質的に製造工程におけるリスクを低減する方法である。

➢ 衛星メーカーと他のメーカー (自動車メーカーや航空メーカーなど) との違いは、各顧客の具体的な要件によって異なる(すなわち、差異は
ケースバイケースで決定される)。

➢ 例えば、国家安全保障の顧客のために製造される衛星の中には、 「SCIF」 (Sensitive Compartmented Information Facility) 
と呼ばれる機密区域で製造されなければならないものもある。 

衛星製造事業者が使用するデジタル技術と他の業界との差異は、顧客の要求に依存するものである。MBSEなどのデジタル技
術や概念は他の製造業界を含めて一般的なものであるが、顧客要求により製造方法・場所が制限される場合などがある。

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査
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演題「SCALING SATELLITE PRODUCTION FOR THE NEW SPACE ENVIRONMENT」はパネルディスカッション形
式で、衛星製造業界の最近の変化、垂直統合化の動向など、衛星製造における重要なテーマについて議論が行われた。

◼演題「SCALING SATELLITE PRODUCTION FOR THE NEW SPACE ENVIRONMENT」の聴講結果

本演題はパネルディスカッション形式で、デジタルトランスフォーメーション、衛星製造業界の最近の変化、垂直統合化の動向な
ど、衛星製造における重要なテーマについて議論が行われた。パネリストは下表に示す通り。

社名 パネリスト 会社概要・概況等

Machina Labs Edward Mehr 次世代の「適応型生産施設」を開発中。本施設では、工具を交換する
ことなく、製造された製品のデザインを変更することができる構想。
現在は、ロボット技術とAI技術を活用して板金部品を製造している。

Aerospacelab Tina Ghatoaore 5年前に設立されたばかりであり、軌道上に3機の衛星を保有している。
更に、最近製造施設を離れたばかり（打ち上げ前）の3機の衛星を保
有している。
独自の衛星バスと独自の地球観測 (EO) ペイロードを製造しており、「ス
マート」 技術を使って、垂直統合によって衛星を安価に設計、製造する
ことを目指している。

Terran Orbital Marco Villa 衛星製造のサプライチェーン全体に注力している。
一部の顧客向けには特注設計された衛星を製造することもできるが、ほ
とんどの顧客向けのモジュール式衛星の大量生産に特化している。

Millenium Space 
Systems

Gabrielle Carlisle 衛星システムのエンドツーエンドの主要請負業者である。

Sierra Space Erik Daehler 衛星部品を製造してきた実績があり、この知見を衛星のフル生産に活用
することを最近決定した。

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査
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衛星製造において、垂直統合は会社に大きな価値をもたらしたと述べる企業がある一方、高いコストと複雑さが伴うため、全て
の衛星事業者が垂直統合を目指すべきではないと述べた企業もあった。

◼演題「SCALING SATELLITE PRODUCTION FOR THE NEW SPACE ENVIRONMENT」の聴講結果

＜衛星製造業界の発展＞

✓ Villa氏（Terran Orbital）は、過去数年間の衛星製造業界の目覚ましい進歩を強調した。実際、5年前には小型衛
星の大量生産は 「口先だけ」 だった。現在、複数の企業が小型衛星を大量生産している。 

✓ Ghatoaore氏（Aerospacelab）は、衛星生産における生産設備設計の考慮の重要性を強調した。 

➢ 衛星製造の内製化を断念した企業もある（垂直統合を中止した企業もある）。

➢ 事業者は自社のコアコンピタンスに集中すべきであり、その一方で、安価で信頼性の高い衛星を製造してくれる衛星
メーカーに依存すべきであると考えている。

➢ 言い換えれば、垂直統合には高いコストと複雑さが伴うため、全ての衛星事業者が垂直統合を目指すべきではない
ということである。

✓ Carlisle氏（Millenium Space Systems）によると、同社は衛星のライフサイクルに合わせて設計と製造を進めている
という。垂直統合は会社に大きな価値をもたらしたと考えている。

✓ Daehler氏（Sierra Space）は、異なる部品の生産を容易に切り替えできる生産設備を設置することが重要だと述べ
た。 

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査
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デジタル技術の導入が生産効率向上に寄与するものの、一つの技術そのもののみならず、技術や人間等の複数要素を組み合
わせることが重要である。

◼演題「SCALING SATELLITE PRODUCTION FOR THE NEW SPACE ENVIRONMENT」の聴講結果

＜新しい衛星生産技術＞

✓ Mehr氏（Machina Labs）は、ロボット工学は一般的なものになったと述べた。

✓ Carlisle氏（Millennium Space Systems）は、同社が 「デジタル変革」 に取り組んでいると述べている。

➢ 具体的には、データを活用したサプライ・チェーンのボトルネックの把握、および自動化の活用を挙げた。

✓ Villa氏（Terran Orbital）は、新しい技術や人間などの要素を組み合わせて効率的に連携させることで、企業は生産
規模の拡大に成功できるかもしれないと述べた。 

➢ 言い換えれば、一つの技術そのものが製造を改善するのではなく、その技術がどのように連携し、現場のオペレーターと
相互作用するかが改善の真の原動力になるということだ。

➢ ソフトウェアとハードウェアを組み合わせることで、ソフトウェアのアップグレードによって常に改善することができるため、シス
テムの「終わりのない革新」が可能になる。

➢ 生産設備を改善するための重要な要素としてロボット工学を挙げた。

➢ これらの新技術を組み合わせることで、同社のROI（投資収益率）は向上した。

✓ パネリストたちも全員、顧客が最も必要としているのはスピードだという点で意見が一致した。要するに、顧客はメーカーにス
ケジュール通りに衛星を提供してもらう必要がある。  

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査
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衛星製造のサプライチェーンにおいて、二次電池や太陽電池パドル等の供給不足が課題となっており、各社は垂直統合等の取
り組みにより対応を図っている。

◼演題「SCALING SATELLITE PRODUCTION FOR THE NEW SPACE ENVIRONMENT」の聴講結果

＜衛星分野における垂直統合＞

✓ Daehler氏（Sierra Space）によると、衛星製造のサプライチェーンにおける 「Tier 3」 では、供給不足が懸念されて
いるという。すなわち、二次電池や太陽電池パドルのような特定のコンポーネントの生産者が不足している。同氏は、より多
くの企業がこれらのTier 3市場に参入し、衛星メーカーに多様性と選択肢を提供することを期待している。

✓ Ghatoaore氏（Aerospacelab）はまた、垂直統合は資本集約的であると指摘した。 

➢ 彼女はまた、サプライチェーンの重要な分野、特に二次電池や太陽電池パドルの供給業者が非常に少ないことにも
同意している。 

✓ Villa氏（Terran Orbital）によると、垂直統合は大規模な取り組みであるため、すべての企業にとって正しいアプローチ
ではないという。とはいえ、垂直統合は同社にとってプラスになっている。これにより、供給不足をより綿密に監視し、緩和す
ることができている。

✓ Carlisle氏（Millenium Space Systems）によると、同社は80％を垂直統合しているが、コンポーネントの20％は信
頼できるサプライヤーに依存している。同社は、難局を乗り切るためにサプライチェーンの選択肢を常に見直している。 

＜要員開発＞

✓ パネリスト全員が、宇宙産業にソフトウェア技術者を誘致することについて同様の懸念を表明した。また各社は、リモート
ワークの方針に関する文化的な問題にも直面していると指摘した。要するに、多くのソフトウェアエンジニアは、衛星企業が
製造現場での作業を必要としているにもかかわらず、リモートでの作業を希望している。

✓ これは、衛星メーカーの労働力とリーダーシップの間の継続的な課題/議論になるだろう。

3.2.1 デジタル技術開発調査

3.2.1.5 衛星分野デジタル開発技術事例調査 ②Satellite Innovation 2023調査
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3.2.1.6 他分野DX事例調査
⓪  まとめ

① アパレルメーカー事例：Tommy Hifliger社

② 航空機・防衛業界事例

③ 自動車・医療機器業界事例

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査
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他分野でのDX事例として、アパレル、航空・防衛事業、自動車・医療機器事業の調査を実施した。

衛星分野にて活用できる知見は以下の通り。

➢ DXを成し遂げるためには、環境変化(必要性)、技術、教育、トップのコミットメント(意思)の4要素が必要。

➢ 複雑で高度なシステムであり、実機での検証機会が限定されるミサイルシステム開発において、大量の設計
パラメータに対する最適化等に対してデジタルツインの活用事例が見られる。同様な特性を持つ人工衛星に
関してもデジタルツインは有効と考えられるが、米国安全保障分野の投入リソースの大きさを考慮すると、同
種取り組みは技術面・コスト面におけるハードルが高いものと考えられる。従って、まずは物理的なプロトタイプ
（3.2.1.5項におけるFlatsatの取り組み等）等を組み合わせた上で、地上実機試験では評価が難しい
箇所等に絞った適材適所でのデジタルツインの導入が衛星開発には適していると考えられる。

➢ サプライチェーン間での情報共有による効率化や、同種企業間での標準化によりツール等のサポートを受け
やすくする取組等、1社のみでは解決できない課題に対して、複数社が集まり、そこにデジタル技術を合わせ
ることによりDXを実現している例が多数見受けられる。衛星分野においても、導入コストの低減、成果の最
大化のためには、複数企業での協調した取組が重要と考えられる。

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ⓪まとめ
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事例：アパレルメーカー Tommy Hifliger社

3D Design※1による試作品の製造を不要とすることで、製品開発期間短縮、環境負荷低減を実現

以下4要素が噛合い、DXが実現できた好事例
– 構造変化：アパレル業界に対する環境負荷低減

– トップのコミット：CEO自らが3D Designの推進を宣言

– 技術：実物と遜色なく、シミュレーション環境上に衣服を再現できる技術を開発。

– 教育：3D Designツールを全てのデザイナー、関連スタッフにトレーニングを実施。

技術

構造
変化

教育

×
成果

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ①Tommy Hifliger社：概要

トップの
コミット
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【構造変化】
• アパレル業界は国際貿易開発会議(UNCTAD)にて、「世界2位の環

境汚染産業」と指摘される業界であり、SDGsに関する取り組み状況
がブランドイメージ向上のため重要となってきている。

• 従来のアパレル業界の商品開発プロセスは、大量の素材サンプル、複
数回の試作を要する物であり、その開発過程の中で、大量の廃棄物
が発生していた。また、これら試作プロセスは製造期間・輸送期間等が
必要になるため、商品開発期間長期化の主要因の一つとなっていた。

【トップのコミット】
• Tommy Hilfiger社では上記、資源、および、時間の無駄に着目し、

商品開発のプロセスを全てシミュレーション環境上で再現する3D 
Designに変えることにより、これら素材サンプル、試作品を不要とする
ことで、環境負荷低減、および、開発期間の短縮を合わせて実現する
ことを目的に、2018年より、3D Designへの投資を進めた。

• CEO自らが、本3D Designの推進を宣言

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ①Tommy Hifliger社
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• 3D Designによる試作レスを実現するためには、衣服の印象のような非常にアナログに近
い部分まで、シミュレーション環境上で再現できる必要がある。

• 上記目的のため、Tommy HilfigerではSTITCHという技術インキュベータを設立。3D 
Design技術の開発を実施した。

• ３D Design上、最重要となる素材に関しては
物理的特性：weight/Thickness/Stretch/Bend/Shear/Shrinkage
視覚的特性：Texture/Weave・Knit type/Yarn Thickness・Depth/ Shine & 
Sheen/Roughness
等、多岐にわたる項目を素材毎に自動で測定しデータベース化する仕組みを専門ベン
ダーと協力して構築。

• 上記データベースと、設計データ(型紙、縫製方法 等)より、実際にシミュレーション環境
上で、単にTexture等の再現だけでなく、衣服を着た際のしわや動いたときのはためき方
含めて再現するレンダリング技術を開発。

物理的特性測定装置：Browzwear社 視覚的特性測定装置：Vizoo GmbH社 レンダリング例

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ①Tommy Hifliger社：技術
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• 3D Design は完全に新しいデザイン手法となるため、技術開発だけでは使
えるようにはならない。

• Tommy Hilfiger社は同社のデザイナー全員、および、関連スタッフに対し、
3D Designのトレーニングを実施。

• 技術開発のSTITCH側もSTITCH ACADEMYとして、Onlineでのトレーニ
ングプラットフォームの整備、各種ワークショップの立ち上げ、Youtubeでのオン
ライン教材の整備等、3D Designの普及に必要な教育環境を整備

youtubeのSTITCH教材例

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ①Tommy Hifliger社：教育



111

23-002-R-013

• Tommy Hilfiger社は2018年頃より、3D Designに対して投資を開始し、いくつかの
パイロットプロジェクトでのTry＆Errorを繰り返した結果、2022年時点で、Tommy 
Hilfiger社にて開発する商品の半分近くに3D Designを適用している状況であり、試作
品レスによる環境負荷低減、開発期間の短縮を成し遂げている。2025年には、全開発
製品を3D Designによるものとする計画でさらなる拡大が進行中。

• ECサイトやデジタルショールーム等にも3D Designの結果を使用することで、企画～開
発～製造～販売まで、全プロセスに関わるDXを成し遂げている。

• 開発期間短縮に伴い、企画～販売までの期間が短くなることから、商品の需要予測精
度が向上。機会損失リスクを低減しながら、余剰生産による損失、廃棄物の低減を行え
るようになった。

• 3D DesignはTommy Hifiger社の内部だけではなく、Calvin Klein等の同一親会社
(PVH)の他ブランド、さらには他社にまで拡大しており、業界全体で環境負荷低減が進
んでいる。

• 3D Designの素材のデータベースの中に、素材のリサイクル率などサステナビリティに関す
る評価を付与。デザイナーが環境負荷が少ない素材を選択しやすい環境を整えることで、
更なる環境負荷低減を進めている。

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ①Tommy Hifliger社：成果
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業界 事例 概要

適用目的

システムの
機能・性能向上

運用省力化・
高度化

品質・コスト・リー
ドタイムの改善

航空機 Smart-Kプロジェク
ト
（川崎重工業）

川崎重工業では、デジタル技術の導入による航空機の製造プロ
セスの効率化を目的としたSmart-Kプロジェクトに取り組んでいる。

エンジニアリングチェーンとサプライチェーンの情報連携により、
頻繁な設計変更への対応が可能となっている。

○

型式認証のための
標準データモデル
（航空機OEM企業8
社等）

航空機OEM企業8社等は共同で「型式認証のための最小モデル
ベース」というドキュメントを発表し、ソフトウェアベンダー等に対応を求
めている。航空機の型式認証の取得に最低限必要な内容について、
標準データモデルセットを定義することを目的としている。

○

Skywise（Airbus） SkywiseはAirbusの提供する航空業界（航空会社、サプライヤー

等）向けのプラットフォームであり、機内データ、エンジニアリング
データ、運航データ等を組み合わせることで、航空機運航の課
題に対処することを目的としている。

○

防衛 F-16近代化
（米空軍 / 
Lockheed Martin）

米空軍では、世界中で運用されているF-16戦闘機の維持と近代
化のため、Lockheed Martin社と共同で2機のF-16を実際に分
解してスキャンすることにより、エンジン部分を除く他すべての実物大の
3Dモデルを作成中である。

○

WeaponONE
（米空軍）

米空軍では、WeaponONEと呼ばれるプログラムにおいて、デジ

タルツインを活用することにより現実世界の兵器で取得したデー
タを仮想空間上へフィードバックし、兵器システムの性能向上を
図る取り組みを行っている。

○

Sentinel ICBM
（Northrop 
Grumman）

Northrop Grummanが開発中の大陸間弾道ミサイルSentinelは

デジタルツインを用いて開発が行われている。本取り組みにより、
様々なパターンの設計をスキャンして評価することを可能とし、
能力とコストのバランスが最も良いものを選択することができた。

○

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ②航空機・防衛業界事例
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川崎重工業では、デジタル技術の導入による航空機の製造プロセスの効率化を目的としたSmart-Kプロジェクトに取り組んでいる。エンジ
ニアリングチェーンのデータをプラットフォーム上でサプライチェーンへ情報連携することで、頻繁な設計変更への対応が可能。

1. 航空機国際共同開発促進基金, 2022-7 航空機製造現場における課題と DX の取り組みについて

業界 航空機 適用目的 品質・コスト・リードタイムの改善

事例 Smart-Kプロジェクト（川崎重工業）

＜概要＞

⚫ 川崎重工業では、デジタル技術の導入による航空機の製造プロセスの効率化を目的としたSmart-Kプロジェクトに取り組んでいる[1]。

⚫ エンジニアリングチェーンとサプライチェーンの情報連携[1]

⚫ データの活用[1]

＜成果＞

⚫ プラットフォーム上でのデータ連携により、特に製造工程中の頻繁な設計変更がへの対応が容易となった。設計により部品が変更になった場合、E-BOM（設計
部品表）が変更されるとその部品を使っている M-BOM（製造部品表）、作業手順書までが紐付けられ、変更や保留等の対処を行うことが可能[1]。

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ 衛星開発においては、航空機製造に比べて1製品あたりの製造機数が少ないためプラットフォーム構築に対するコストメリットのトレードオフが必要と考えるものの、
製造工程中の設計変更や廃版による部品変更等への迅速な対応が可能となることから、長期的な視点においては同技術の適用により品質・コスト・リードタイ
ムの改善に寄与できると考えられる。

⚫ 特に、サプライチェーンの規模が大きい大型衛星開発において、プライムメーカがサプライヤーや製造現場等を含めたプラットフォームを構築・公開することにより、エ
ンジニアリングチェーンとサプライチェーンの全体を通した情報連携が可能になるのではないか。

➢ エンジニアリングチェーンが生み出した様々なデータ
（図面、E-BOM、仕様書等）を一元管理された
プラットフォーム上で管理し、サプライチェーンに連携。

➢ 最前線である現場作業者一人一人の作業にまで
行われ、作業者自身が行う作業がどのような技術
情報に基づいてなされているか、確認することが可能。

➢ 一気通貫のプロセスで生まれるデータは「共通言語」
としての性格を持たせることができ、これまで各部署で
閉じられていた様々なデータが共有されるようになる。

➢ 今後、AI等の最新技術を用いることにより、データを
様々な角度から分析し、色々な立場の人間が同じ
データを見て意思決定を行うことを目指している。 図 Smart-K プロジェクトの概要[1]

システムをサプライヤー
にも公開することにより、
Tier2,Tier3を含む
データ連携を行ってい
るとみられる。

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ②航空機・防衛業界事例

http://www.iadf.or.jp/document/pdf/2022-7.pdf
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航空機OEM企業8社等は共同で「型式認証のための最小モデルベース」というドキュメントを発表し、ソフトウェアベンダー等に対応を求め
ている。航空機の型式認証の取得に最低限必要な内容について、標準データモデルセットを定義することを目的としている。

1. 製造業デジタル革新 - 最新情報と事例, ボーイング、エアバスなど協同でデータモデル案を提案

2. CIMdata, Minimum Model-Based Definition (MBD) for

業界 航空機 適用目的 品質・コスト・リードタイムの改善

事例 型式認証のための標準データモデル（航空機OEM企業8社等）

＜概要＞

⚫ 航空機OEM企業8社等（Airbus, Boeing, Embraer, Gulfstream等）が共同で「型式認証のための最小モデルベース定義 “Minimum Model-
Based Definition (MBD) for Type Design Certification”」というドキュメントを発表し、ソフトウェアベンダー等に対応を求めている[1]。

＜成果＞

⚫ 上記標準データモデルはPLMソフトウェアベンダーの商用製品ソリューションに実装されはじめているものの、未だ不十分な状況である[1]。

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ 衛星開発においても、衛星バス等の衛星間で共通的に利用可能な部分については標準的なモデルを定義することで品質・コスト・リードタイムの改善に寄与でき
ると考えられ、既に各社内では同様の取り組みが行われているとみられる。

⚫ なお、衛星バス開発メーカを跨った標準化の取り組みについては各社ノウハウの秘匿等の観点からハードルが高いと思われるものの、バス／ミッション機器間のイン
タフェースをメーカ間で標準化し相互運用性を確保することにより、ミッション機器の選択肢の拡大や競争環境醸成によるコスト低減等のメリットが得られるのでは
ないか。

図 部品タイプ毎の標準データモデル[2]

⚫ 本事例の目的は、航空機の型式認証の取得に最低限必要な
内容について、標準データモデルセットを定義することである[1]。

⚫ データセットには、すべての設計要件（プロセス仕様書、幾何学
的寸法公差（GD&T）、製品および製造情報（PMI）、そ
の他の必要な情報など）が含まれており、以下のユーザシナリオ
をベースに定義されている[1]。

➢ 目視での組立と検査

➢ フィーチャー（CAD上での部品単位）を利用した製造

➢ 品質管理のための統計的工程管理(SPC)

➢ 認証機関へのテクニカルデータパッケージの提出

⚫ 各データモデルは製造方法により要件が異なるため、一般部品
（General）、鋳造・鍛造（Casting/Sorging）などの「部
品タイプ」が定義されている[1]。

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ②航空機・防衛業界事例

https://techno-res.com/2021/02/21/aero_mbd/
https://pdteurope.com/wp-content/uploads/2020/11/Sapp-Parent_Final_Distribution_2020.pdf
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SkywiseはAirbusの提供する航空業界（航空会社、サプライヤー等）向けのプラットフォームであり、機内データ、エンジニアリン
グデータ、運航データ等を組み合わせることで、航空機運航の課題に対処することを目的としている。

1. Airbus, Skywise
2. ONE CAPITAL, エアバス社のDX - 航空機製造からデータプラットフォーマーへ-
3. Aviation Wire, エアバス、ビッグデータ活用「スカイワイズ」 ピーチなど導入

4. Airbus, How Airbus data analytic platform is helping to solve the

業界 航空機 適用目的 運用省力化・高度化

事例 Skywise（Airbus）

＜概要＞

⚫ SkywiseはAirbusの提供する航空業界（航空会社、サプライヤー等）向けのプラットフォームであり、機内データ、エンジニアリングデータ、運航データ等を組み
合わせることで、航空機運航の課題に対処することを目的としている[1]。

＜成果＞

⚫ ピーチ航空をはじめとした航空会社が本プラットフォームを導入しており、機材が運航停止する時間の削減や、予防整備による整備コスト削減、フライトオペレー
ションや機材管理の最適化、客室内や地上での運用改善などを実現している[3]。

⚫ 品質監視作業の自動化により、ATA（米航空輸送協会）が策定した規格や航空機ごとに分類されている主要な評価基準を即座に得られるようになり、従来
は数日かかったリポートが、数回クリックするだけで作成できるようになった[3]。

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ 衛星運用においても、テレメトリデータ等を蓄積・活用することで故障予測や運用改善が可能となると考えられ、JAXA等により同種の取り組みが始まっている[5]。

⚫ 本事例のように、衛星バスの製造メーカがプラットフォームを提供することにより、同一のバスを利用する複数のユーザ間でのデータ活用（ユーザの合意のもとに複
数ユーザのテレメトリデータを比較することによる故障予測や異常検知、次世代設計に向けたデータ解析等）が可能となるのではないか。

⚫ 故障予測

➢ 航空機センサーデータの分析により異常動作を分析し、コンポーネントの故障を予測可能[1]。

➢ 従来は部品が故障してから行っていた整備や交換を、故障する前の最適な場所やタイミング
で予防的に実施することが可能となり、スペア部品の在庫管理の効率化にも寄与[2] 。

⚫ 航空オペレーションの改善

➢ 匿名化された他の航空会社のベンチマーク指標にアクセスし、フライトオペレーションや機材管
理等に関するパフォーマンスを自社のパフォーマンスと比較することで、自社の改善余地を探る
ことが可能[2]。

⚫ 生産プロセスの効率化

➢ 自社だけでなく、エアバス社の生産ライン全体で発生している故障や不具合、遅延やその原
因をリアルタイムで把握することが可能[2]。

サプライヤーや航空会社に対してプラットフォームを提供

5. JAXA, JR西日本とJAXA、故障予測AI技術を活用した宇宙機のヘルスマネジメント事業に関する共創活動を開始

図 Skywiseが改善対象とするサプライチェーン[4]

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ②航空機・防衛業界事例

https://aircraft.airbus.com/en/services/enhance/skywise
https://onecapital.jp/perspectives/airbus-dx
https://www.aviationwire.jp/archives/122474
http://okinawa.bciaerospace.com/images/Conferences/Presentations/Airbus_presentation.pdf
https://www.jaxa.jp/press/2022/10/20221017-1_j.html
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米空軍では、世界中で運用されているF-16戦闘機の維持と近代化のため、Lockheed Martin社と共同で2機のF-16を実
際に分解してスキャンすることにより、エンジン部分を除く他すべての実物大の3Dモデルを作成中である。

1. USAF, Air Force to develop F-16 ‘digital twin’
2. PLM & ERP NEWS, The Lockheed Martin Aeronautics Win – Integration and Digital Twins the Secret to Siemens’ A&D Success

業界 防衛 適用目的 品質・コスト・リードタイムの改善

事例 F-16近代化（米空軍 / Lockheed Martin）

＜概要＞

⚫ 米空軍では、世界中で運用されているF-16戦闘機の維持と近代化のため、Lockheed Martin社と共同でF-16のエンジン部分を除く他すべての実物大の
3Dモデルを作成中である（2021年より4年間の計画）[1]。

＜成果（見込み）＞

⚫ 更新や修理のために航空機を分解するには多大な時間、費用、労力を要している。3Dモデルを活用することにより、整備士が取り外す必要のない部品を取り外
す前に、仮想環境でさまざまな解決策をモデル化し、処置が有効どうかを確認することができる。その結果、整備作業の負担を軽減し、航空機が飛行スケジュー
ルから外れるのを防ぐことが可能となることが見込まれる[1]。

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ デジタルツインの構築において、新規システムに対する適用のハードルが高い場合には、実績のある既存システムをリバースエンジニアリングによりモデル化することに
より、特にリピート開発の衛星や標準衛星バスを利用する場合等において、次に示すような既存システムの製造・維持管理コストの削減や、次世代開発への
データ活用等が可能となるのではないか。

➢ 軌道上で発生した事象を地上のデジタルツイン環境で再現することによる不具合事象の調査効率化や、当該事象処置の次号機設計へのフィードバック

➢ 本事例にように実物大の3Dモデルを作成することによる、製造現場作業者向けのトレーニング（機器取付、ハーネス配線等）

図 戦闘機へのデジタルツイン適用のイメージ[2]

⚫ これにより保守部品の供給に関するサプライチェーンリスクの軽減
（3Dプリンティング技術の活用へつながるなど）、F-16の近代化改
修へ向けた実機検証による手間とコストの削減が可能になる、として
いる[1]。

⚫ 本取り組みでは、2機のF-16を実際に分解してスキャンすることにより、
エンジンを除いて航空機の実物大の3Dモデルを作成する[1]。

⚫ F-16のような実績のあるプラットフォームを使ってデジタルツインのデー
タモデルを進化させることで、ライフサイクルコストのさらなる削減を実証
し、同時にデジタルスレッドの継続性によってさらなる能力を導入する
ことを目指している[1]。

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ②航空機・防衛業界事例

https://www.aflcmc.af.mil/News/Article-Display/Article/2677215/air-force-to-develop-f-16-digital-twin/
https://plm-erpnews.se/aktuellt-pa-engineering-com-the-lockheed-martin-win-integration-is-the-secret-to-siemens-success-in-aerospace-defense-meet-vp-dale-tutt/
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米空軍では、WeaponONEと呼ばれるプログラムにおいて、デジタルツインを活用することにより現実世界の兵器で取得したデータ
を仮想空間上へフィードバック（ハードウェアインザループ）し、兵器システムの性能向上を図る取り組みを行っている。

1. USAF, WeaponONE demonstrates Digital Twin technologies that deliver software-defined weapon capabilities to the battlefield

業界 防衛 適用目的 システムの機能・性能向上

事例 WeaponONE（米空軍）

＜概要＞

⚫ 米空軍では、WeaponONEと呼ばれるプログラムにおいて、デジタルツインを活用することにより現実世界の兵器で取得したデータを仮想空間上へフィードバック
（ハードウェアインザループ）し、兵器システムの性能向上を図る取り組みを行っている[1]。

⚫ 今後、更なるデジタルツインモデルの開発、物理環境と仮想環境で相互にデータ交換する取り組みを加速し、実戦環境へ適用されていくことが見込まれる[1]。

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ 運用中に常にデータの収集、地上との通信を行っている衛星システムにおいても、収集したデータをデジタルツインにフィードバックするハードウェアインザループの取り
組みを行うことにより、以下に示すようなシステムの機能・性能向上を図ることが可能となるのではないか。

➢ 初期チェックアウト時の各種ゲインチューニングの効率化・最適化

➢ 運用開始後の性能向上（擾乱に対する応答性能の向上、充放電サイクルの最適化等）

図 WeaponONEにおける巡航ミサイルに対するデジタルツイン適用[1]

⚫ 米空軍は「Gray Wolf」と呼ばれる巡航ミサイルシステムを用いて以下に示すデモ
ンストレーションを行った[1] 。

➢ 24時間のATO（Air Tasking Order）サイクルの中で物理環境上のデータ
を収集

➢ 人工知能/機械学習技術を活用した高性能コンピューティングシステム上でシ
ミュレーションを実行し、ソフトウェアアップグレードの可能性を評価

➢ 最も適切な行動方針を決定した後、戦域内の物理兵器に迅速に展開

➢ ほぼリアルタイム、あるいは次の24時間のATOサイクルで、兵器の性能を改善

＜成果（見込み）＞

⚫ 上記デモンストレーションの成功により、飛行中の兵器からデータを収集し、デジタル
ツインへフィードバックすることにより迅速なサイクルで性能向上を図ることが可能であ
ることが確認できた[1]。

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ②航空機・防衛業界事例

https://www.wpafb.af.mil/News/Article-Display/Article/2478391/weaponone-demonstrates-digital-twin-technologies-that-deliver-software-defined/
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Northrop Grummanが開発中の大陸間弾道ミサイルSentinelはデジタルツインを用いて開発が行われている。本取り組みにより、
様々なパターンの設計を総当たりで評価することを可能とし、能力とコストのバランスが最も良いものを選択することができた。

1. Northrop Grumman, Digital Twins Facilitate Program Success
2. AIR & SPACE FORCES MAGAZINE, GBSD Using Digital Twinning at Every Stage of The Program Lifecycle
3. INSIDER, How digital engineering is keeping the US firmly ahead of evolving threats

業界 防衛 適用目的 システムの機能・性能向上

事例 Sentinel ICBM（Northrop Grumman）

＜概要＞

⚫ Northrop Grummanが開発中の大陸間弾道ミサイル（ICBM）Sentinelはデジタルツインを用いて開発が行われている。この規模のプログラムでは初めて、
完全デジタル環境で成果物が提供される[1]。

＜成果＞

⚫ 上記取り組みにより、「60億もの異なるシステム設計」を総当たりで評価することが可能となり、能力とコストのバランスが最も良いものを選択することができた[2]。

衛星業界への適用可能性

⚫ 本事例ように、設計フェーズにおいてモデル化による誤差を極力低減したデジタルツインを構築することにより、大量の設計パターンに対して総当たりでシミュレー
ションを行うことが可能となり、衛星システムの機能・性能の最適化に寄与できるのではないか。

⚫ 但し、世界の中でも最先端の取り組みが行われている米国安全保障分野において、大規模システムにおけるエンジニアリングチェーン全体に対するデジタルツイン
の導入がようやく実現しつつある状況から、同種取り組みは技術面・コスト面におけるハードルが高いものと考えられる。従って、まずは物理的なプロトタイプ（カン
ファレンス調査結果におけるFlatsatの取り組み等）等を組み合わせた適材適所でのデジタルツインの導入が衛星開発には適しているのではないか。

図 Gecko Roboticsによる発射施設解析[6]

⚫ プログラム開始時の初期の概念設計フレームから、プロトタイプを製造するEMD（技術・製造
開発）フェーズ、初飛行の準備まで、プログラムライフサイクルのあらゆる段階でデジタルツインを
採用している[2]。

⚫ デジタルツインにおいては、製品や部品の外観だけでなく機能も再現したバーチャル3Dモデルを
作成する。これにより、製造開始の前にテストし、フィードバックを得て、再テストを行うことが可
能となる[3]。

⚫ モジュール式のオープンシステム設計により、運用コストと維持コストが削減され、脅威の状況が
進化し続ける中、適切なシステムを維持できるよう非常に高いシステム柔軟性が提供される[4]。

➢ 長期間の稼働が見込まれるICBMにおいて、デジタル技術の適用により、部品が突然時代
遅れになったり材料が予期せぬ形で故障したりする等の問題を迅速に把握して軽減し、移
行計画を維持し続けることを目指している[5]。

⚫ 現行システム（GBSD）からの移行に向け、発射施設についてもGecko Robotics社のデジ
タルツインソリューションを用いて解析・構築が進められている[6]。

4. Northrop Grumman, Sentinel – The Ground Based Strategic Deterrent
5. Breaking Defense, Sentinel and Raider: Where these two legs of the nuclear triad stand today
6. Gecko Robotics, In-Depth Data Insights Help U.S. Air Force Ensure Reliable Operations

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ②航空機・防衛業界事例

https://www.northropgrumman.com/what-we-do/digital-transformation/digital-twins-facilitate-program-success
https://www.airandspaceforces.com/gbsd-using-digital-twinning-at-every-stage-of-the-program-lifecycle%EF%BF%BC/
https://www.businessinsider.com/sc/how-digital-engineering-keeps-us-military-ahead-of-enemy-threats-2022-2
https://www.northropgrumman.com/space/sentinel
https://breakingdefense.com/2022/09/sentinel-and-raider-where-these-two-legs-of-the-nuclear-triad-stand-today/
https://blog.geckorobotics.com/in-depth-data-insights-help-us-air-force-ensure-reliable-operations
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業界 事例 概要

適用目的

システムの
機能・性能向上

運用省力化・
高度化

品質・コスト・リー
ドタイムの改善

自動車 iXacs（旭鉄工／i 
Smart 
Technologies）

自動車部品製造メーカの旭鉄工は、製造工程のデータ収集による
効率化・低コスト化を目的とし、段階的にデジタル技術を導入。社
内用に開発したIoTによる製造ラインモニタリングシステムについて、新
会社を設立し「iXacs」という名称で外販を開始した。

○

Digital Product 
Passport（欧州）

欧州産業の国際競争力を高めるための製品政策の中で、EU域外
を含むサプライチェーンに関する詳細な一連の環境負荷情報や資源
循環性に関わる情報を格納するデータパッケージであるDigital 
Product Passport(DPP)の仕組みの導入が開始。

○

電気自動車スター
トアップの設立（ボ
ルボ／ルノー）

ボルボグループとルノーグループは、ソフトウェア定義の完全電気自動
車を開発するためのスタートアップを設立。従来の働き方や企業シス
テムの制限にとらわれずにスタートアップを設立することで、最先端のテ
クノロジーの実装、イノベーションの実現を目指す。

○

ベトナムの「フルデ
ジタル」自動車工
場（VinFast／
Siemens）

ベトナムのスタートアップ自動車メーカであるVinFastはSiemens
と協力し、年間25万台の自動車の生産能力を備えた「フルデジタ
ル」自動車工場を、わずか21か月でゼロから構築。 ○

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ③自動車・医療機器業界事例
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業界 事例 概要

適用目的

システムの
機能・性能向上

運用省力化・
高度化

品質・コスト・リー
ドタイムの改善

医療機
器

ソフトウェア検証プ
ロセスの自動化
（Critical 
Manufacturing）

Critical ManufacturingのMES（製造実行システム）には米国の
FDAや欧州のEMAなどの医療規制機関によって定義されたソフト
ウェア検証プロセスの自動化機能が搭載。要求～設計結果～テスト
結果のトレーサビリティを常に確保することが可能。

○

クラウドベースの
3D CAD導入
（Onshape／Loop 
Medical）

医療機器製造のスタートアップ企業であるLoop Medicalは、導入

コストの削減、スイス・ドイツ・フランスのエンジニアリングチーム
間のコラボレーションの効率化を目的とし、クラウドベースの3D 
CAD製品であるOnshapeを導入。

○

センサデータの遠
隔監視による顕微
鏡の故障予測
（ZEISS）

超高解像度顕微鏡メーカーのZEISSは、ハイエンド顕微鏡の顧客

満足度の向上とサービスコストの低減を目的とし、顕微鏡のセン
サデータを遠隔監視することで校正関連のダウンタイムを削減
するサービスの提供を開始。

○

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ③自動車・医療機器業界事例
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自動車部品製造メーカの旭鉄工は、製造工程のデータ収集による効率化・低コスト化を目的とし、段階的にデジタル技術を導入。社内
用に開発したIoTによる製造ラインモニタリングシステムについて、新会社を設立し「iXacs」という名称で外販を開始した。

1. 日経XTREND, 老舗車部品メーカーがIoTのDXで改善 トヨタ式で年間4億円を削減
2. i Smart Technologies, iXacs(アイザックス) – IoTによる製造ラインモニタリング

業界 自動車 適用目的 品質・コスト・リードタイムの改善

事例 iXacs（旭鉄工／i Smart Technologies）

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ 衛星システムメーカに部品等を供給するTier2、Tier3のメーカにおいても、社内改善活動等の一環としてIoT機器の導入を進めていくことで、比較的安価にデジ
タル技術の活用が可能となるのではないか。

⚫ 特に、簡易なセンサ等により、既存の設備に合わせた機器を用意することにより、更なる導入コストの削減が可能となるのではないか。

図 xxx[1]

＜概要＞

⚫ 自動車部品製造メーカの旭鉄工は2014年より、製造工程のデータ収集によ
る効率化・低コスト化を目的とし、段階的にデジタル技術の導入を開始した[1]。

⚫ 社内用に開発したIoTによる製造ラインモニタリングシステムについて、新会社
（i Smart Technologies）を設立し「iXacs」という名称で2016年より外
販を開始[1]。

⚫ 製造ラインの生産個数、停止時間、サイクルタイム等のデータについて、外付
けのセンサにより収集し、AWSのクラウド上で管理、専用の端末により可視化
を行う[2]。

⚫ 磁石や光を利用した外付けセンサにより、古い設備に対しても導入が可能[2]。

⚫ システム導入に際しては、コンサルタントやエンジニアが工場を訪問、またはリ
モートにより製造ラインを確認し、センサの設置場所の決定、改善箇所の提
言等を行う[1]。

＜成果＞

⚫ 旭鉄工は社内工場におけるIoT導入により、製造原価の見える化、人件費
削減等を進め、2013年（デジタル技術導入前）比で年間4億円を削減す
ることができた[1]。

⚫ i Smart Technologiesによる外販においては、部品製造メーカ等を中心に
200社以上への導入実績を有している[3]。

図 既存設備への外付けセンサの設置[2]

図 iXacsのシステム構成例[2]

3. i Smart Technologies, 導入事例

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ③自動車・医療機器業界事例

https://xtrend.nikkei.com/atcl/contents/18/00509/00039/
https://www.istc.co.jp/service/ixacs
https://www.istc.co.jp/ixacs-case
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4. Circularise, What data goes into a digital product passport?

欧州産業の国際競争力を高めるための製品政策の中で、EU域外を含むサプライチェーンに関する詳細な一連の環境負荷情
報や資源循環性に関わる情報を格納するデータパッケージであるDigital Product Passport(DPP)の仕組みの導入が開始。

1. 企業間情報連携推進コンソーシアム, デジタル製品パスポート（DPP）という欧州の世界戦略とNEXCHAIN
2. Roland Berger, 車載電池から始めるデジタル・プロダクト・パスポート（DPP）

業界 自動車 適用目的 品質・コスト・リードタイムの改善

事例 Digital Product Passport（欧州）

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ 衛星製造業界においても、今後欧州向けの衛星開発においてDPPへの対応が求めらる可能性がある（最終的にはあらゆる業界・製品を対象にする構想）こ
とや、経済安全保障におけるサプライチェーンリスクへの対応等により、部品やコンポーネントの製造元や材料等の情報を含む、サプライチェーン全体における情報
管理が必要となっていくのではないか。

⚫ 規制対応等の消極的動機によるデジタル技術の導入であっても、副次的なメリット（サプライチェーン間のデータ連携や不具合情報の共有等）が得られるきっか
けとなる可能性がある。

＜概要＞

⚫ 欧州のDG GROW（成長総局）とDG ENV（環境総局）は共同で欧州産業の国際競争力を高めるための製品政策(Product Policy)を定めている[1]。

⚫ 上記政策の中で、EU域外を含むサプライチェーンに沿ったすべての生産・流通・加工拠点に関する詳細な一連の環境負荷情報や資源循環性に関わる情報を
格納するデータパッケージであるDigital Product Passport(DPP)の仕組みが導入されている[1]。

図 Digital Product Passport [2]

図 サプライチェーンを通じた情報管理 [3]

⚫ DPPでは、製品に取り付けた二次元バーコードやICチップを読み取ることにより、製造元、
使用材料、リサイクル性、解体方法や利用履歴等を確認することが可能[2]。

⚫ 最終的にはあらゆる業界・製品を対象にする構想だが、直近では、2022年に採択され
た欧州電池規則に即し、車載電池を皮切りに開発が進んでいる[2]。

⚫ サプライヤーはDPPに対応できなければ、サプライチェーンから締め出されるリスクがある一
方、データ整備に伴い、車載電池を取り巻く診断／修繕・リース・保険などの事業機会創
出も期待されている[2]。

図 Digital Product Passportの概要[4]

3. Water magazine,New report suggests Digital Product Passports could be the key to driving carbon 
neutral decisions

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ③自動車・医療機器業界事例

https://www.circularise.com/blogs/data-in-a-dpp
https://note.com/nexchainofficial/n/n5cc548b61f2b
https://rolandberger.tokyo/journal/3383/
https://www.watermagazine.co.uk/2022/07/25/new-report-suggests-digital-product-passports-could-be-the-key-to-driving-carbon-neutral-decisions/
https://www.watermagazine.co.uk/2022/07/25/new-report-suggests-digital-product-passports-could-be-the-key-to-driving-carbon-neutral-decisions/
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ボルボグループとルノーグループは、ソフトウェア定義の完全電気自動車を開発するためのスタートアップを設立。従来の働き方や
企業システムの制限にとらわれずにスタートアップを設立することで、最先端のテクノロジーの実装、イノベーションの実現を目指す。

1. engineering.com, Skip Digital Transformations: Start Fresh and Break from Legacy
2. ELECTRIC MOTOR NEWS, Renault Group, Volvo Group and CMA CGM Group join forces for electric vans

業界 自動車 適用目的 システムの機能・性能向上

事例 電気自動車スタートアップの設立（ボルボ／ルノー）

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ 長年のノウハウを保有する大型衛星メーカ等において、従来の開発プロセスにとらわれないデジタル技術の活用を進めていく一つの手段として、IT業界等で盛んに
行われている社内ベンチャー制度の設立等の取り組みが有用なのではないか。

⚫ 小規模で独立した組織を設立することで、意思決定の迅速化やスモールスタート的な取り組みが可能となると考えられる。

＜概要＞

⚫ ボルボグループとルノーグループは、ソフトウェア定義の完全電気自動車を開発するため
のスタートアップを設立した[1]。

⚫ 従来の働き方や企業システムの制限にとらわれずにスタートアップを設立することで、最
先端のテクノロジーの実装、イノベーションの実現を目指す[1]。

⚫ 2026年に生産開始予定の完全電気自動車は、「LCVスケートボードプラットフォーム」
と呼ばれるプラットフォーム上に構築され、ソフトウェア定義のアーキテクチャにより高いモ
ジュール性が実現される[1]。

⚫ 両社は、デジタル技術の導入に際して既存の組織ではなくスタートアップの設立を選択
した理由を以下の通りに述べている[1]。

➢ 革新的な自由: 新たに始めることで従来の制約から自由になり、制限なく創造性と
革新性を促進可能

➢ アジャイルな意思決定: スタートアップ企業は迅速に適応し、大規模組織にとっての
課題である、急速に変化する市場で優位に立つための迅速な意思決定が可能

➢ 焦点を絞った戦略: 新会社を立ち上げることで、リソース、人材、専門知識を特定
の影響力の高い製品にのみ集中させ、戦略的アプローチを確実にすることが可能

➢ ニッチ市場への浸透: スタートアップはビジネスモデル全体をニッチ市場に合わせて調
整し、市場への浸透と顧客満足度を高めることが容易

➢ リスク管理: 革新的な製品を独立した組織にすることで、管理された実験を行うこと
ができ、組織全体を危険にさらすことなくリスクを最小限に抑えることが可能

図 LCVスケートボードプラットフォーム[2]

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ③自動車・医療機器業界事例

https://www.engineering.com/story/skip-digital-transformations-start-fresh-and-break-from-legacy
https://www.electricmotornews.com/gb/veicoli-ecologici/renault-volvo-cma-cgm-furgoni/
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ベトナムのスタートアップ自動車メーカであるVinFastはSiemensと協力し、年間25万台の自動車の生産能力を備えた「フルデジ
タル」自動車工場を、わずか21か月でゼロから構築。

1. Siemens, The first fully digital automotive factory in South East Asia

業界 自動車 適用目的 品質・コスト・リードタイムの改善

事例 ベトナムの「フルデジタル」自動車工場（VinFast／Siemens）

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ 衛星製造業界においても、新たに設備を整備する際に他産業でも導入されている既存のデジタル技術関連製品・ノウハウを導入し、設備間の連携や将来のス
ケーラビリティ等を考慮した設備設計とすることにより、製品ライフサイクルに対するデジタル技術の導入を加速することが可能となるのではないか。

⚫ また、本事例のように生産工程および実際の製品のパフォーマンスデータを（新製品ではなく）現行製品の生産工程にフィードバックする取り組みにより、衛星コ
ンステレーションにおける同一モデルの製造やEM製造後のFM製造に対する生産品質・効率の向上に寄与できると考えられる。

＜概要＞

⚫ ベトナムのスタートアップ自動車メーカであるVinFastは、年間25万台の自動車の生産能力と、さらに
多くの自動車に拡張できる柔軟性を備えた「フルデジタル」自動車工場を、わずか21か月でゼロから構
築した[1]。

⚫ 上記工場の構築には製造業向けのデジタル技術導入を手掛けるSiemensが協力しており、製品ラ
イフサイクル管理（PLM）ソフトウェアと製造オペレーション管理（MOM）を組み合わせた、同社の
包括的な製品を使用している[1]。

⚫ デジタルツインを活用することにより、完全な仮想環境での物理ベースのシミュレーションとデータ分析の
組み合わせ、物理的なプロトタイプの数を大幅に減らしながら、イノベーションをより迅速かつ確実に実
現することが可能となる[1]。

⚫ 生産工程および実際の製品のパフォーマンスデータを収集、分析し、開発サイクルにフィードバックするこ
とも可能[1]。

図 デジタル技術関連製品の活用[1]図 デジタルツインによる開発プロセス[1]

＜成果＞

⚫ Siemens社のデジタル技術関
連製品群を活用することにより、
グリーンフィールド（整備されてい
ない土地）に自動車工場を整
備する同様のプロジェクトに比べ、
2倍の速度で工場を構築するこ
とができた[1]。

図 VinFast社の自動車工場[1]

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ③自動車・医療機器業界事例

https://www.siemens.com/global/en/industries/automotive-manufacturing/references/vinfast.html
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Critical ManufacturingのMES（製造実行システム）には米国のFDAや欧州のEMAなどの医療規制機関によって定義された
ソフトウェア検証プロセスの自動化機能が搭載。要求～設計結果～テスト結果のトレーサビリティを常に確保することが可能。

1. Critical Manufacturing, Automated Validation
2. Critical Manufacturing, A step to the future of manufacturing

業界 医療機器 適用目的 品質・コスト・リードタイムの改善

事例 ソフトウェア検証プロセスの自動化（Critical Manufacturing）

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ 衛星製造業界においても、打ち上げ後の修正が困難である製品特性から、他産業に比べて要求に対するトレーサビリティ確認（設計審査等）に多くの時間を
要していると想定されるため、検証プロセスの自動化はコスト・リードタイムに対するメリットが大きいと考える。

⚫ 特に、今後ソフトウェア定義衛星等の取り組みにより製品におけるソフトウェアの占める割合が大きくなっていくと考えられるため、本事例のようなソフトウェア開発プ
ロセスにおける設計結果と検証結果のトレーサビリティ確認の自動化が有効なのではないか。

図 ソフトウェア検証プロセスの自動化[1]

図 トレーサビリティの確保と検証ドキュメント生成[1]

＜概要＞

⚫ 医療機器メーカは、患者の安全を確保するため、米国のFDAや欧州のEMA
などの医療規制機関によって定義されたソフトウェア検証プロセスへ対応し、大
量のドキュメントを提出し承認を受ける必要がある[1]。

⚫ Critical ManufacturingのMES（製造実行システム）には上記プロセスへ
対応したソフトウェア検証の自動化機能が搭載されており、要求部門／設
計・製造部門等が開発環境を共有し、要求～設計結果～テスト結果のト
レーサビリティを常に確保することが可能[1]。

⚫ 製造部門がテストを実行すると、自動的に規制機関による検証プロセスに対
応したドキュメント（テスト結果）が生成され、要求部門に共有される。

⚫ テスト結果と同時に、ユーザ向けトレーニング用のパワーポイント資料も生成さ
れる[1]。

＜成果＞

⚫ 本製品により、これまで数ヶ月かかっていた検証プロセスが数日程度まで短縮
されるとされている[1]。

⚫ 米国の医療機器メーカであるUltradentは、これまで40年間紙ベースのシス
テムを使用していたが、3年間のロードマップを策定し本製品の導入を進めてお
り、ウォーターフォール方式からアジャイル方式へ開発プロセスを切り替える計画
[2]。

SW設計・製造部門によるテ
スト結果に基づきドキュメント
を自動生成、要求元へ共有

要求文書、設計文書、
テスト結果間のトレーサ
ビリティを常に確保可能

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ③自動車・医療機器業界事例

https://www.criticalmanufacturing.com/insights/white-papers/automated-validation/
https://www.criticalmanufacturing.com/insights/case-studies/ultradent-case-study/


126

23-002-R-013

医療機器製造のスタートアップ企業であるLoop Medicalは、導入コストの削減、スイス・ドイツ・フランスのエンジニアリングチーム
間のコラボレーションの効率化を目的とし、クラウドベースの3D CAD製品であるOnshapeを導入。

1. ptc, Loop Medical is Developing the First Painless Blood Collection Device
2. Onshape, Unmatched Team Collaboration

業界 医療機器 適用目的 品質・コスト・リードタイムの改善

事例 クラウドベースの3D CAD導入（Onshape／Loop Medical）

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ 衛星業界においても、ソフトウェア開発については既に構成管理ツール（Git等）の活用が進んでいると考えるものの、多くの要素から構成されるハードウェア開発
に対しても本事例のようにコラボレーション効率化のためのソリューションが有効なのではないか。

⚫ 特にスタートアップ企業においては、本事例のようにクラウドベースの製品を利用することにより導入コストを抑えた事業の立ち上げが可能となるのではないか。

⚫ また、Tier2、Tier3のメーカも含めたサプライチェーン間の設計データのやり取りをクラウド上で実施することにより、情報連携の効率化を図れると考えられる。

図 CADデータの共同編集[2]

図 CADデータのブランチとマージ[2]

＜概要＞

⚫ 医療機器製造のスタートアップ企業であるLoop Medicalは、導入コストの削減、スイス・
ドイツ・フランスのエンジニアリングチーム間のコラボレーションの効率化を目的とし、クラウド
ベースの3D CAD製品であるOnshapeを導入した[1]。

⚫ Onshapeはクラウド上に構築されているため、デバイス（PC／タブレット等）やOS
（Windows／Mac）等に依存せず、Webブラウザ上からアクセスすることが可能[1]。

⚫ ユーザ間のコラボレーション効率化のため、以下のような機能が利用可能[2]。

➢ CADデータのブランチとマージ、編集履歴の追跡

➢ リアルタイムでのデザインレビュー（リアルタイムコメント）

➢ コメントや会話スレッドの最新情報のリアルタイム通知

➢ 個人またはチームに対するタスクの割り当てと進捗管理

➢ CADデータの共同編集

＜成果＞

⚫ Loop Medicalは事業立ち上げに際し、本製品の導入により高性能な動作環境の整備
やCAD製品のインストール等の手間とコストを省くことができた。また、IT専任の担当者を
配置する必要がなくなった。

⚫ コラボレーション機能を利用することにより、遠隔地のチーム間での作業を30%効率化する
ことができた。

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ③自動車・医療機器業界事例

https://www.ptc.com/en/case-studies/loop-medical
https://www.onshape.com/en/features/collaboration
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超高解像度顕微鏡メーカーのZEISSは、ハイエンド顕微鏡の顧客満足度の向上とサービスコストの低減を目的とし、顕微鏡のセ
ンサデータを遠隔監視することで校正関連のダウンタイムを削減するサービスの提供を開始。

1. ptc, ZEISS Microscopy Focuses on Service Excellence
2. ptc, Field Service Optimization Solutions
3. ptc, ThingWorx Flow

業界 医療機器 適用目的 運用省力化・高度化

事例 センサデータの遠隔監視による顕微鏡の故障予測（ZEISS）

衛星業界への適用可能性（案）

⚫ 衛星運用においても、テレメトリデータ等を蓄積・活用することで故障予測や運用改善が可能となると考えられ、JAXA等により同種の取り組みが始まっている。

⚫ また、衛星コンステレーションの運用時、故障予測・検知により当該衛星を一時的に除外する等、運用計画の柔軟な変更にも対応可能となるのではないか。

図 保守サービスを最適化する3つの方法[2]

＜概要＞

⚫ 超高解像度顕微鏡メーカーのZEISSは、ハイエンド顕微鏡の顧
客満足度の向上とサービスコストの低減を目的とし、顕微鏡のセ
ンサデータを遠隔監視することで校正関連のダウンタイムを削減す
るサービスの提供を開始した[1]。

⚫ 研究機関などにとって装置のダウンタイムは、プロジェクトの遅延や
設備の貸出による研究費の捻出等に影響が発生するため、顧客
満足度やサ-ビスエンジニアの派遣コストへ直結する要素である[1]。

⚫ センサデータを収集・分析するためのThingWorxと呼ばれるIoT
プラットフォーム製品と、Microsoft Azureのクラウド環境を組み
合わせることにより、顧客の顕微鏡を遠隔で監視し、問題が出る
前に遠隔で機器の校正を行ったり、ソフトウェアのアップデートを行
うことが可能となった[1]。

＜成果＞

⚫ 同社の顧客の約85%が本サービスを利用し、初回対応率（FTTR※）が
13ヶ月で7%向上した[1]。
※サービスエンジニアが問題への対処を初回の訪問で完了させて原状復帰させ
る率

⚫ これまで1日程度掛かっていた校正関連のダウンタイムについて、1～2時間に短
縮することができた[1]。

図 ThingWorxによる機器の接続例[3]

3.2.1 デジタル開発技術調査

3.2.1.6 他分野DX事例調査 ③自動車・医療機器業界事例

https://www.ptc.com/en/case-studies/zeiss
https://www.ptc.com/en/solutions/service-optimization
https://www.ptc.com/-/media/Files/PDFs/IoT/ThingWorx-Flow-Data-Sheet.PDF
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MBSE技術

世界の
動向

✓MBD-ACに関しては、ESAで
Handbook策定を進めるなど、普
及と併せて、QA分野も進捗

✓ AI活用に関してはまだ新しい技術
ではあるが、ツールベンダーによると、
急速な普及が見込まれている。

✓ INCOSE:2025年には全てのSE
がMBSEになると予測。

✓宇宙分野でもNASA/ESA等の宇
宙機関、Boeing, Lockheed 
Martin, Airbus, TAS等主要
メーカーが積極的に推進

強み

弱み

日
本
の
現
状

✓MBDは普及している。
✓MBD-ACに関しても、実衛星開

発に適用し、設計効率向上を実
現している例あり。

✓MBD-ACの開発標準への取込み

✓ AI設計技術に関して、QA等への
懸念から、採用が遅れる可能性あ
り。

✓実PJにてMBSE本格採用し、効
率化を果たした報告例はない。

✓衛星向けMBSEの開発フローやオ
ントロジーの標準がない。

✓多数の部門間にまたがる技術開
発は日本は不得意。

✓ JAXA DX研究会にて、宇宙業界
としてMBSE推進を取り組み

✓国内で自動車、航空機等MBSE
推進例がある。

設計自動化技術
(MBD-AC/AI活用等)

設計・生産データの一元管理、
及び、活用技術

✓民生少量多品種分野での
lighthouse認定工場ではデータ
一元管理・活用を重視。

✓ ESA/Airbus/TASはIndustry 
4.0を連携して開発を実施。

✓ 設計各工程はMBDや3D CAD
の使用等のデジタル化は浸透

✓ 製造各工程は小集団活動等の
改善活動の普及で効率化が図
られている。

✓設計・生産データの一元管理、及
び、活用技術により、大幅に生産
性を向上させた報告例はない。

✓多数の部門間にまたがる技術開
発は日本は不得意。

製品のライフサイクル全体に関わり、
各工程間の効率化に寄与する技術

特定工程を効率化する技術

3.2.2 強み・弱み分析

3.2 衛星開発のライフサイクルにおけるデジタル開発技術調査分析
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3.2 衛星開発のライフサイクルにおけるデジタル開発技術調査分析

3.2.3 開発戦略の検討  （MBSE開発戦略案)

・SDS化、コンステレーション化、自動化/自律化等、システム(地上含む)は高度化/複雑化の一途
・構成するサブシステム側の技術も高度化/複雑化。
・一方で衛星の競争環境は激化。開発期間は短縮する必要あり。
→ ニーズと開発、各設計/製造/検証間をより効率的につなぐ、システム設計手法の効率化が必須。その最有力候

補はMBSE。

開発の
必要性

論点 MBSEを導入するか否かではなく、どのようにすれば効果的に導入できるか？

開発
戦略案

JAXA 刷新PJ DX研究会によるコミュニティを維持・発展の上、以下に取り組む。
① コミュニティの進める標準化がガラパゴス化しないよう、欧米の標準化動向の調査、自身の標準との比較、及

び、欧米標準化コミュニティの活動への積極的な参加を進める。
② JAXAプロジェクトでの原則MBSE適用化に向けた活動

・ 単にパイロットプログラムへの適用のみではなく、そのPJ完了を待たず、フェーズ毎に成果を刈り取り、適用
PJを拡大する仕組み
・ 実用PJへの適用に対する課題の洗い出し、その課題に対する技術や規格の開発

③ 多数のPJに渡って継続的にMBSE技術開発のPDCAを回せる仕組みの構築

調査
結果

調査から見えてきたMBSE導入の効果を最大化させる主なポイント：
➢ ユーザー、ツールベンダー一体となったコミュニティの形成:MBSEのようなデジタル開発技術ではツールのサポートが必

須。コミュニティとしてツールベンダーを巻き込み、ツールベンダー側の動機付けとなるコミュニティが必要。
➢ コミュニティ内でのベストプラクティスの共有、それを基にした標準化:MBSEは自由度が高くモデリングができてしまう

ため、分野毎に何をモデリングすると効果が高いか、ベストプラクティスの共有、及び、それをオントロジー化するなどの
標準化が効率化には不可欠。特に顧客-メーカー、メーカー間等、作業I/F部分の標準化が効果的。

➢ 導入の加速にはトップのコミット(社内、客先要求）が必要
➢ 継続的なPDCAの改善サイクル

日本の
現状

できていること：JAXA刷新PJ DX研究会内にて推進
➢ コミュニティの形成
➢ 日本国内での作業I/F部分の標準化

できていないこと：
➢ 欧米動向含めた標準化
➢ トップのコミット・継続的なPDCA改善サイクル



132

23-002-R-013

3.2 衛星開発のライフサイクルにおけるデジタル開発技術調査分析

3.2.3 開発戦略の検討（設計・生産データの一元管理、及び、活用技術開発案)

➢ 日本国内には年産5~10機程度の少量・多品種の小規模量産を必要としている企業が多い(2.5.1項)。
➢ このような少量・多品種の生産に関しては、大規模な設備導入等で特定の工程を効率化したとしても、効果は限

定的であり、各工程間(設計-生産、生産の工程間等)を効率的につなぐ取り組みが効果的となる。(3.2.1.4項)
→ 一元管理されたデータ(設計データ、IoT取得データ等）を部門間で活用する技術が重要。

開発の
必要性

論点 各社異なる生産システムを採用している中、我が国全体として本技術の開発・導入をより効率的行えるようにする方
法は何か？

開発
戦略案

① 宇宙産業向けEMSを指向するベンダーへの支援
生産システムは各社異なるため、支援効果を最大化させるためには、衛星各社から製造を請け負うEMSベン
ダーの育成を行うことが望ましいのではないか。

② システムメーカ、EMSベンダー間での情報共有、活用技術の開発
各社の得意領域に集中する現在の分業の流れの効果を最大化させるためにも、企業間の情報共有の効率
化が重要。EMSベンダーを核として情報共有の仕組みを開発することで、効果が最大化できるのではないか。

③ 現状のシステムインテグレーションフローは製造・試験が入り組んでおり、EMSを効果的な実施が難しいと想
像される。EMSを前提とした開発フローや、EMS側での製造・検査取得データの共有方法等開発が必要。 

調査
結果

調査から見えてきた導入の効果を最大化させる主なポイント：
➢ 設計者・製造者に負担をかけないデータ取得・分析の仕組みの構築

(既存設備等に追加できる技術・システムも多く開発されてきている.)
➢ １社内に留まらず、サプライチェーン含めた情報共有システムの構築

日本の
現状

できていること：
➢ 単一工程の生産性改善等は日本各社の改善活

動等で進んでいる。
➢ 製造アライアンスへの取組等、特定の企業間での

連携の取組は進められている。

できていないこと：
➢ 人工衛星分野でのEMS(製造受託)ベンダーの確立は

途上。
➢ システムメーカー、EMSベンダー間でのより効果的な情

報共有。
➢ EMSを前提としたシステム開発フローの再構築
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3.2 衛星開発のライフサイクルにおけるデジタル開発技術調査分析

3.2.3 開発戦略の検討 （設計自動化技術開発案)

➢ MBD-AC/生成AIを活用した設計技術等、新規設計技術は設計生産性向上への寄与は大きく、活用せずに欧
米等の企業を競い合うことは困難

➢ 一方で、これら新規技術を活用する際に、どのようにすれば設計品質を確保できるのかは大きな課題。

開発の
必要性

論点 MBD-AC/生成AI等の新規設計自動化技術の導入時の適切な設計品質確保方法とは？

開発
戦略案

① 新規設計技術採用に関わるガイドラインの整備
生成AIの活用等、新規の設計技術が次々と生まれる中、新規技術採用の効率化とインフラ化しつつある

宇宙産業での品質確保のバランスをとるためには、適用に関するガイドラインが必要ではないか。適用する衛
星のクラスだけでなく、該当技術を適用する機能・部分のクリティカリティに応じて、適用までに実施すべき、
当該設計技術に対する検証項目等が参照できることが望ましい。

② 特定の新規設計技術の設計・検証フローの標準・ガイドライン化
生成AIによるSWコード生成や、生成AIを用いたAM構造最適化等、有望な技術に関しては、ツールベン
ダー含めたユーザーコミュニティを形成し、ベストプラクティスの共有、及び、それらを活用した標準化、もしくは、
ガイドライン化を進めていく事が重要。その際、①と同様、衛星クラス、採用部分のクリティカリティに応じた
テーラリングが行えることが望ましい。

調査
結果

調査から見えてきた導入の効果を最大化させる主なポイント：
➢ 1社の取組では試行数が少なく、技術を枯れさせ、十分な設計品質を得るまでにコストと時間がかかりすぎる。複

数社でのコミュニティ形成により、知見の共有し、可能な範囲での標準化、ガイドライン化が効果的。
➢ 新規設計技術の設計品質保証はツールベンダーに依存するところも多い。コミュニティ形成や標準化により、ツール

ベンダーのモチベーション向上、取組容易化も重要。(例：ESAではMBD-ACのガイドラインを作成。その中でツー
ルベンダーのMathWorksとの協力関係が見受けられる。)

日本の
現状

できていること：
➢ MBD-AC等の技術採用は各社進んでおり、SW

に関しては開発標準への取込みも行われている。
➢ 各社の取組の中で品質保証はしている。

できていないこと：
➢ 新規設計技術適用可否を判断する際の根拠となりう

るガイドライン等がない。
➢ 各社間での知見の共有、その体系化がない。



134

23-002-R-0133.3.1 オンボード基盤技術 目次

3.1 令和4年度技術項目にかかる最新動向の調査分析

3.2 衛星開発のライフサイクルにおけるデジタル開発技術調査分析

3.3 衛星電気システム基盤技術の調査分析

3.3.1 オンボード基盤技術

3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

3.3.1.2 オンボード処理に関わるプレイヤー調査

3.3.1.3 デバイス調査

3.3.1.3.1 デジタル処理デバイス調査

3.3.1.3.2 メモリ調査

3.3.1.4 強み弱み分析

3.3.1.5 戦略・研究開発計画の検討

3.3.2 誘導制御系技術

3.3.3 電源系技術

3.4 衛星機械システム基盤技術の調査分析

3.5 コンステレーション構築等に必要な技術

3.6 定常・動向分析

3.7 適時調査・事実確認 



135

23-002-R-013

➢ オンボード基盤技術としては、アプリケーション、計算機(開発環境等含む)、デバイスそれぞれが相互に
影響しあいながら、成長を加速させている。

➢ 半導体の微細化等の恩恵を受け、数年前までは現実的ではなかったアプリケーション等が実用化されつ
つある。

アプリケーション

計算機
(開発環境含む)

デバイス

➢ COTSを活用した高性能計算機が実証フェーズから実用フェーズに移行
➢ 計算機の高性能化により、性能制約を乗り越えやすい垂直統合から、

開発効率を確保しやすい水平分業への流れが加速
➢ オンボード処理の進展に伴いSW開発の効率化が重要視。SWのフレー

ムワーク、ツールボックス、ECOシステムの開発が進む

➢ 通信・観測分野ともに処理のオンボード化・SDS化の流れは進展。
➢ 通信分野においては、「LEO衛星での衛星―携帯直接通信」、「ESA

での次世代向け再生中継・B5G/6Gに対する取組」が顕著
➢ 観測分野においては、観測データのオンボード処理は実証フェーズから実

用フェーズに移行しつつあり、並行して観測計画のオンボード化が進む。
➢ 宇宙データセンタ等、新規アプリケーションに対する取組も見受けられる。

➢ COTSの利活用技術 (放射線評価、システム上の耐性強化等）と並
行して、欧州での微細な7nmプロセス開発等、宇宙用高信頼性デバイ
スの開発も進む。

技術分野 トレンド

3.3.1 調査まとめ

3.3.1 オンボード基盤技術に関する調査・分析
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3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

目次

3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査
① まとめ

② 通信分野でのオンボード処理

③ 観測分野でのオンボード処理

④ 宇宙データサーバの動向

⑤ セキュリティ関連のオンボード処理
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➢ 通信・観測分野を中心にオンボード処理の実用化が進む。

➢ 上記に対応して、各衛星に演算リソースを提供する宇宙データセンタの構想も進んでいる。

アプリケーション オンボード処理トレンド 備考

通信 DBF、チャネライザ、変復調、より上位のプロトコル等のオンボード処理が、適用される衛

星毎に柔軟性、通信総帯域、計算リソースのトレードオフ結果に従い実装、実用化され
ている。

DBF:Digital
Beam 
Forming

観測 観測データのデータ帯域削減・レイテンシ削減のため、オンボードでの画像生成(SAR画
像再生、HSデータキューブ化等)、圧縮、ML/AI等を用いたターゲット抽出等の機能が、実
証段階から実用段階へ移行。それに伴いSWの効率的な開発に焦点が移ってきている。
並行して観測運用のオンボードでの自律化も実証段階であるが開発が進んでいる。

ML/AI：機

械学習、
人工知能

測位 抗堪性向上のため、測位信号のSW無線化(DBF、変調方式・暗号化方式変更等)の検討
が進められている。
(米国：Navigation Technology Satellite-3(NST-3))

※1

軌道上サービス 近接航法等のため、ML/AI等を用いた画像航法の開発が進む。 ※2

暗号化 従来、地上-衛星間の暗号化は計算量の小さい共通鍵暗号方式が一般的であったが、

衛星間通信のネットワーク化等の進展により、共通鍵暗号方式では限界が来る可能性
があるため、公開鍵暗号方式への取り組み例も見受けられる。

従来
アプリケーション
以外のサービス

宇宙データセンタ(軌道上クラウドと呼ぶベンダーもあり)と呼ばれる豊富な演算リソース、
衛星間通信I/Fを持つ衛星を上げ、他の衛星に演算リソースを提供するサービスの構想
が進んでいる。

※1:SW無線の観点では、通信分野が先行しているため、以降オンボード基盤技術としての詳細調査は省略する。
※2:画像処理の観点では観測分野が先行しているため、以降オンボード基盤技術としての詳細調査は省略する。

  誘導制御技術調査の観点から、下期に詳細調査を実施予定。

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

① まとめ
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➢ DBF/チャネライザ機能による通信ビーム配置・周波数帯域の柔軟性確保はGEO/MEO/LEOともに実
用化が進む。

➢ GEO/MEOでは、総通信帯域が優先。変復調や上位プロトコルへの対応は限定的。近年、よりビームの
柔軟性を重視する傾向あり。

➢ LEOでは、Mobileダイレクトアクセスに関して地上局含めて開発が進む。

技術トレンド 備考

GEO/MEO
通信

➢ DBF/チャネライザ機能による通信ビーム配置・周波数帯域の柔軟性を確保した広
帯域衛星の普及が進む( 2022年度の調達静止衛星の大半が本機能を保有、SES-
17、O3b mPOWER等軌道上運用開始)

➢ 総通信帯域を優先しているため、データの変復調等は行わないTransparent型の
通信衛星が多い。

➢ 大容量の通信帯域(～数100GBps)を効率的に処理するため、各社専用のオンボー
ド計算機を開発している。

➢ 近年ESAはTransparentの中でも、帯域は~100Gbps程度までに抑えて、よりビーム
の柔軟性を重視する傾向あり。

LEO通信 ➢ DBF/チャネライザ機能による通信ビーム配置・周波数帯域の柔軟性を確保した通
信衛星が一般的。

➢ 衛星間光メッシュネットワーク等に接続する衛星においては、変復調が必要。
➢ ASTmobile, Starlink等、Mobileへのダイレクトアクセスに関する技術実証が急速に

進捗中。携帯基地局の機能の、衛星-地上局間での分担が肝になると推察。

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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各ミッションでのSDS特徴 昨年までの調査結果と整理 今年度における変化(見立て)

「静止通信」
において

a.SDS＝データ復調を伴わな
い全データデジタル処理、
≠SDR。

b.最大数100Gbpsやビーム
配置をデジタルデバイス技術
で軌道上可変、需要に対応。
2022年度は調達静止衛
星の大半がSDS

a. 「可変性」は近年のGEO HTS事業のコア。
標準品ではなく、大手各社が開発

b.処理速度・可変・部品・アルゴリズムキー
c. 復調はせず欧州ではTransparent payload

等と称する
d.軌道上運用開始（SES17[DBFは弱い]、

mPower[強い])、評価は今後

a. 商用通信はデータ内容のエッジ処
理よりも通信ビーム柔軟性のニー
ズが高く技術的には優先。

b. マルチオービットは声は高いが先
行するSES・Viasatの状況は不明

c. Defense衛星ではAEHF等で一部の
帯域をClassifyとしてDmuxした後再
生中継するように見える(高速CMD
同等)が全帯域に進むかは不透明、
デバイスと優先度次第。

d. O3b mPowerの軌道上電源系不具
合やOnesatの開発遅延等、最新の
欧米のSDS衛星開発に躓きが見受
けられる。

「LEO通信」
において

a.１機のスループットが低い
(10数Gbps）

b.通信データの変復調までソフ
トウェアで行い、SDS≒SDR。

a.衛星間メッシュネットワークでは復調（送達先
制御用MPL等)が必要でありSDRが必要

b.同時にセキュリティや干渉回避のための変復調
方式や広帯域の周波数への対応をソフトウェア
で実施し付加価値（PWSA,イリジウム等）。

c. SpireコンステではNB通信ミッション
(AIS/IoT/ Msg.通信)を同じ衛星で軌道や
期間に応じてSDRとFPGA MPSoCのSWで
可変にし通信サービスとのこと。NBなのでできる。

a. Starlink Ver2の仕様からMobileダイ
レクトアクセスの性能拡大、20kW
級のKa/Eバンド大型衛星がコンス
テ計画。

b. GEOの優位性へ更に一石
c. gNodeBの搭載レベルの見極めが

開示されていないため不透明(G/W
ビーム大幅拡充計画からRUのみ
搭載の可能性有)

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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各ミッションでの
SDS特徴

昨年までの調査結果と整理 今年度における変化(見立て)

「静止通
信」におい
て

a. SDS＝データ
復調を伴わな
い全データデジ
タル処理、
≠SDR。

b. 最大数
100Gbpsや
ビーム配置をデ
ジタルデバイス
技術で軌道上
可変、需要に
対応。2022
年度は調達静
止衛星の大半
がSDS

a. 「可変性」は近年のGEO HTS事業のコア。標
準品ではなく、大手各社がオリジナルで開発し
自社バスとして実装。

b. 処理速度・可変・部品・アルゴリズムキー
c. 復調はせず欧州ではTransparent 

payload等と称する
d. 軌道上運用開始（SES17[SFPBと思われ

DBF機能はないかあっても励振素子数は最小
と推察]、mPower[強い])、評価は今後

a. 商用通信はデータ内容のエッジ処理よりも通信ビーム柔軟性のニーズが高く技術的に
は優先。各社苦労しつつ開発中、数年遅れておりMEOで軌道上不具合もあった。

b. また欧州系SDSは各オペレータへの納入に軒並み数年単位の遅延有
c. 一方大手企業は製造＋サービス＋デバイス＋SWが一体で次なる運用コスト削減・最

適化・マルチオービットを見据えて通信のエッジ処理のための開発を進めている。運用
管制・干渉周波数分析・再変調等が推測されるも、明確な目的は非開示。

d. マルチオービットは今年になってSESがGEO/MEOの本格事業とLEO提携、Intelsatの
MEO計画公表、EutelsatのOneweb収益化計画声等、静止オペレータの積極的な事業
展開が開始され今後シームレスとレジリエンスの必要要件となる印象。

e. IntelsatブルーノCTO「MEOはGEOやLEOと比較して顧客満足度と財務的見返りの両方か
ら最適な投資、LEOのみのビジネスモデルの持続可能性には疑問を持っている」

f. Defense衛星ではAEHF等で一部の帯域をClassifyとしてDmuxした後再生中継するように
見える(高速CMD同等)が全帯域に進むかは不透明、デバイスと優先度次第。

g. 上記と並行して小規模マルチビームではあるが、GapFiller的な小型Kaバンド衛星
（Astranis）や新興のSwissto12のHummingBirdも安価なProceで複数受注

「LEO通
信」におい
て

a. １機のスルー
プットが低い
(10数
Gbps）

b. 通信データの
変復調までソ
フトウェアで行
い、
SDS≒SDR。

a. 衛星間メッシュネットワークでは復調（送達先
制御用MPL等)が必要でありSDRが必要

b. 同時にセキュリティや干渉回避のための変復調
方式や広帯域の周波数への対応をソフトウェ
アで実施し付加価値（PWSA,イリジウム
等）。

c. SpireコンステではNB通信ミッション
(AIS/IoT/ Msg.通信)を同じ衛星で軌道や
期間に応じてSDRとFPGA MPSoCのSWで
可変にし通信サービスとのこと。NBなのででき
る。

d. なおLEO通信衛星でもOnewebのようにデジ
タル処理だが非再生(Transparent)で行う
ケースも多い。

a. Starlink Ver2の仕様から通信性能としてEIRPとG/W電力・ビーム数が大幅に拡大、
20kW級・2ton級のKa/Eバンド大型衛星となるとの数値が推測されている。但しVer２は
StarShip打上げ前提であり今はVer2mini。

b. GEOオペレータもLEOを事業の一部に取り込む動きが急。営業提携や買収等。
c. gNodeBの搭載レベルの実現度見極めが開示されていないため進展は不透明。Starlink

も仕様からは衛星間に依存するだけではなく、最終的にはG/Wに常時大容量をDLする
必要性から、G/W回線を大幅に拡充。RUのみ搭載の可能性が高い。⇒その後Ver2で
はLTEのeNodeB機能の搭載の情報あり。

d. データレートではAST社が10Mbpsの実証を行ったとのことでダイレクトスマートフォーン

の動きも早い。ここでもRIU/DU/CUの搭載化レーヤは不明なるも、RUまでの搭載では
ないかと推察される（未確認）。

e. 高スループット光ネットワーク（HyDRON）のようなミッションでは、レーザー通信端末を
RFリンクと多重化されたチャンネルを接続し、それぞれのプロトコルが異なるため復調
⇒変調のための再生中継が必要と言われている。但し日本の光中継静止衛星ではオ
ノフキーイングをKaのPSKに変換している1:1接続であり再生中継ではない。

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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(1)最近の通信オペレータ見解 （海外）

(1-1) Satellite2023

大型通信衛星のSDSに関する最近の話題（2023.３月）

➢ 衛星ブロードバンドの顧客は、LEOの容量が日進月歩で拡大する状況でGEOオペレータに対しても
将来の期待できるLEOの価格を念頭に短期契約を要求する傾向が強い（Regionalオペレータ）。
➢ Starlink（当社見立てではCAPEXを回収する価格設定ではない）とOneWeb（きわめて高価）は

依然としてLEO拡大に投資と開発を継続しているがGEOオペレータは、すでにビジネスへの大きな影響を
自覚。

➢ アラブ首長国拠点のABS談 「以前5年契約であったところから1年更新へ契約を求られている。」
➢ Arabsat談「顧客はLEOの状況は圧倒的に供給過剰と考えている。」
➢ 英国Avanti談「新規衛星調達はLEOへの資金還流でGEOファンドははるかに厳しい。」

一方以下の事情も言及しており、したがってGEO/MEO通信衛星のビジネスチャンスは技術とコストが成立
すれば成長余力は大きいとのこと。
➢ LEOは80％をただ飛行しているだけであり空海のBB需要があるとはいえ、GEOと異なりCap.＝需要で

はない。
➢ コンステレーション維持のため5～7年ごとにほぼ全機を入れ替えることになり莫大なラニングコストが必要。
➢ GEOは中長期契約から短期契約への移行圧力が大きいが、単価は高く、多くの収益につながる可能性。

https://spacenews.com/leo-constellations-are-starting-to-disrupt-geo-capacity-contracts/

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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通信GEOが大型化するLEOコンステレーションと対抗して、今後も事業継続される条件として、以下の条件と考えている。

（赤は現在未実現）

✓ SDSがベース（スルーリピータであるが帯域、ビーム、接続の可変性をデジタル化、すなわちビジネスや場合に

よっては静止位置も周波数によっては変更可能）

✓ 衛星１機当たりの総容量（数10Gbps～現在最大1Tbps[Viasat-3]）はMore and more

（Global）

✓ 覆域の広域性(DBFにより最低半球、最終的にはGlobal、ただしまだ少数)、DualUseになるに従い広域化

✓ ビーム精細化（最低0.5°～0.数°）：VIASAT-3は既に0.1deg以下で通常の1/5以下

✓ ビット単価(1～2M$/Gbps：数年前と変わらず、まだGEOではハードルが高い)

✓ 軌道上での搬送波周波数変更（Ku⇔Kaなど）

✓ 全帯域の再生中継

⇒LEOとの競争力の観点でnegative要素※1とpositive要素※2を以下に示す。

※1 GEOでのフル再生中継negative要素。（当社見立て）

➢ 数100Gbpsの通信処理とDBF機能を現状Softwareだけで行うことはまだ難しく、観測衛星やNB通信における

SDSのトレンドとは異なりHW依存は当分続くと想定する。

➢ 通信衛星が「SDS」を近年称しているのは、「SDS」が当然の観測衛星のデータ処理や高次処理、乃至はNBで衛星

間が必須のIridiumとは異なり、漸く数百Gbpsのリアルタイム処理が宇宙でもできるようになったことから、SDRから派

生してそう総称している、と理解している。

(1)最近の通信オペレータ見解 （海外）

(1-2) LEOに対するGEOの機能性能向上に関する考察（negative terms)

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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※2 同上positive要素。（当社見立て）

➢ 一方、上記背景(BB全体の再生中継やその先のエッジ処理の困難さ)から、今までHTSは衛星が得意な5Gの

バックホールとして貢献してきたが、LEOがモバイルダイレクトアクセスと更なるBB化を進めるトレンドの中で、GEOの

優位性は、LEOに比較して非常に小さいCAPEX、地域需要に最適化可能、周波数権益に限定されるのか？

➢ Positiveなトレンドとして以下を考えている（当社見立て）

➢ 例えば5GのgNodeBのRU（無線ユニット）だけでなくDU（分配ユニット）やCU（中央演算ユニット）のオン

ボード化によるgNodeB全体の搭載のEUの動き（LEO対象だけでなくGEOの動きもある）は既に開発RMに上っ

ている（2022年度調査結果と同じ）。

➢ SDSの運用は地上におけるDPRM（通信コンフィギュレーション最適化装置）の設計やその運用が複雑であ

り、一部をオンボード化によるオペレータの通信制御負荷分散の動きがある（メーカヒア＠WSBW）

➢ またそれ以外にHTSの受信データによるGeo Location等のエッジ処理は復調とデータ処理が必要であること

（同上）

➢ 特定ユーザ（特定帯域）のセキュリティ強化のための部分的再生中継・再暗号化・再変調の動き（AEHF）

➢ これらは静止レガシー大手の中で出てきていると聞いており、実際ASICベースの既存DTP内ではこれら付加価

値向上のための追加機能は難しく、外付けのエッジコンピューティングを新たに既存通信GEO SDSに搭載する

コラボレーション（WinWinの付加価値向上）のトレンドも出てきている（同上）。

(1)最近の通信オペレータ見解 （海外）

(1-3) LEOに対するGEOの機能性能向上に関する考察（positive terms)

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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(1) 最近の通信オペレータ見解 （国内）

[1]事業模索中
①NTN事業を立ち上げ中の事業者もあり、一方GEOの既得権益、費用対効果に自信を持ちつつも、新しい通信・観
測事業を模索中という印象。
➢ フルデジタルペイロードは、まだ放送衛星のように技術的に完成されていない点と、どのような顧客ニーズがあるか模索中。

但し従来通信放送ではアンカーテナンシ―がなかなかつかない状況であり、事業の方向であることは一様に評価。
➢ レガシーオペレータは②GEOの軌道権益が最大の財産、GEOコンステレーションという構想もあるし、③本格的なスマ

ホへのBBのダイレクトアクセスの考えもある。ユーザへ同じ方向から到来する電波源として既存のGEOは優先され、
今後LEO衛星がますます増えても変わらない。

➢ また④LEOコンステレーションはCapexだけではなく機数を維持するためのOpexは非常に高コスト。
➢ GEOはコンステレーションを組んでも相対的にはるかに安い。LEOのように⑤GEOコンステは均一サービスを行う必要

はなく、フットプリントごとの地域性を出せる（最適化できる）。
➢ スマホBBダイレクトは、今後必ず必須となる。その際⓺EIRP対策として巨大アンテナが必要であるが、それでもGEO

のコストメリットは大きいはず。

https://www.s
kyperfectjsat.s
pace/ir/library
/jsat_report/2
022/space/

[2]スカパーJSAT
の公開SWOT⇒
客観的分析と考える。

なお、[1]と[2]は
関連はない。

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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Eutelsat Konnect VHTS ：TAS最大の衛星、Spacebus NEO
TASやEutelsatはDTPによる通信のフルデジタル処理という意味で“SDS”と称している。

➢ 2022/9月打上、ペイロードで20数kW、
打上げ6.5ton級、全高８ｍ級。

➢ 5G-DTP搭載、アクティブ熱制御搭載、
230Kaスポット/500Gbpsと極めて容
量が多いが、DBF機能はあるものの素
子数と励振制約（DBF処理負荷）か
ら成型自由度（可動・変更範囲）は
小さい模様⇒次ページ情報。

(2) 500Gbps TAS KONNECT VHTSの分析（軌道上SDS）

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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a. Konnnect VHTS(TASのSpaceBus NEO最新/最大規模)のビームレイアウトは設計中に最適に固定。DTPとMFPB (マルチ
フィードパービーム)により、多少の柔軟性が得られるが、柔軟な変更はできないと考えられる。

b. Konnect VHTSはTASの最新のDTP-5Gで500Gbps＠400GHz帯域とのこと。1ポート2.5GHzの最大帯域幅とのことで、
2.5GHz×2偏波×送受×2Bit×230 スポット≒4.6Tbps程度の処理能力はあるのでは。 ユーザへは2.5GHzのうち一般的に約
1.0GHzと思われるので、単純計算で460Gbps＋αであり、公称500GbpsはReasonableと考えられる。

c. アンテナは、ビームフォーミング (アナログかデジタルかは不明) であることは確実だが、Viasat-3ペイロードの方がKonnect-VHTS
よりもはるかに最新で柔軟との評。やはりBoeing設計製造の方がDBFでは進んでいると思われる。

d. またADS(OneSat)のFlexibleな機能はオペレータにとって魅力的なようで、競合するInspireは受注を伸ばしているが、比較では
Onesatとのこと。 DAFR（TAS)とIPA（ADS)の性能的な差異と思われるがOperatorの公式情報から両社とも開発は遅れてい
る。技術的な観点も大きいがここ数年のSupply Chainの問題も大きいとのこと（UnderWriter情報）。

[2] 下記SNSは専門的だが評者の個人的見解とのこと。TASのSpacebus NEOに対して高評価ではなくViasat-3をより評
価している。 https://lafibre.info/satellite/un-nouveau-satellite-lance/48/

[1] Konnect VHTS(2022/9/7打上,Ariane)
Globalではなく、ヨーロッパとMENAの230スポットだが、総量500Gbpsと容量は非常に多い。

(2) 500Gbps TAS KONNECT VHTSの分析

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理

https://indico.esa.int/event/225/contributions/3685/attachments/3356/4394/OBDP2019-S01-02-CNES_Pericart_Digital_Transition_for_Satcom_Payloads.pdf
https://space.skyrocket.de/doc_sat/airbus_onesat.htm
https://lafibre.info/satellite/un-nouveau-satellite-lance/48/
https://lafibre.info/satellite/un-nouveau-satellite-lance/48/
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(2) 500Gbps TAS KONNECT VHTSの分析

https://www.eutelsat.com/files/PDF/investors/2021-22/H1%202021-22_Presentation_vfinal.pdf#page=28

下記のようなVHTS・HTSを商用・政府向けに多く保有・計画しているEutelsatも昨年度調査のように放送収入が減り通信への移行も盤石と
は言い難く、Onewebによるマルチオービットによる事業をいかに進めて行けるかが注目される。

TIM Telecom Italy：イタリア
で第一位の携帯キャリア

Overon スペイン：アーカイブ・OTT・
Secure性をファイバー・Wifi・衛星で
提供、NW+コンテンツ重視

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理

https://www.eutelsat.com/files/PDF/investors/2021-22/H1%202021-22_Presentation_vfinal.pdf#page=28
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Konnectの料金体系の例
例としてMax100という契約体系では月単位で日中100GB、夜中300GBなので、単純計算では
13GB/1日で100$月程度であり、光固定よりは高いが、携帯とは同等レベルの料金ではないかと
推測する。

(2) 500Gbps TAS KONNECT VHTSの分析

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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(3) Starlinkの将来像とSDS
https://www.nextbigfuture.com/2023/03/spacex-starlink-v2-mini-and-the-future-of-tesla-internet.html
Ver2で170Gbps/1機、Direct to Smartphone Yesとある。現在のNBメッセージから大幅にEIRPを増加させると予測。
またこの携帯向け機能にgNodeBとして必要な再生中継を含める方針かが不明。Ver2がGatewayビームを現世代に比較して大幅に拡充し
ていることから（60数ビーム級）、gNodeBは地上に委ね、携帯との中継機能に特化する方針かもしれない（不明）。

現在情報が公開されつつあるV2 F9-1

今後Starship実現の際に打上げ
られるとの本格的なVer 2

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理

https://www.nextbigfuture.com/2023/03/spacex-starlink-v2-mini-and-the-future-of-tesla-internet.html
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②Bus StarshipがV2乃至は更に次世代と推定、
SAP2翼で約256m^2超、COTSシリコンで少な
めに見積もって1kW/10m^2としても25kW超は
ある。衛星サイズも6.4m x 2.7m/2000kg
ともはや大型GEOよりも大電力であるが、
170Gbps/1機との予想（前頁）。
• GEO：400Gbps/20kWに対してLEO（距離
1/50）にも関わらず170Gbps/20kw超と極端
にbitあたりの電力が大きい背景は不明。

• 当社見立て⇒GEOのように総スループット重
視よりもDirect to Smart PhoneにおけるWifi
同等のBBのために一桁以上高いEIRPを重
視する設計かもしれない。

• 実現した場合はGEOにとって更に脅威となる。
• なおOneweb等の小型、LightSpeed等中型
(600kg相当）でもかなり遠い性能と思われる。

https://www.teslarati.com/spacex-first-starlink-gen2-satellite-
launch-2022/

①Bus F9-2(V2miniと推定)は、SAP2翼で約100m^2超、COTSシリコンで少
なめに見積もって1kW/10m^2としても10kW超はある。衛星サイズも
4.1m x 2.7m/800kgと大型である。60Gbps/1機の予想（前頁）

(3) Starlinkの将来像とSDS

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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(3) Starlinkの将来像とSDS

https://www.nextbigfuture.com/2023/03/spacex-starlink-v2-mini-and-the-future-of-tesla-internet.html

Ver2 Starshoipの製造コストは、衛星単体では1.0M$/1機(20kW/2000kg)とOneweb（3kW/200-
300kg/）と同等とのこと。本当だとするとDestrutiveにコスト競争力がある。

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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(3) Starlinkの将来像とSDS

https://www.nextbigfuture.com/2023/03/spacex-starlink-v2-mini-and-the-future-of-tesla-internet.html

50Mbps換算でStarlinkが
15$/Month⇒4$/Month、
Onewebが30$/Monthと
差がある。Onewebは以
前の調査の場合2桁程度
高かったと想定するが真
偽は不明。

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理
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(4) SDSに関する考察
➢ GEO大型通信ではSDSは搬送波はRFフロントエンドのアンプ・LNA効率やアンテナ制約から変更でき

ないが同じバンドの中で中心周波数や帯域、10Mbps等サブチャンネル単位のビームアサインを前
提とし、これらのビームの柔軟性を前提としている。同じDBFでも覆域が狭い方式（Spacebus NEO）と
ある程度広い方式（InspireやOnesatや）やDRA方式を比較すると、最近は前者はSDSと呼ばない傾
向がある。明確な定義があるわけではない。

➢ 一方Starlink Ver2で推測されるように、LEOで20kW超170Gbpsの容量、ユーザビームでもKaだけで
はなくEバンドを使用する計画からはDirectMobileのためにいままでより極端にEIRPを大きくし、少な
くもFWDリンクは数10Mbpsを直接通信できるものと考える（ASTEC想定）。

➢ この際、欧州で開発が進められているgNodeBを搭載のためのSDS機能（下記）の中で、FrontHaulと
MiddleHaulを実現するためのFull gNB on boardか、あるいは左端のRUのみを実現するかで大きく
機能性能の差異は生ずると思われ、先駆的なStarlinkの進捗を見定める必要がある。

モバイルダイレクトサービ
スとしてStarLink Ver2が右

記のどの部分までを搭載
化しているのかが通信衛
星のSDSとしてはキーとな
ると考える（ASTEC見解）。

？
？

国内衛
星通信
識者コメ

ント

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査
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MAXARの新規SDS
➢ Tranche1でL3-HarrisのPrimeの元で14機Tracking Layer衛星バス

を受注
➢ MAXAR 300 seriesと思われる。150kg～。
➢ パロアルトとサンノゼの工場でプラットフォームを製造、2024年納入予定
➢ 光/RF衛星間実装
➢ ミッションテーラーの構造・SAP
➢ 化学または電気推進
➢ https://mobilityforesights.com/product/software-

definedsatellite-market/ ではSDSとして紹介

https://www.maxar.com/pr
oducts/maxar-300-series

Boeing
➢ MEOを除きGEOではこのコンフィギュレーションでのセールスはないが、同社のWebでは最も経済的なSDSと呼んでいる。
➢ SDSとしてのビームFlexibilityはmPowerで最も早期に証明されているはずであるが、GEOで商用として受け入れられ

ていない背景は不明。

LockheedのPWSA Tranche0（TL）10機を含む13機を9/2打上げ
Transport Layer（TL)10機＋York SSの1機＋Tracking Space-X ２機 。
➢ Link16で衛星と戦闘機をコネクトする。Tranche0のLM分はバスはTybak(その後Terran Orbitalが吸収)とのことで

あったが、その後量産ではLM？、SDSアキテクチャは当初よりLMとある。
➢ Tranche1/Tranche2でそれぞれLMが42機/36機受注、いずれもTransPortLayer (T1TL,T2TL)。LM

は8月に年間180機体制の小型衛星(SDAのSmartSatを含む)のローベイ製造ライン約1800m^2をコロラドデ
ンバーにOpen。現在の両者のシェアリングは明確ではない。

➢ PWSAに関してTerranとの協業から離れている可能性もある。

一方Terranは下記の記載あり。これらのSDS機能はTerran？ https://terranorbital.com/missions/wildfire/

➢ 広域・狭域に適した変調方式最適化
➢ セキュリティ通信機能（周波数ホッピングなど）、独自の最先端波形
➢ 戦術データリンクのスペース動的ネットワーキングとルーティング技術
➢ 商用暗号システム、
➢ ブロックチェーン技術
➢ マルチバンドフェーズドアレイアンテナ
➢ マルチレベル・セキュリティ（MLS）。

(5) 大手SDSの最新状況

LMのTranche0 TL10機(9/2打上げ分)

Tranche0 ２回目の9/2打上げ分

Space-X 
TrL 2機

LM TL 
10機

York SS TL 
1機

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査
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https://mobilityforesights.com/product/software-defined-satellite-market/
https://mobilityforesights.com/product/software-defined-satellite-market/
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https://www.maxar.com/products/
maxar-300-series

(5)大手SDSの最新状況

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理

➢ Airbus社製 Onesat, TAS社製 SpaceInspire, Boeing社製 702X等の中規模SDS衛星は各社受注は伸ばしていた
が、先行していたAirbus/Boeingは2023年に入り、製品化、もしくは、軌道上での問題顕在化。躓きが発生している。

©Airbus
©Thales

出典：EDHPC2023

Bus OneSat Space Inspire 702X
Manufacturer Airbus Thales Alenia Space Boeing

Power
Up to 12.5 kW 
(i.e. half of Eurostar NEO)

Up to 12 kW Up to 12 kW 

Launch mass 3 tons 2-3 tons Unknown(dry mass at 1.9 tons)

Lifetime 15 years 15 years 15 years

capacity 50-100Gbps に最適化 50-100Gbps に最適化 5,000 beams/sat Max200 Gbps

Size N/A 1m high About 1m high 

受注数 9機 6機 11機(O3b mPower (MEO))

問題
Onesatの開発遅延により、4億ユーロの
費用を2023Q3に計上。[1] ー

2023年に打ち上げた4機に電源不具合
が発生。当初は軽微な不具合と識別され
たが、その後、衛星の運用寿命、帯域性
能に大きく影響する問題と確認された。[2]

[1]：https://www.spaceintelreport.com/airbus-books-428m-charge-on-cost-overruns-schedule-delays-for-multi-satellite-development-program/
[2]：https://spacenews.com/ses-says-o3b-mpower-electrical-issues-are-worse-than-thought/

https://indico.esa.int/event/445/
https://www.spaceintelreport.com/airbus-books-428m-charge-on-cost-overruns-schedule-delays-for-multi-satellite-development-program/
https://spacenews.com/ses-says-o3b-mpower-electrical-issues-are-worse-than-thought/
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• AirbusのGen5 OBP “Hyperion” 

➢ 前ページのFuture aspcctsを反映

➢ 1.6 Tbps (transparent機能)

➢ 現在（2023・10月）機能試験

➢ 認定は2023 （Onesat次世代と推定）

Previous OBP generation (Gen3) build.

Product
Gen3 

Integrated 
Processor 

Gen4 SMP 
(Small Modular 

Processor)

Hyperion Processor 
(Gen5)

Theia Processor
(GPP)

Eos Processor
(Constellations)

b/w per I/O port 192 MHz 500MHz Up to 2.5 GHz Up to 1 GHz TBD

Connectivity Capacity 2 GHz 2-50 GHz 640 GHz ~300 GHz TBD

BW granularity 200 kHz 25 kHz 2 MHz Few KHz to Few MHz TBD

Digital I/F Baseband BB/UHF/L-Band
Direct Interface up to Ku/Ka 

band
Direct Interface up to Ku/Ka 

band
Direct Interface up to Ku/Ka 

band

SWaP 30 kg / 300 W
~ -20% Mass, -40% DC 

power (modular)
10 time improvement in DC 

power & mass vs GEN4
TBD, better than  Gen4, 

Reconfigurable/Scalable
TBD, Reconfigurable/Scalable

Specific function ready 
(FPGA / ACAP)

No Yes Yes
Yes, 5G and AI ready
incl. Edge computing

Yes, 5G and AI ready
incl. Edge computing

Beam-Formed capability
Yes

150 MHz
Yes

15-30 GHz
Yes

Several 100 GHz
Yes

~ 100GHz
TBD

GEN 3 IP GEN 4 DTP EosTheiaHyperion

• DBF容量が15-
30GHzなので
Onesatクラスと
推定

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査
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(5)大手SDSの最新状況

Airbusの通信用オンボードプロセッサ

➢ Onesatに採用されていると推定されるGen4に続き、Gen5以降の開発を継続中。
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https://www.maxar.com/products/
maxar-300-series

(6) ESAの取り組み状況

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理

➢ 2017~2018年程度までは、通信の大容量化が望まれ~1Tbpsを目指し、大容量通信衛星を開発してきた。

➢ このような大容量衛星では、素子レベルのDBF等は非現実的であり、ある程度柔軟性を犠牲にする必要があった。

➢ 2018年以降、より柔軟性が重視され、通信容量は50-100Gbps程度のMedium Capacityに抑え、素子レベルのDBF
等、十分な柔軟性(ただし変復調を伴わないTransparent型)を持つ中規模SDS衛星開発に移行。
→Airbus社 Onesat, TAS社 SpaceInspire

Airbus社 Onesat TAS社 SpaceInspire

©Airbus
©Thales

出典：EDHPC2023

https://indico.esa.int/event/445/
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https://www.maxar.com/products/
maxar-300-series

(6) ESAの取り組み状況

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理

➢ Onesat/SpaceInspire後に関しては、更なる柔軟性の獲得のため、再生中継機能を重要技術開発項目と定めている。

➢ 再生中継機能により主に以下のメリットが得られる。
・ユーザーリンク/フィーダリンクの依存関係を弱めることができ、プロトコルの柔軟性・帯域利用効率の向上が図れる。
・衛星間通信等にて複数のプロトコル間での通信が可能となる。特に光衛星間通信は変調方式が異なるため必須。
・RFリンク毎の誤り訂正 or 再送制御等により、リンクの回線設計が大幅に向上する。 

➢ 一方で再生中継を実現するには大きなリソースが必要。(28nmのFPGAでは1石で0.5Gbps、100Gbpsには200石必要)

©Airbus
©Thales

出典：EDHPC2023

https://indico.esa.int/event/445/
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https://www.maxar.com/products/
maxar-300-series

(6) ESAの取り組み状況

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理

➢ 再生中継を実現するため、以下に示す通り要素技術から幅広く開発を実施中
・半導体：7nm以下のUDSM（Ultra Deep Submicron）技術でのヨーロッパ製ASIC/FPGAの開発
・パッケージ技術：2.5D/3D パッケージング技術により、RFチップ/光IFチップ/メモリチップと演算チップをワンパッケージ化
・演算アルゴリズムの高度化：FFTやフィルタ計算等の基本的な信号処理アルゴリズムから低リソース化の開発を実施

©Airbus
©Thales

出典：EDHPC2023

https://indico.esa.int/event/445/
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https://www.maxar.com/products/
maxar-300-series

(6) ESAの取り組み状況

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理

➢ 再生中継と併せてBeyond 5G/6GのNTNに向けた技術開発をSPL (Strategic Programme Line)として実施中。

➢ SPLの中も2025-2027年をターゲットとしたMid-Term、2027-2030ターゲットとしてLong Term等、長中期にて計画。

➢ ARTESと協調して、実開発PJにつなげつつ、計画を進行中。

©Airbus
©Thales

出典：EDHPC2023

https://indico.esa.int/event/445/
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LEO オンボード処理GEO オンボード処理

a. 通信帯域が広くなり数100Gbps以上の衛星の全帯域再生
中継の実装は、適用デバイスの点でも熱電力面でも開発や
実装のハードルがまだ非常に高い。

b. Transparentな中継器は帯域だけでサブチャンネルを分離す
るため、信号の変調や中身に関与できないため、逆に地上系
の通信方式進化の影響を受けない、一方Non 
Tranparentは通信方式を地上と同期させる必要がある。

c. デバイスの進化に依存するため、その宇宙用適用時期の見極
めが難しい。

d. 開発コスト・リカリングコスト・電力・熱などのリソースが大きいた
め、サービス可変性からくる利便性とのとのトレードオフが必要
となる。

本分析では観測のML/AI、高次画像処理、通信のSDR、通信コン
ステレーションのメッシュNWをオンボード処理と見做し分析
a. SAR画像化等で画像伝送データの削減が可能
b. 海域からの関心対象抽出等で同じくデータ伝送削減が可能
c. 将来の宇宙クラウドを可能とし、RHメモリとの組合わせで、ある期

間のデータ蓄積、過去画像差分解析等の可能性がある
d. 参考（オンボード処理は処理デバイスと記録メモリ、SERDESデバイスやEMC

の進展により可能になるため必要性だけからは判断できない面がある）

e. 難易度の高いスペースメッシュ通信機能に関して、初期衛星ロット
では一部分でも、世代ごとに、アプリケーションアップデートにより
通信機能を高度化・実用化できる可能性がある。

f. 衛星機数が増加し、情報入手に関する低レイテンシー要求が
ユーザーから厳しくなると、オンボードエッジ処理によりプロダクト作
成・配信時間の削減に貢献可能。

g. ジャミング妨害に対してSDR機能である受信周波数ホッピング等
により運用の安定化が図れる

h. 周回ごと、衛星バッチごとに異なるミッションをSWでアップ可能
（Spireの例）

a. LEO大型観測衛星では分解能とSwathからデータ量や伝送量
も多いため、コストプラスのオンボード処理に対する利便性(対価)
が高価な１機のコストの中で見合う割合になるが、小型コンステ
レーションの場合、相対的にデータ量とコストが小さく、高機能機
器搭載のコスト的余裕が相対的に小さい。

b. 不具合検証はオンボード機能が少ない衛星より相対的に困難に
なる。但し再プロの自由度は高い。

c. 総じて上記a,bが主要なNegative面であるが、デバイス性能進
歩と衛星機数増加により、今後ソフトウェア機能が産業レベルに近
づくことが予想されること、レカリングコストもCOTSデバイスコストが
今後更に削減されることも鑑みて、Negative要素は少ないと判
断している。今後のキー技術と分析。

本分析ではデジタル通信のNon Transparent処理をGEO衛星
における今後のオンボード処理と見做して分析した。 
a. 現状主流のデジタル衛星は帯域・覆域可変だがデータ内容の

分析やセキュア的な再変調はできない。オンボード処理は再生
中継機能によりｇNodeB、衛星間、セキュア処理、再変調・
再暗号化、受信波分析等高次解析が可能

b. デジタルペイロードの中で帯域分離されるため全部ではなくても
一部帯域の復調とデータ高度利用可能であり、用途がデバ
イス進化に合わせ徐々に拡張は可能

c. 特に３GPPに準拠した無線局代替の際は必要となる
d. 15年の長期にわたるサービスの中途で、SWのUL・書き換えに

より上記通信方式やサービスの変更が可能
e. GEOでも衛星ミッション運用は複雑で秒単位のデータULになる

ため、運用コストの削減が可能
f. 今後マルチオービットをオンボードで分担する際に地上からの複

数衛星通信制御の機上へのシェア移管が可能
g. 電波干渉の際にBOCや高次拡散等、通常固定機能の変更

が可能（測位衛星）。安全保障PTWもその１例。
h. 静止気象衛星等の観測衛星はLEOの観測衛星での考察に

準ずる（右記）。
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3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

② 通信分野でのオンボード処理 GEO/LEOのオンボード高次処理のPos/Neg分析
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➢ オンボード処理の動機は、データ量削減、および、それに伴うレイテンシ削減であり、そのために圧縮から
ターゲット抽出まで多くのアプリケーションが開発され、実証フェーズから実用フェーズに移行。

➢ 今後は衛星間光通信、宇宙データセンタ等の発展状況によって、観測分野でのオンボード処理の対応範
囲も変わってくる可能性が高い。

現在

✓観測衛星の高精細化、ハイパースペクトル化、コンステレーション化による観測衛星による生成データ量の急増
↓

✓衛星-地上間の通信がボトルネックとなり、観測地点数の制約、観測からデータ配布までのレイテンシ増大、従量
課金制のアンテナ使用料の増大等の問題が発生。

↓
✓ オンボードにて、画像生成(SAR画像再生、HSデータキューブ化等)、圧縮、ML/AI等を用いたターゲット抽出を

行いダウンリンクするデータ量を削減する技術開発が急速に進む。
✓ Capella等の観測コンステレーションや、HyTI等のハイパースペクトルミッションより実証から実用フェーズに移行中。
✓並行して観測計画コマンドのアップ時間短縮や撮像機会の最大化等のため、オンボードでの観測運用の自律化

の試みも進んでいる。こちらは試行段階のものが多いが、今後の動向に注視が必要。

今後の
見通し

✓ しばらくはオンボード処理化拡大の動きは継続すると考えられるが、将来、衛星間光通信網が標準的に、低価格
で使用できるようになった場合、衛星-地上間のボトルネック前提が変わってくるため、オンボード処理の対応範囲
にも影響を与えると考えられる。

✓ レイテンシクリティカルなアプリケーションでは引き続き、オンボード処理が採用されると想定されるが、それ以外は
データ通信料とオンボード処理計算機とのトレードオフになると想定。

✓ また、多数のセンサデータを組み合わせて新しい付加価値を生むデータフュージョン解析等の成長や、現在地上に
あるデータを使ったML/AIアルゴリズムの開発状況を考えると、オンボードでの過度な圧縮やターゲット以外のデータ
の削除等はこれらアプリケーションの成長への悪影響となるため、避けられる可能性がある。

✓併せて、今後、宇宙データセンタ等が普及した場合は、各衛星でオンボード処理を行うのか、宇宙データセンタ側
で行うのかというトレードオフも今後発生してくると想定される。

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理
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➢ 観測分野での生成データ量はNSR社の予測では年11%の成長率で成長し、2032年には年間で2エク
サバイトを超えると見積もられている。

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理

出典：NSR

https://www.nsr.com/the-implications-of-increasing-earth-observation-data/
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Capella Space(アメリカ) Planet Labs(アメリカ) Spire Global(アメリカ)

観測コンステレーション 観測コンステレーション 観測コンステレーション

事
業
概
要
・
ト
レ
ン
ド

• 2016年にNASAエンジニアにより設立
• 小型SAR衛星コンステ構築と、衛星画像を注文&

入手できるプラットフォーム「Capella Console」の
構築実施(※1)

• 特徴は衛星画像のオンデマンド＆near-real-
time(時間記載無)配信(※2)

• データダウンリンクのために静止衛星、AWS 
ground stationを利用(※3)

• データ分析会社3社と提携し、SAR画像を利用し
たソリューション拡大を計画(※4,5)

• 2010年にNASAの科学者3人に
より設立

• 衛星コンステ構築と、取得データの
ソリューション事業を進める

• 地球観測データのプラットフォームを
開発するSinergiseを買収し、地
球観測データを利用した他領域
(森林変化、気候、農業等)への
サービス提供を拡大中(※7)

• 2012年に設立し、小型衛星コンステ構築と取得データの
ソリューション事業を進める(※10)

• 船舶の位置情報や、気象分野の衛星開発に積極的
(NOAA,DARPAからの受注有)(※11,12)

• NorthStar Earth＆Spaceと共同で、SSAとデブリ監視
のためのコンステサービスを提供(※13,14,15)

オ
ン
ボ
ー
ド
処
理

小型SARコンステにおける、オンボード
GPU(NVIDIA)と専用のオンボード処理アルゴリズム
の組み合わせにより、SAR画像の焦点合わせ、目標
検出、及び最小限のDL時間を実現(P.6 例1参
照)(2022/7)(※6)

2023年打上予定の32機のコンステ
「Pelican」では、オンボードコンピュー
ティング実施。
一日30回（中緯度の場合）同じ地
点を撮影。分解能は
30cm(2023/1)(※8,9)

• NorthStar Earth＆Spaceと共同で展開する、コンステ
3機でSpire Globalによるエッジコンピューティング機能備
える。2023年打ち上げ予定(2023/6)(※13)

• 地理空間情報を提供するBlackSkyと共同で、AIを活用
したリアルタイムな海上監視サービス「Maritime 
Custody Service」の提供を発表。Spire Globalの無
線周波数監視衛星のデータから、自動的にチップ＆キュー
で画像収集し、AIで画像解析することで、船舶検出・船
舶の種類ごとの分類・時間変化を監視する
(2023/5)(※16)

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 観測コンステレーションでの動向

➢ 観測コンステレーションにて、オンボード処理の実証・採用が進む

➢ 垂直統合型だけでなく、水平分業型のオンボード計算機ベンダーの計算機採用も進む。

※参考文献は後続ページに記載
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3.2.1 小型観測・通信衛星(LEO)向けオンボード処理技術の調査

● 調査詳細
Capellaの小型SAR衛星コンステにおけるオンボード処理について示した論文を以下に示す。

例1：Capella Space VHR SAR Constellation(2022)（※7）

Capella初のSAR衛星コンステ(capella-2)の機能概要をまとめた論文である。
特にオンボード処理に関しては、GPU(Nvidia製) (※28) を搭載し、地上処理の一部をオンボードで実現(※29)。

①SAR画像を直接処理(RDA(Range Doppler Algorithm))
②逆写像(back projection algorithms)処理
③L0,L1処理によりSLC(Single Look Complex)出力

この結果、CapellaのSAR衛星コンステでは下記を実現している。
• 3種の画像(ストリップマップでアジマス分解能1.2m/スライディングスポットライトでアジマス分解能1.0m

/スポットライトでアジマス分解能0.5m)を出力(※30)。
(⇔ALOS-4では、ストリップマップでアジマス分解能3m)(※31)
物体検出アルゴリズム（船舶検出）で、物体検出範囲の地理情報を地上に報告。

その他、SAR衛星コンステの機能概要は以下のとおり。
• 観測周波数帯は、Xバンド(9.5-9.9GHzで動作) （※7）
• 周波数変調の帯域幅は700MHz(※32,33)
• SDAのNDSA(国防宇宙アーキテクチャ)に互換性のある光衛星間通信端末(OCT)を装備する(※34)
• 軌道上タスキング
• ダウンリンクは1.2Gb/s
• 地上局はAWSとKSATを使用

※参考文献は後続ページに記載

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 観測コンステレーションでの動向
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3.2.1 小型観測・通信衛星(LEO)向けオンボード処理技術の調査
● 参考文献
Capella

※1 https://vekom.com/wp-content/uploads/2020/12/Capella_Space_SAR_Imagery_Products_Guide.pdf
※2 https://www.capellaspace.com/capella-space-unveils-next-generation-satellite-with-enhanced-imagery-capabilities-and-communication-features/
※3 https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/mag/nmc/18/00062/00004/
※4 https://sorabatake.jp/16602/
※5 https://spacenews.com/capella-teams-with-analytics-firms-to-promote-use-of-radar-imagery/
※6 https://www.geospatialworld.net/article/on-demand-solution-for-the-21st-century-capella-space/
※7 https://ieeexplore.ieee.org/document/9884458
※28 https://fcc.report/ELS/Capella-Space-Corporation/0029-EX-CM-2020/246358.pdf
※29 https://www.eoportal.org/satellite-missions/capella-x-sar#capella-x-sar-synthetic-aperture-radar-constellation
※30 https://www.jsicorp.jp/product/satellite/capella.html
※31 https://www.restec.or.jp/satellite/alos-4.html
※32 https://everydayastronaut.com/stronger-together-electron-2/
※33 https://spacenews.com/capella-to-use-spacex-for-two-acadia-satellite-launches/
※34 https://www.capellaspace.com/press-releases/

Planet
※8 https://www.zoomy.club/space-business/pl-sinergise/
※9 https://spacenews.com/planet-pelican-details/
※10 https://sorabatake.jp/30649/
※11 https://www.planet.com/pulse/what-is-agile-aerospace-learn-planets-approach/

Spire
※12 https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2019/190925.html
※13 https://sorabatake.jp/29423/
※14 https://spacenews.com/blacksky-spire-roll-out-space-based-maritime-tracking-service/
※15 https://spacenews.com/spire-to-build-space-situational-awareness-satellites-for-northstar/
※16 https://www.zoomy.club/invest/saas/
※17 https://northstar-data.com/ja/rocket-lab%E3%81%8Cnorthstar-
%E7%8B%AC%E8%87%AA%E3%81%AE%E5%AE%87%E5%AE%99%E7%8A%B6%E6%B3%81%E8%AA%8D%E8%AD%98-ssa-
%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E3%82%92%E9%96%8B%E5%A7%8B/ 
※18 https://www.zoomy.club/space-business/spir-bksy/
※19 https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/pdf/20230314thinktank/seikabutsu/shiryou5-2-25.pdf

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 観測コンステレーションでの動向

https://vekom.com/wp-content/uploads/2020/12/Capella_Space_SAR_Imagery_Products_Guide.pdf
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/mag/nmc/18/00062/00004/
https://sorabatake.jp/16602/
https://www.geospatialworld.net/article/on-demand-solution-for-the-21st-century-capella-space/
https://ieeexplore.ieee.org/document/9884458
https://fcc.report/ELS/Capella-Space-Corporation/0029-EX-CM-2020/246358.pdf
https://www.eoportal.org/satellite-missions/capella-x-sar#capella-x-sar-synthetic-aperture-radar-constellation
https://www.jsicorp.jp/product/satellite/capella.html
https://www.restec.or.jp/satellite/alos-4.html
https://everydayastronaut.com/stronger-together-electron-2/
https://spacenews.com/capella-to-use-spacex-for-two-acadia-satellite-launches/
https://www.zoomy.club/space-business/pl-sinergise/
https://spacenews.com/planet-pelican-details/
https://sorabatake.jp/30649/
https://sorabatake.jp/29423/
https://spacenews.com/blacksky-spire-roll-out-space-based-maritime-tracking-service/
https://www.zoomy.club/invest/saas/
https://www.zoomy.club/space-business/spir-bksy/
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3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 SW開発効率の向上

オンボード処理のSW/FPGA化、高機能化が進むに従い、オンボードSW/FPGAの開発効率向上への関心が高
まっている。

EDHPC2023でのオンボードSW/FPGAの開発効率向上に関わる主な発表

LN タイトル 発表機関 概要 参照

1
※

AI uses cases on EO satellites Airbus ・File Baseデータハンドリングアーキテクチャの採用
・COTS SW活用のフレームワーク(CALYPSO Sandbox)の構築
によるオンボードSW開発効率の向上

ref1

2 A novel multi-mission platform for 
thedevelopment of applications, services, 
andnew satellite data algorithms directly 
in orbitand on-demand, the Italian In-
Orbit Space Lab

Planetek
Italia

同社の提供するAIXフレームワークでは以下のことが可能であり、エコ
システムの構築を目指していた。
・モジュラー化された機能がカタログ化されており(火災検出等)、必要
な機能をapp-storeから購入するイメージで結合、オンボード上で動作
が可能。
・ユーザーが開発した機能をapp-store上で販売することも可能。

ref2

3 A Modular, Reconfigurable and 
PortableFramework for On-Board Data 
Processing:Architecture and Applications

CRAFT 
PROSPECT

モジュラー化された機能をツールボックスから選択して結合することで
全体機能を実現できるSW開発フレームワーク。ビルトインテスト機能や
性能測定機能等を有することで容易にSW立ち上げが可能。本フレー
ムワークに準じたSWの軌道上実証が2024年に予定されている。

ref3

4 ECSS-E-ST-20-40C-DIR1Compliance using 
Model-Based Design

Mathworks モデルベースFPGA設計にて、オートコードによるRTL自動生成等を行う
際に、ECSSの開発規格に沿った開発を行うための手法に関する発表

ref4

5 Efficient In-Orbit Neural Network 
Updates

UBOTICA 軌道上でAI/MLのパラメータを更新しようとした場合、パラメータのデー

タ量が膨大で簡単にはアップロードができないことが問題となる。本発
表ではAIの性能劣化を最小限にした、更新パラメータのデータ量圧縮
手法について報告。

ref5

※については次ページ以降で詳細を報告

https://indico.esa.int/event/445/contributions/8442/attachments/5622/9175/EDHPC2023%20-%20AI%20uses%20cases%20on%20EO%20satellites.pdf
https://indico.esa.int/event/445/contributions/8466/attachments/5538/8989/P22S2245-28-v1_EDHPC23_IOSL_fortunato.pdf
https://indico.esa.int/event/445/contributions/8436/attachments/5401/9036/EDHPC2023%20slides%20CPL%20v2.pdf
https://indico.esa.int/event/445/contributions/8467/attachments/5447/9399/EDHPC_PAPER_FINALPRESET.pptx
https://indico.esa.int/event/445/contributions/8341/attachments/5543/8999/EDHPC%202023%20-%20ENU%20V2.1.pptx


168

23-002-R-013

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 SW開発効率の向上

Airbusの観測衛星プラットフォーム S250では、オンボード処理SWの開発効率向上のため以下を推進
・File Baseデータハンドリングアーキテクチャの採用
・COTS SW活用のフレームワーク(CALYPSO Sandbox)の構築

➢ Linux等を活用するため、File Baseのデータハンドリング
アーキテクチャを採用(高信頼ストレージが技術的には鍵
となると推定)。

➢ COTS SWの適用を容易とするSWフレームワーク CALYPSO 
Sandboxにより、オンボードでの機能追加等も可能。

➢ FPGAの部分再構成を含め、オンボードでの全ての機能の
再プログラミングが可能。

➢ 本プラットフォーム上にてオンボードでのAI処理の開発を
進めている。具体的なAIのユースケースは以下を想定。

• Geolocation Improvement: 衛星の熱歪み等の影響

によるアライメント誤差等を学習。軌道上でのポイン
ティングエラーを10m以下に抑えることが可能。

• 動的モニタリング 

船舶検知、交通量測定、差分検出、森林火災検知、
情報抽出、移動体検出、雲検出 等

出典：EDHPC2023

https://indico.esa.int/event/445/contributions/8442/attachments/5622/9175/EDHPC2023%20-%20AI%20uses%20cases%20on%20EO%20satellites.pdf
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3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 観測運用の自律化

オンボードでの観測データ処理と並行して、オンボードでの観測運用の自律化についても開発が進む。

これまで地上で実施していた詳細な撮像運用をオンボードで実施することにより、コマンド量の削減や撮像の最適
化を行うものから、Tip&Cueによる高度な自律化まで幅広く開発が進んでおり、軌道上実証段階のものもある。

事例

（TRL：高）
概要

(A-1) On-Board Autonomous 
Planning System（APS）

Orbit Logic社の開発したOn-Board Autonomous Planning System（APS）は衛星搭載系におけるミッション運用計画
システムである。他のAPS搭載衛星と連携し、ユーザが指定した複数の目標に対する最適化された観測計画の立案が可能。
Orbit Logic社は、コロラド大学ボルダー校と協力し、APSを利用した衛星の編隊飛行システムであるOn-board Swarm Control 
for Autonomy and Responsiveness（OSCAR）を開発。将来的には特に宇宙探査ミッションでの活用を目指している。

(A-2) Constellation 
Collaborative Mission 
Autonomy（CMA）

Scientific Systems社が開発したConstellation Collaborative Mission Autonomy（CMA）は衛星搭載系における自律運用シス
テムである。前述のミッション運用計画システムであるAPSと連携し、衛星のバスやペイロードを制御することが可能。

(A-3) orbital_OLIVER orbital_OLIVERはイタリアのAiko Space社が開発した衛星搭載系におけるミッション運用計画システムである。AIを搭載して
おり、衛星が自律的にデータを処理し、リアルタイムで判断を下したうえで、最も適切なデータを地上に提供することが可能。

(A-4) CogniSat-6 小型衛星開発メーカの英国Open Cosmos社と衛星搭載向けオンボードコンピュータメーカのUbotica社は、AI関連技術を搭
載したCogniSAT-6を開発中である。衛星単機でのTip & Cue機能を搭載していると推定される。

(A-5) NASA Platform for 
Autonomous Systems 
(NPAS) 

NASAは、ゲートウェイ計画やアルテミス計画を含む深宇宙ミッションに向け、NASA Platform for Autonomous Systems 
(NPAS)と呼ばれる宇宙機の自律運用システムを過去10年間を通して開発し、2024年に軌道上実証を実施予定。

(A-6) OHB Dual Camera System OHB社の開発する2衛星を活用したTip&Cueシステムの開発

主要な観測運用自律化 開発例
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Orbit Logic社の開発したOn-Board Autonomous Planning System（APS）は衛星搭載系におけるミッション運用計画システ
ムである。他のAPS搭載衛星と連携し、ユーザが指定した複数の目標に対する最適化された観測計画の立案が可能。

1. Orbit Logic, On-Board Autonomous Planning System
2. Orbit Logic, Autonomous Planning System
3. Kenneth Center, Hanspeter Schaub, Evan Sneath, João Vaz Carneiro§, ON-BOARD SWARM CONTROL FOR AUTONOMY AND RESPONSIVENESS (OSCAR)
4. SpaceNews, Space Development Agency experiment demonstrates on-orbit data processing

適用目的 観測、通信の自律化 開発者 Orbit Logic ユーザ（受益者） SDA/AFRL/DARPA

事例 A-1 On-Board Autonomous Planning System（APS） TRL（推定） 5～7（試作・試験）

図 観測計画立案のイメージ[2]

＜概要＞

⚫ Orbit Logic社の開発したOn-Board Autonomous 
Planning System（APS）は衛星搭載系におけるミッ
ション運用計画システム[1]。

⚫ Master Autonomous Planning Agent（MASA）
と呼ばれる計画立案・リソース管理用のモジュールと、
Specialized Autonomous Planning Agent
（SAPA）と呼ばれるミッションに合わせてカスタマイズされ
たモジュール群を連携させることにより、TCPED運用のパイ
プライン処理が可能[1]。

⚫ ユーザが指定した複数の目標に対する最適化された観測計画の立案や、トリガー・イベント（他衛星での
異常発生等）に対応する動的なアクション・コースの決定など、通常の計画立案と一時的な計画立案の両
方に対応することが可能[2]。

⚫ 分散型のソフトウェアアーキテクチャを採用しており、完全に独立して動作することも、地上局の指令および/または
他のAPS搭載衛星と連携して動作することも可能[1]。

＜実績・計画等＞

⚫ 米国SDAの軌道上実証プログラム（POET）においてYAM-3衛星に搭載され、軌道上実績を有する[3]。

➢ 2022年2月、単一衛星ではあるものの、指定領域の観測、画像収集、自動ターゲット認識による画像処理・
抽出、ユーザへの画像送信の一連のタスクを実証した[4]。

⚫ DARPAのBlackjackプログラム（上記YAM-3衛星と同一）、米空軍研究所（AFRL）のSpace Situation 
Awareness Fusion Intelligent Research Environment（SaFIRE）プログラムにも採用されている[3]。

図 On-Board Autonomous Planning System [3]

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 観測運用の自律化

https://www.orbitlogic.com/autonomous-planning-system.html
https://www.orbitlogic.com/uploads/Datasheets/APS%20Datasheet%202023.pdf
https://hanspeterschaub.info/Papers/Center2023.pdf
https://spacenews.com/space-development-agency-experiment-demonstrates-on-orbit-data-processing/
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Orbit Logic社は、コロラド大学ボルダー校と協力し、APSを利用した衛星の編隊飛行システムであるOn-board Swarm Control 
for Autonomy and Responsiveness（OSCAR）を開発。将来的には特に宇宙探査ミッションでの活用を目指している。

1. Kenneth Center, Hanspeter Schaub, Evan Sneath, João Vaz Carneiro§, ON-BOARD SWARM CONTROL FOR AUTONOMY AND RESPONSIVENESS (OSCAR)

適用目的 観測、通信の自律化 開発者 Orbit Logic ユーザ（受益者） SDA/AFRL/DARPA

事例 A-1 On-Board Autonomous Planning System（APS） TRL（推定） 5～7（試作・試験）

＜実績・計画等（続き）＞

⚫ Orbit Logic社は、コロラド大学ボルダー校と協力し、APSを利用した衛星の編隊飛行システム
であるOn-board Swarm Control for Autonomy and Responsiveness（OSCAR）
を開発[1]。

⚫ オペレータの支援なしに、ミッションニーズに合わせたフォーメーションの決定、個々の衛星の移動の
計画・調整を行うことが可能[1]。

⚫ APSの分散アーキテクチャにより、どの衛星を「編隊リーダ」とするかの決定、リーダによるフォーメー
ションの決定、各衛星への計画送信が行われる[1]。

⚫ 現時点（2023年現在）ではシミュレータ上での実証に成功しており、将来的には特に宇宙探
査ミッションでの活用を目指している[1]。

図 編隊飛行のフォーメーション例[1]

図 シミュレータ上でのフォーメーション変更実証[1]

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 観測運用の自律化

https://hanspeterschaub.info/Papers/Center2023.pdf
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Scientific Systems社が開発したConstellation Collaborative Mission Autonomy（CMA）は衛星搭載系における自律運用シ
ステムである。前述のミッション運用計画システムであるAPSと連携し、衛星のバスやペイロードを制御することが可能。

1. Scientific Systems, Scientific Systems Company, Inc (SSCI) Conducts Initial Demonstrations of AI-Enabled Edge-Based Processing On-Orbit for the Space Development Agency
2. Scientific Systems, Sagittarius A* Small Satellite Mission: Capabilities and Commissioning Preview
3. Kenneth Center, Hanspeter Schaub, Evan Sneath, João Vaz Carneiro§, ON-BOARD SWARM CONTROL FOR AUTONOMY AND RESPONSIVENESS (OSCAR)

4. Scientific Systems, Scientific Systems Teamed with SAIC to Deliver Space Battle Management Command and Control Solution for the Space Development Agency
5. Scientific Systems, Proliferated LEO Autonomy Architecture for Capability with Scalability

適用目的 観測、通信の自律化 開発者 Scientific Systems ユーザ（受益者） SDA/DARPA

事例 A-2 Constellation Collaborative Mission Autonomy（CMA） TRL（推定） 5～7（試作・試験）

＜概要＞

⚫ Scientific Systems社が開発したConstellation Collaborative Mission 
Autonomy（CMA）は衛星搭載系における自律運用システム[1]。

⚫ 前述のミッション運用計画システムであるOn-Board Autonomous 
Planning System（APS）と連携し、衛星のバスやペイロードを制御する[2]。

⚫ 以下の例のように、ユーザが「ミッションサービスリクエスト」と呼ばれる戦術情報の
高レベルのリクエストを衛星に送信し、大幅に圧縮されたタイムラインで必要な情
報を受信できるように設計されている[1]。

① ユーザが、「コンピューター画面に描いたこのボックス内のすべての船の位置と
分類を教えてください」という形式でミッションサービスリクエストを衛星に送信

② リクエストがCMAによって受信・分解されると、エッジ処理システムをトリガー

③ 可能なときに海洋の指定された領域をポインティングするよう命令

④ 電気光学画像ペイロードを制御し、適切なタイミングで画像を収集

⑤ 自動ターゲット認識活用アルゴリズムを使用して画像を処理

⑥ 船舶の位置とその分類からなる処理済みデータをユーザに送信

＜実績・計画等＞

⚫ 米国SDAの軌道上実証プログラム（POET）においてYAM-3衛星に搭載され、
軌道上実績を有する[1][3]。

➢ 2022年2月、指定領域の観測、画像収集、自動ターゲット認識による画
像処理・抽出、ユーザへの画像送信の一連のタスクを実証した[4]。

⚫ 同社はSDAとProliferated Warfighter Space Architecture（PWSA）
においてもオンボード処理に関して連携しており、PWSAのコンステレーションにお
いても本技術が活用されている可能性がある[4]。

図 Constellation Collaborative Mission Autonomy（CMA） [2]

図 自律計画・実行のイメージ[5]

APSに該当する
部分と推定

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 観測運用の自律化

https://www.ssci.com/scientific-systems-company-inc-ssci-conducts-initial-demonstrations-of-ai-enabled-edge-based-processing-on-orbit-for-the-space-development-agency/
https://digitalcommons.usu.edu/cgi/viewcontent.cgi?article=5004&context=smallsat
https://hanspeterschaub.info/Papers/Center2023.pdf
https://www.ssci.com/scientific-systems-teamed-with-saic-to-deliver-space-battle-management-command-and-control-solution-for-the-space-development-agency/
https://digitalcommons.usu.edu/cgi/viewcontent.cgi?article=4923&context=smallsat
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orbital_OLIVERはイタリアのAiko Space社が開発した衛星搭載系におけるミッション運用計画システムである。AIを搭載しており、
衛星が自律的にデータを処理し、リアルタイムで判断を下したうえで、最も適切なデータを地上に提供することが可能。

1. Akio Space, orbital_OLIVER

2. ESA, orbital_OLIVER

適用目的 観測、通信の自律化 開発者 Aiko Space ユーザ（受益者） 衛星開発・運用事業者

事例 A-3 orbital_OLIVER TRL（推定） 5～7（試作・試験）

＜概要＞

⚫ orbital_OLIVERはイタリアのAiko Space社が開発した衛星搭載系にお
けるミッション運用計画システム[1]。

⚫ AIを搭載しており、衛星が自律的にデータを処理し、リアルタイムで判断を下
したうえで、必要であればミッションを再計画して、最も適切なデータを地上に
提供することが可能。同社は、海上監視を目的とした地球観測キューブサッ
トを例に、以下の運用が可能と謳っている[1]。

➢ ある地域で観測された船舶の数や種類に応じて、衛星搭載系で自律的
に行動方針を決定することが可能。

➢ 通常、上記運用には、地上のミッション管制に最新のデータを提供し、そ
れに応じて新しいミッションスケジュールを設定する必要があることから、地
上と少なくとも1回の通信が必要であり、したがって何時間も必要となる。

➢ 本システムが搭載されていれば、数分で行動決定が可能であり、ユーザ
に実用的なデータをタイムリーに提供する上で大きな優位性を得ることが
できる。

⚫ 上記に加え、時系列分析のための最先端の深層学習 (DL) 技術を利用
して、テレメトリとハウスキーピング データ ストリームを継続的に監視し、故障
検知・分離が可能[1]。

＜実績・計画等＞

⚫ ESAの開発支援プログラムであるInCubedにおいて、2021年5月から2023年7月までの間に軌
道上実証を実施。主に通信サブシステム上で動作し、オンボードのリソース管理、電力配分と帯域
幅割り当てを最適化を実証した[2]。

⚫ 今後、同社のアーリーアダプタープログラム (EAP)により、3つの異なる衛星へ本製品が搭載される
予定[1]。

図 orbital_OLIVERのコンセプト[2]

図 運用計画のイメージ[1]

センシング
決定

行動

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 観測運用の自律化

https://aikospace.com/products/orbital-oliver/
https://incubed.esa.int/portfolio/orbital_oliver/
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小型衛星開発メーカの英国Open Cosmos社と衛星搭載向けオンボードコンピュータメーカのUbotica社は、AI関連技術を搭載
したCogniSAT-6を開発中である。衛星単機でのTip & Cue機能を搭載していると推定される。

1. Ubotica, Ubotica and Open Cosmos Agree to Launch AI Centric Satellite

2. Ubotica, Ubotica Delivers Increased Edge Compute Performance per Watt for In-Orbit AI

3. spacewatch.global, Ubotica Cuts Satellite Data Overload with On-Board AI Solution

4. Nanosat Database, CogniSat-6 (OpenCosntellation)

適用目的 観測、通信の自律化 開発者 Open Cosmos/Ubotica ユーザ（受益者） 同左

事例 A-4 CogniSat-6 TRL（推定） 5～7（試作・試験）

＜概要＞

⚫ 小型衛星開発メーカの英国Open Cosmos社と衛星搭載向けオンボードコンピュータメーカのUbotica社は、AI関連技術を搭載したCogniSAT-6を開発中
[1]。

⚫ CogniSAT-6は、地上局の介入を必要とせずに軌道上で特定した関心領域での画像収集を最適化する「リアクティブ・リターゲティング」を提供する[1]。
（衛星単機でのTip & Cue機能であると推定。）

⚫ Ubotica社製のオンボードコンピュータであるCogniSAT-XE2が搭載されており、画像処理とAI演算用のチップにより低消費電力で高速な処理が可能[2]。

⚫ 上記の画像収集機能に加え、観測した画像の雲を検出・データ削除を行う機能であるCogniSAT-CRCも搭載されている。本機能とロスレス画像圧縮により、
有用なデータ取得量を6倍に増やすことが可能とされる[3]。

＜実績・計画等＞

⚫ CogniSAT-6は2024年中に打ち上げ予定[4]。

図 CogniSAT-6[4] 図 CogniSAT-XE2[2]

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 観測運用の自律化

https://ubotica.com/news-release-cognisat-6/
https://ubotica.com/news-release-cognisat-xe2-product/
https://spacewatch.global/2023/03/ubotica-cuts-satellite-data-overload-with-on-board-ai-solution/
https://www.nanosats.eu/sat/cognisat-6
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NASAは、ゲートウェイ計画やアルテミス計画を含む深宇宙ミッションに向け、NASA Platform for Autonomous Systems (NPAS)と
呼ばれる宇宙機の自律運用システムを過去10年間を通して開発し、2024年に軌道上実証を実施予定。

1. NASA, NASA Platform for Autonomous Systems (NPAS)
2. SPACE DAILY, AI-enhanced LizzieSat satellite by Sidus Space clears crucial environmental tests
3. NASA, Trusted Autonomy and the NASA Platform for Autonomous Systems(NPAS)

適用目的 観測、通信の自律化
／軌道制御の自律化

開発者 NASA ユーザ（受益者） 同左

事例 A-5 NASA Platform for Autonomous Systems (NPAS) TRL（推定） 5～7（試作・試験）

＜概要＞

⚫ NASAは、ゲートウェイ計画やアルテミス計画を含む深宇宙ミッションに向け、NASA 
Platform for Autonomous Systems (NPAS)と呼ばれる宇宙機の自律運用シス
テムを過去10年間を通して開発[1]。

⚫ システムモデリング言語であるSysMLを利用したモデルベースシステムズエンジニアリング
（MBSE）によるデジタルツインを構築し、地上における高精度なシミュレーションを活用
して自律運用を行う[1]。

⚫ ヘルスアセスメント、異常検出 (FMEA) 、自律運用計画、スケジューリング、実行等を
行うことが可能。

＜実績・計画等＞

⚫ NPASを搭載した小型衛星のLizzieSat-1を2024年の第1四半期に打ち上げる計画。
軌道上実証を通じて、観測機能の自律的な動作を評価する予定[2]。 図 NASA Platform for Autonomous Systems[1]

図 SysMLでのモデル開発（デジタルツイン）[3]

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 観測運用の自律化

https://techport.nasa.gov/view/94884
https://www.spacedaily.com/reports/AI_enhanced_LizzieSat_satellite_by_Sidus_Space_clears_crucial_environmental_tests_999.html
https://ntrs.nasa.gov/api/citations/20220008322/downloads/NPAS%20for%20Space%20Trusted%20Autonomy%20%2005-19-2022.pdf
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3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

③ 観測分野でのオンボード処理 OHBの動向

事例A-6）OHBはオンボードでのAI処理の活用による2衛星によるTip＆Cue機能の開発を進めている。
・1機目の衛星で低分解能、広範囲の撮像を行い、オンボードAI処理により関心対象物を抽出。
・2機目の衛星に対象物位置を通信し、関心対象物を高分解能、狭範囲で詳細に撮像

➢ 関心対象物はAIによる検出を実施。
➢ 想定する関心対象物は洪水、森林火災、タンカー等からの重

油漏れ、海洋ゴミ、火山監視等。
➢ 1機目の衛星は基本的に常に観測をし続ける形になるため、

検出処理はそれを処理し続けられるスループットが必要。
➢ 移動体等への適用を考慮した場合、2機の撮像間隔は短い

ことが望ましく、処理のレイテンシに関しても短い必要がある。
(OHBのシステム検討では2機の間隔は40度程度を想定して
おり、その場合、1機目の撮像から2機目の撮像のための姿勢
静定までの時間は630秒となり、この時間を処理時間制約と
していた)

➢ EDHPC2023にて、森林火災のアプリケーションに関して、
Kria KV260(Zynq UltraScale+ MPSoC)を用いた
評価を行い、十分なレイテンシ、スループットが実現できること
を報告していた。
実際には、複数アプリケーションを同時に走らせる必要があると
想定されるため、機器の並列化や高速化は必要になると思わ
れる。

出典：EDHPC2023

https://indico.esa.int/event/445/contributions/8472/attachments/5391/9404/EDHPC2023_OHB-Hellas.pdf
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➢ 急増する観測衛星等の衛星-地上間のデータ帯域ボトルネック解消のため、軌道上でのデータ処理を行う
宇宙データセンタの構想を複数のベンダーが進めている。

➢ 成長条件は、衛星間光通信の標準化、低価格化、および、データセンタの演算・通信費用の低価格化

➢ 大容量・高信頼ストレージの実現により、観測データの軌道上保管が可能となれば、大きな成長可能性。

主要プレイヤー 国 動向

Space Compass 日 観測衛星等により宇宙で収集される膨大な各種データを静止軌道衛星
（GEO：Geostationary Orbit Satellite）経由で地上へ高速伝送する光データ
リレーサービスを、2024年度に開始予定。高度なコンピューティング機能を

搭載した衛星を順次拡充し、宇宙での大容量通信・コンピューティング処
理基盤を提供する構想。

Orbits Edge 米 民生サーバを軌道上に配置するための衛星バスを開発。 軌道上でのエッ
ジ処理を行うためのマイクロデータセンター構築を構想。

Ramon.Space イスラエル 宇宙用高性能データサーバを開発中。 ネットワークセントリックの分散型
データサーバを指向しており、HWをRamon.Space、Platform SWはCSPが開
発。ユーザーにはPaaSとして提供する想定。

成長条件

➢ 個別の観測衛星にオンボード処理計算機を載せるよりも価格メリットを出す必要があるため、衛星間光通信の標準化、低価格化、および、
データセンタの演算・通信費用の低価格化は絶対条件

➢ 大容量・高信頼性ストレージが実現でき、観測データの軌道上保管が可能となれば、軌道上に保存されている経年データからの差分抽出
や、複数センサデータからのデータフュージョン解析等、複雑な処理まで軌道上で実施でき、そこから抽出された情報のみを地上にダウン
リンクできる形となるため、大きな成長につながる可能性がある。

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

④ 宇宙データサーバの動向
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名前 Space Compass 国名 日本 設立 2022

Unnibap：COTS品を利用した高性能計算機 ix5/ix10  、および、SpaceCloud OS/Framework というSW
プラットフォームを提供することにより、軌道上でPaaSを提供しようとしている。

➢ Space Compassは日本電信電話株式会社とスカパーＪＳＡＴ株式会社が設立した合弁会社

➢ 観測衛星等により宇宙で収集される膨大な各種データを静止軌道衛星（GEO：Geostationary Orbit 
Satellite）経由で地上へ高速伝送する光データリレーサービスを、2024年度に開始予定。

➢ 高度なコンピューティング機能を搭載した衛星を順次拡充し、宇宙データセンターとして宇宙での大容量通信・
コンピューティング処理基盤を提供する構想

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

④ 宇宙データサーバの動向

出典：Space Compass

https://space-compass.com/files/company_profile_J.pdf
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名前 Orbits Edge 国名 米 設立 2013

Unnibap：COTS品を利用した高性能計算機 ix5/ix10  、および、SpaceCloud OS/Framework というSW
プラットフォームを提供することにより、軌道上でPaaSを提供しようとしている。

➢ 民生サーバを軌道上に配置するための衛星バスを開発。 

➢ 軌道上でのエッジ処理を行うためのマイクロデータセンター構築を構想。

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

④ 宇宙データサーバの動向

出典：ORBITS EDGE

https://orbitsedge.com/
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名前 Ramon.Space 国名 イスラエル 設立 2004

Unnibap：COTS品を利用した高性能計算機 ix5/ix10  、および、SpaceCloud OS/Framework というSW
プラットフォームを提供することにより、軌道上でPaaSを提供しようとしている。

➢ ESAと共同開発したRC64等の宇宙用高性能CPUを開発してきたRamon Spaceが開発する宇宙用データ
サーバ

➢ ロバスト性を確保するためネットワークセントリックの分散型データサーバを指向。

➢ HWをRamon.Space、Platform SWはCSPが開発。ユーザーにはPaaSとして提供する想定。

出典：EDHPC2023

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

④ 宇宙データサーバの動向

Ramon.Spaceの開発する軌道上データサーバHW Ramon.Spaceが提供するサービスエリア

https://indico.esa.int/event/445/contributions/8319/attachments/5438/9039/Ramon.Space%20EDHPC%20DCiS%202023-09-22.pptx
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➢ 現在、衛星-地上間で用いられている暗号化方式は、計算量の小さい共通鍵暗号方式が一般的であり、それについて
は大きな技術課題は見受けられず、最近では大きな技術開発は見受けられない。

➢ 衛星間通信によるメッシュネットワーク化の進捗により、共通鍵暗号の欠点が顕在化する可能性があり、それを克服する
公開鍵暗号方式(PKI)の宇宙適用への取組も見受けられる。

3.3.1 オンボード基盤技術ー3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

⑤ セキュリティ関連のオンボード処理の動向

現状

➢ 従来の宇宙ミッションではポイント・ツー・ポイントの通信で相手が限定されるため、計算量の小さい共通鍵暗号方
式が一般的(マスターキーは打上前に衛星に埋め込む) [参照：経産省 民間宇宙システムにおけるサイバーセキュリティ対策ガイドライン ver1.1]

➢ CCSDS 350.9-G-1のなかで共通鍵暗号方式の中ではではAESが推奨されている。
➢ 軌道上AES実証としてはESAのARTESの中で2007~2011年実証PJ等があるが、最近では大きな技術開発

は見受けられない。[参照：ESA]

想定される
状況の
変化

➢ 光衛星間通信 等による軌道上通信のネットワーク化の進展
・ ポイント・ツー・ポイントで相手が限定される通信に限らない通信が発生
・ ネットワークへの段階的なノード追加(打上前までに通信相手が全て決まるわけではない)

欠点の
顕在化の
可能性

共通鍵方式の欠点
➢ マスターキーは打ち上げ前の衛星に埋め込む必要がある。そのため、一度衛星を打ち上げてしまった後は、新たな

通信先（地上局・衛星間）を追加することが困難。
➢ 共通鍵方式は、公開鍵方式に比べて通信対象が増えたときに必要になる鍵の数が多い。そのため、大規模なネッ

トワークでは運用にコストがかかる。

PKI
宇宙適

用の取組

➢ CCSDSにてPKIに関する標準化に向けた活動が実施中
・ CCSDS 357.0-B-1 ：認証方法の仕様を指定。
・ CCSDS 350.６-G-1：宇宙でのPKIの仕組みや宇宙―地上間の鍵配布モデルについて解説

➢ ESAではOPS-SAT(軌道上での実証を目的にした多目的実証衛星）によるPKI利用の軌道上実証が行われた。

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/sangyo_cyber/wg_seido/wg_uchu_sangyo/pdf/20230331_1.pdf
https://connectivity.esa.int/projects/aes-advanced-encryption-standard
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3.3.1 オンボード基盤技術

3.3.1.2 オンボード処理に関わるプレイヤー調査 目次

3.1 令和4年度技術項目にかかる最新動向の調査分析

3.2 衛星開発のライフサイクルにおけるデジタル開発技術調査分析

3.3 衛星電気システム基盤技術の調査分析

3.3.1 オンボード基盤技術

3.3.1.1 オンボード処理に関わるサービス/アプリケーション/技術の動向調査

3.3.1.2 オンボード処理に関わるプレイヤー調査

3.3.1.3 デバイス調査

3.3.1.3.1 デジタル処理デバイス調査

3.3.1.3.2 メモリ調査

3.3.1.4 強み弱み分析

3.3.1.5 戦略・研究開発計画の検討

3.3.2 誘導制御技術

3.3.3 電源系技術

3.4 衛星機械システム基盤技術の調査分析

3.5 コンステレーション構築等に必要な技術

3.6 定常・動向分析

3.7 適時調査・事実確認 
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世界では垂直統合型/水平分業型双方多数プレイヤーが存在。一方、日本は垂直統合型プレイヤーに偏り。

水平分業による多様なアプリケーションの効率的な開発に課題

アプリケーションと計算機を一体となって開発する形態。計算機とアプリケーションが一体となって開発するため、最高性
能を出しやすい。一方、計算機の汎用性確保が課題で、多種多様なアプリケーション開発時に開発コストが増大。                 

ｄｒ世界 ※1 日本※2

垂直
統合型

・Spire Global(NVIDIA Tx2i)
・CESIUM ASTRO(AMD Zynq US+)
・Spiral Blue（NVIDIA Xavier NX）
      (一部アプリ)
・Planet （調査中)

・三菱電機 （ETS-9 フルデジタルペイロード)
・NECスペーステクノロジー ( SDRX)
・QPS （FLIP)

水平
分業型

・Unibap( AMD Ryzen V1000)
・KP Labs(AMD Zynq US+)
・Zephyr Computing Systems（NVIDIA TX2i)
・Ramon Space(独自RHBDデバイス RC64)
・Aitech (NVIDIA TX2i)

・JAXA刷新PJテーマB:”オンボードコンピューティング能力
獲得”にて取り組んでいるものの、オンボード計算機は現状
Unibap製品を購入。
・三菱電機(GEMINI) 軌道上実績未

※1 ()内は計算機内で使用している主要なデジタルデバイス
※2 ()内はオンボード処理を実施している主なコンポーネント

垂直統合型

水平分業型
計算機、OS、MW(開発環境含む)までの提供を行い、アプリケーションについてはユーザー側で開発させる形態。
計算機の汎用性が必須。従来は演算性能が足りず、高度なオンボード処理への適用が困難であったが、近年のデ
バイス性能向上により、対応範囲が拡大。多種多様なアプリケーション開発に利点。

3.3.1 オンボード基盤技術

3.3.1.2 オンボード処理に関わるプレイヤー調査 まとめ
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3.3.1 オンボード基盤技術

3.3.1.2 オンボード処理に関わるプレイヤー調査

プレイヤー調査にあたり、各プレイヤーがどの領域の開発を実施しているか以下の通り、

HW,MW,AP,Sの4通りで分類した。なおAP部分は各アプリケーション固有な内容が多いため、衛星システムにかかる
調査としてはHW/MW/S分野を中心に調査を実施した。

計算機

※デバイス単体はデバイス
調査側で実施

OS

Middle ware
開発環境

（ライブラリ・SDK等）

アプリケー
ションSW

アプリケー
ションSW

AP

MW

HW

…

コンポーネント
以外の

サービス

S

＋

コンポーネント
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3.3.1 オンボード基盤技術

3.3.1.2 オンボード処理に関わるプレイヤー調査

3.3.1.1項 オンボード処理の動向を調査するにあたり、欠かせないと判断されたオンボード処理に関わる主要なプレ
イヤーリストを下表に示す。

LN プレイヤー名 国 H
W

M
W

A
P

S 概要

1 Unibap Sweden 〇 〇 COTS品を利用した高性能計算機 ix5/ix10  、および、SpaceCloud OS/Framework というSW
プラットフォームを提供することにより、軌道上でPaaSを提供しようとしている。放射線耐
性強化に関しては、LN15 Troxel Aerospace Industriesのミドルウェアを使用している。

2 KP Labs Poland 〇 〇 △ 産業用計算機コアの耐放射線対策徹底により地上と同等の画像処理アルゴリズムを搭
載し、性能・コスト・信頼性の両立を目指している。

3 Zephyr Computing 
Systems

US 〇 〇 センサデータ処理向けのエッジコンピューティングのためのハードウェアとソフトウェアの
ソリューションを提供

4 Ramon.space US/Israel 〇 〇 自身の開発した耐放射線デジタル処理デバイスRC64を多数結合させた高信頼・高性能
計算機や高信頼性ストレージを提供。

5 Exo-Space US 〇 〇 △ 宇宙でデータ処理インフラを構築するためのAI、マシンビジョンの技術を、宇宙の過酷な

環境に耐えられるエッジなソフトウェアとハードウェアのパッケージとして提供。ユーザー
の画像処理アプリケーションも載せられるが、自身でも画像処理SWを販売。

6 OrbitsEdge US 〇 民生サーバを軌道上に配置するための衛星バスを提供。 軌道上でのエッジ処理を行う
ためのマイクロデータセンターを軌道上で構築しようとしている。

7 Hewlett-Packard 
Enterprises

US 〇 ？ ISSにて高性能宇宙用計算機Spaceborne Computer-1/2(SBC-1/2)の実証を行っている。

8 IBM US ？ 〇 SBC-1/2に関するエッジ処理のソリューションを提供

9 Spiral Blue Australia 〇 〇 〇 NVIDIA製GPU（Xavier NX)を利用した計算機(SE-1)、および、その上で動作するターゲット
検出A/I アプリケーションを開発。観測衛星メーカ Satellogicの衛星に搭載されている。

10 Ubotica Ireland 〇 〇 △ 小型衛星向けの低消費電力・高効率計算プラットフォームを提供。併せて、画像の雲除
去・圧縮等のアプリケーションも提供している。
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